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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注） １ 売上高には、消費税および地方消費税（以下、「消費税等」という。）は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益について 

３ 当社の発行する株式は、平成11年７月７日をもって日本証券業協会に店頭売買有価証券として登録され、平成16年３月29日をも

って東京証券取引所市場第１部に上場されました。 

４ 第10期において当社は、株式分割（平成16年１月20日付で１株を３株に分割）および株式交換（平成16年２月24日付で当社連結

子会社である株式会社コムスンを完全子会社化するにあたり株式交換比率１：0.09903で株式交換）を行っております。なお、１

株当たり当期純利益は、期首に株式分割が行われたものとして計算しております。 

５ 第12期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５

号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号）を適用しております。 

６ 第12期において当社は、株式分割（平成18年３月１日付で１株を３株に分割）を行っております。なお、１株当たり当期純利益

は、期首に株式分割が行われたものとして計算しております。 

７ 第13期の株価収益率は、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

８ 第13期から表示単位を千円単位から百万円単位に変更しましたので、従来千円単位で掲記していた事項についても、百万円単位

に組替え表示しております。 

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期 

決算年月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 

売上高 （百万円） 62,272 93,042 142,157 185,948 509,001 

経常利益 （百万円） 4,814 5,539 4,320 6,704 6,794 

当期純利益 

 又は当期純損失（△） 
（百万円） 2,548 2,704 1,463 3,429 △40,708 

純資産額 （百万円） 17,538 39,896 36,130 50,733 35,957 

総資産額 （百万円） 38,485 88,666 125,459 139,541 366,638 

１株当たり純資産額 （円） 94,604.10 62,587.77 58,235.69 23,783.09 4,569.51 

１株当たり当期純利益 

 又は当期純損失（△） 
（円） 13,466.65 4,490.63 2,233.72 1,743.22 △19,510.20 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 45.6 45.0 28.8 35.4 2.6 

自己資本利益率 （％） 14.5 6.80 3.9 8.0 △138.1 

株価収益率 （倍） 34.9 63.2 90.9 48.5 ― 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 3,089 792 414 7,138 △9,380 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △2,925 △23,847 △16,921 △13,526 △45,512 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 4,855 24,945 25,413 △1,124 96,382 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
（百万円） 12,052 13,942 23,187 16,315 57,901 

従業員数 

〔ほか、平均臨時雇用者数〕 
（名） 

3,620 

〔9,096〕

5,659 

〔13,808〕

8,321 

〔  18,730〕

10,855 

〔   20,854〕

49,206 

〔   30,142〕

第９期 …… 希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

第10期以降 …… 潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注） １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益について 

３ 当社の発行する株式は、平成11年７月７日をもって日本証券業協会に店頭売買有価証券として登録され、平成16年３月29日をも

って東京証券取引所市場第１部に上場されました。 

４ 第10期において当社は、株式分割（平成16年１月20日付で１株を３株に分割）および株式交換（平成16年２月24日付で当社連結

子会社である株式会社コムスンを完全子会社化するにあたり株式交換比率１：0.09903で株式交換）を行っております。なお、１

株当たり当期純利益は、期首に株式分割および株式交換が行われたものとして計算しております。 

５ 第10期における１株当たり配当額について 

 (1)平成16年１月20日付で１：３の株式分割を実施しておりますので、中間配当金1,500円については株式分割前の、期末の利益配

当金1,000円については株式分割後の金額となっております。従って、株式分割前から１株保有している場合の１株当たりの年

間配当額は4,500円相当となり、株式分割後換算の年間配当額は1,500円相当となります。 

 (2)期末における１株当たり配当額には東京証券取引所市場第一部上場記念配当が500円含まれております。 

６ 当社は、平成16年8月1日に「人材派遣・請負事業」を当社の子会社である㈱グッドウィルへ会社分割により事業継承し、純粋持

株会社へ移行いたしました。 

第11期の売上高、経常利益および当期純利益には事業継承以前の当該事業に係るものがそれぞれ含まれております。 

なお、上表の第11期の売上高欄には、事業継承以前の当該事業に係る「売上高」と事業継承後の「営業収益」を合算した「営業収

益合計」を記載しております。 

７ 第12期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５

号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号）を適用しております。 

８ 第12期において当社は、株式分割（平成18年３月１日付で１株を３株に分割）を行っております。なお、１株当たり当期純利益

は、期首に株式分割が行われたものとして計算しております。 

９ 第12期における１株当たり配当額について   

  平成18年３月１日付で１：３の株式分割を実施しておりますので、中間配当額1,125円については株式分割前の、期末の配当金500

円については株式分割後の金額となっております。従って、株式分割前から１株保有している場合の１株当たりの年間配当額は

2,625円相当となり、株式分割後換算の年間配当額は875円相当となります。 

10 第13期の株価収益率および配当性向は、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

11 第13期から表示単位を千円単位から百万円単位に変更しましたので、従来千円単位で掲記していた事項についても、百万円単位

に組替え表示しております。 

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期 

決算年月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月

売上高 （百万円） 36,310 52,356 8,490 5,699 10,584 

経常利益 （百万円） 3,771 4,323 16 1,488 1,637 

当期純利益 

 又は当期純損失（△） 
（百万円） 2,020 2,476 105 1,594 △30,523 

資本金 （百万円） 13,674 14,118 14,118 26,618 26,618 

発行済株式総数 （株） 184,768 636,043 636,043 2,122,118 2,122,118 

純資産額 （百万円） 35,456 38,041 33,020 44,471 14,573 

総資産額 （百万円） 46,799 74,608 105,143 125,820 258,293 

１株当たり純資産額 （円） 191,584.93 59,671.53 53,215.52 21,413.57 6,965.29 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額) 
（円） 

2,000 

(1,000)

2,500 

(1,500)

1,500 

(750)

1,625 

(1,125) 

― 

( ― )

１株当たり当期純利益 

 又は当期純損失（△） 
（円） 10,609.41 4,095.44 72.21 810.49 △14,629.04 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 75.8 51.0 31.4 35.3 5.6 

自己資本利益率 （％） 5.6 6.5 0.3 4.1 △103.4 

株価収益率 （倍） 44.3 69.3 2,811.2 104.3 ― 

配当性向 （％） 18.8 61.0 2,077.3 200.5 ― 

従業員数 

〔ほか、平均臨時雇用者数〕 
（名） 

749 

〔861〕

1,102 

〔1,878〕

89 

〔12〕

73 

〔6〕

124 

〔10〕

第９期 …… 希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

第10期以降 …… 潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 



２【沿革】 

平成７年２月 東京都新宿区西新宿七丁目７番26号に、軽作業に特化した請負業を事業目的として㈱グッドウィ

ル（資本金10,000千円）を設立 

平成７年３月 東京都新宿区（新宿支店）にて営業開始 

平成８年１月 本支店間をWAN（広域ネットワーク）で結ぶ業務管理情報システム「CONGA」を構築 

平成８年３月 本社業務を東京都港区六本木四丁目８番７号に移転 

平成８年８月 新規顧客開拓のテレマーケティングシステム「CAITAC」を開発 

平成９年２月 人材派遣業進出のため、㈱アール・ティー・シーの全株式を取得し、㈱グッドウィル（現 ㈱グ

ッドウィル・キャリア）に社名変更 

平成９年３月 介護ビジネス参入のため、㈱コムスンに資本参加、関連会社化 

平成９年６月 事業多角化のため、㈱サイク（後、㈱グッドウィル・コミュニケーションに社名変更）の全株式

を取得 

平成９年７月 コンストラクション事業部（建設・内装現場作業に特化した部門）を発足、東京都新宿区にコン

ストラクション新宿支店を開設 

平成９年７月 当社子会社 ㈱グッドウィル（現 ㈱グッドウィル・キャリア）がホワイトカラー専門の人材リ

ソース・ビジネスに本格進出 

平成９年８月 SPエール事業部（セールスプロモーション・市場調査作業に特化した部門）を発足、東京都渋谷

区にSPエール恵比寿支店開設 

平成９年11月 実地棚卸代行サービスを事業目的とした当社子会社 ㈱グッドウィル・インベントリー（後、㈱

グッドウィル・エクスプレスに社名変更）を設立 

平成10年３月 当社子会社 ㈱サイクを㈱グッドウィル・コミュニケーションに社名変更し、テレマーケティン

グ、データベース・マーケティング、クリエイティブ事業をベースに新たに事業構築 

平成10年５月 当社子会社 ㈱ゼネラル・アウトソーシング・ジャパンを㈱ジー・ダブリュー・キャピタル（以

下「㈱GWキャピタル」と記載する。）に社名変更し、事業目的を創成期におけるベンチャー企業

への経営指導及び投融資事業に変更 

平成10年12月 本社（登記上の本店所在地）を東京都千代田区丸の内三丁目２番３号に移転 

平成11年２月 東京都港区にオフィスサポート青山支店（オフィス内作業及び販売支援業務に特化した部門）を

開設 

平成11年５月 グループ各社に対する持株会社機能を明確にするため、社名をグッドウィル・グループ㈱に変更

平成11年７月 日本証券業協会に店頭売買有価証券として登録 

当社関連会社 ㈱コムスンを子会社化 

平成11年９月 カウンセリングによる人材支援事業を目的とした当社子会社 ㈱グッドウィル・フォーサイトを

設立 

平成12年４月 医療・介護ビジネス拡大を図るため、㈱日本介護サービスを株式交換により子会社化（平成12年

６月に当社子会社 ㈱コムスンに吸収合併） 

平成13年７月 経営資源の「選択と集中」を図るため、㈱グッドウィル・コミュニケーションの全株式を売却

し、連結除外 

㈱グッドウィル・キャリアと㈱グッドウィル・フォーサイトの合併（存続会社は㈱グッドウィ

ル・キャリア） 

平成13年９月 ㈱ラインナップを株式交換により完全子会社化 

平成14年１月 (1）当社と㈱ラインナップの合併（存続会社は当社） 

(2）㈱グッドウィル・キャリアと㈱グッドウィル・エクスプレスの合併（存続会社は㈱グッドウ

ィル・キャリア） 

(3）㈱コムスンと㈱デンタル・コムスン、㈱メディカの合併（存続会社は㈱コムスン） 

(4）㈱GWキャピタルと㈱GWクレジットの合併（存続会社は㈱GWキャピタル） 

平成14年４月 ㈱GWキャピタルの全株式を売却し、連結除外 

平成15年８月 本社業務を東京都港区六本木６－10－１（六本木ヒルズ森タワー35Ｆ）へ移転 

平成16年２月 当社子会社㈱コムスンを株式交換により完全子会社化 

平成16年３月 東京証券取引所市場第１部上場 

平成16年４月 (1）共同エンジニアリング㈱を100％子会社化（㈲エヌアンドエスプランニングによる間接所有

分83.33％含む） 

(2）㈲エヌアンドエスプランニングを100％子会社化 

(3）会社分割による当社請負事業部門を承継するために㈱グッドウィルを当社の100％出資によ

り設立 



平成16年６月 (1）東邦アドライス㈱を100％子会社化 

(2）当社子会社㈱コムスンにより㈱コティを子会社化 

平成16年７月 ヒュー・マネジメント・ジャパン㈱を株式公開買付により子会社化 

平成16年８月 (1）グッドウィル・グループ㈱の持株会社機能を明確にするため人材派遣・請負事業を㈱グッ

ドウィルへ会社分割により継承 

(2) グループ内の事業整理・再編成のため㈱ソアのドライバー派遣事業を㈱グッドウィルに営業

譲渡 

(3) グループ内の事業整理・再編成のため㈱グッドウィル・キャリアの人材派遣事業を㈱グッ

ドウィルに営業譲渡 

平成16年９月 (1) ㈱グッドウィルが共同エンジニアリング㈱、㈲エヌアンドエスプランニングおよび東邦アド

ライズ㈱を吸収合併 

(2) ㈱グッドウィル・キャリアが会社分割、社員カウンセリングプログラム（EAP）事業等を、

新設した㈱グッドウィル・フォーサイトに移管 

平成17年３月 高級介護施設運営会社として㈱バーリントンハウスを当社の100％出資により設立 

平成17年６月 請負業に特化した㈱警備・施工マネジメントを当社子会社㈱グッドウィルの100％出資により設

立 

平成17年12月 ㈱フードスコープおよびその子会社を子会社化 

平成18年６月  ㈱コムスンが㈱バーリントンハウスを吸収合併 

平成18年７月   フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱および㈱日設グループ・コアを子会社化 

平成18年７月  ㈱ユージー・グローイングアップ東京を子会社化 

平成18年７月  当社子会社㈱コムスンにより日本シルバーサービス㈱を子会社化  

平成18年10月 (1) ㈱クリスタル（後、㈱グッドウィル・プレミアに社名変更）およびその子会社を子会社化 

  (2) ㈱バンテクノを子会社化 

  (3) 当社子会社フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱が同㈱グッドウィル・エンジニアリン

グを吸収合併し、同日㈱グッドウィル・エンジニアリングに社名変更 

  (4) 当社子会社㈱フードスコープが同㈱ユージー・グローイングアップ東京を吸収合併 

平成18年11月 ヒュー・マネジメント・ジャパン㈱（後、㈱グッドウィル・ヒュー・マネジメントに社名変更）

を株式交換により完全子会社化 

平成18年12月 当社子会社 Talent Tree Crystal, Inc (後、Talent Tree, Inc に社名変更)

が Alternative Staffing Solutions, Inc 他3社の事業を譲受 

平成19年３月 当社子会社㈱グッドウィルが同㈱グッドウィル・ヒュー・マネジメントを吸収合併 

平成19年４月 当社子会社888 Consulting Group, Inc. が The Systems Group, Inc. の事業を譲受 

平成19年６月 当社子会社 GW Premier America, Inc. により The Holland Group of Tennessee, Inc を子会

社化 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社および当社の関係会社）は当社（グッドウィル・グループ㈱）、連結子会社79社（期末現

在）、非連結子会社108社およびその他の関係会社1社により構成されており、人材派遣および請負、技術者派遣、シ

ニア派遣等の「人材派遣・請負事業」、訪問介護を中心にそのサポーティングを含めた在宅介護サービスや高齢者向

け施設を展開する施設介護サービス等の「介護・医療支援事業」、シニアレジデンスの運営やレストランの経営、食

料品の販売、人材紹介、社員カウンセリングプログラム（EAP)等を行う「その他事業」を営んでおります。 

 当社グループの事業に関わる位置づけおよび事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

 なお、下記の事業区分と「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の

種類別セグメント情報における事業区分は同一であります。 

また、従来「人材関連事業」および「シニアレジデンス・レストラン事業」として表示していた事業は、連結子会

社の増加により当該事業の割合が低下し、重要性が乏しくなったため、当連結会計年度から「その他事業」に含めて

表示しております。 

［人材派遣・請負事業］ 

（主な関係会社〉 ㈱グッドウィル、㈱グッドウィル・エンジニアリング、㈱グッドウィル・プレミア、

㈱ハイライン、㈱ハイテック、㈱シーテック、GW Premier America, Inc.、GW Premi

er Europe B.V. 

［介護・医療支援事業］ 

〈主な関係会社〉 ㈱コムスン、㈱マッサージ師事務代行センター、日本シルバーサービス㈱ 

［その他事業］ 

〈主な関係会社〉 ㈱コムスン、㈱フードスコープ、㈱フレッシュボックス、GWG America, Inc.、 

         Food Scope America, Inc.、Food Scope NY, LLC、Food Scope MIDTOWN, LLC、 

         ㈱グッドウィル・キャリア、㈱グッドウィル・フォーサイト、アドホック㈱、 

                  ㈱コティ         

人材派遣・請負事業 … 「労働力を必要なときに、必要な人数のみ、必要な場所にて確保したい」顧客ニーズ

に対し、「派遣業法」に定める人材派遣サービスおよび請負サービスを提供しており

ます。 

介護・医療支援事業 … 在宅介護サービスを中心とし、施設介護サービス、その他訪問歯科診療サポートサー

ビス、介護用品や機器の販売等、高齢者の生活にかかわるサービスを提供しておりま

す。 

シニアレジデンス事業 … シニアレジデンス事業として、全く新しい概念のシニア向け施設である高級ケア付レ

ジデンス「バーリントンハウス」を展開しております。 

レストラン事業 … 国内および海外に飲食店を展開しております。 

採用支援事業 … 「職業安定法」に定める人材紹介を通じて顧客である企業の人材採用を支援する事業

を行っております。 

社員カウンセリングプ

ログラム（EAP)事業 

… Employment Assistance Program（社員支援プログラム）と呼ばれ、顧客企業の従業

員・登録者のメンタルヘルスを目的としてサポートを主にカウンセリングによって行

っております。 

ペットケア事業 … ペットケアマンションの企画・設計・監理、ペットケアショップの直営展開等を行っ

ております。 

保育事業 … 顧客企業との提携若しくは委託を受けて託児施設の運営・管理等を行う他、子育て中

の全ての方のために保育ルームとベビーシッターサービスを提供しております。 



 事業の系統図は、次のとおりであります。（平成19年６月30日現在） 

  

  

(注) 上記関係会社は全て当社連結子会社であります。  



４【関係会社の状況】 
    

会社の名称 住所 
資本金 

 (百万円)
主要な事業の内容 

関係内容 

 議決権の

所有割合

(％)

当社 
役員の
兼任 

 (名)

資金援助
の有無 

 設備の
賃貸借の
有無 

（連結子会社）               

㈱グッドウィル （注)2、5 東京都港区 10,000 人材派遣・請負 100 １  有 有 

㈱ソア 東京都港区 400 人材派遣・請負 
100

(100)
－ － 有 

㈱警備・施工マネジメント 東京都港区 400 人材派遣・請負 
100

(100)
－ 有 有 

㈱グッドウィル・エンジニアリング（注)2 東京都港区 5,000 人材派遣・請負 
100

(28.5)
１  有 有 

㈱ハイライン （注)2  東京都港区 50 人材派遣・請負 
 100

(100)
１  － － 

㈱ハイテック  東京都港区 70 人材派遣・請負  
 100

(100)
 － － － 

㈱プレミア・スタッフ （注)3 東京都港区 170 人材派遣・請負  
    100

(100)
－ － － 

㈱ティエスティ  東京都港区 10 人材派遣・請負  
100

(100)
－ － － 

㈱技能育成センター   東京都港区 10 人材派遣・請負  
 100

(100)
－ － － 

㈱プレミア・サービス （注)3 東京都港区 70 人材派遣・請負  
  100

(100)
 － － － 

㈱ＣＳＩ  東京都港区 20 人材派遣・請負  
100

(100)
－ － － 

㈱シーテック  （注)2 東京都港区 450 人材派遣・請負  
100

(100)
－ － － 

㈱バンテクノ  東京都港区 10 人材派遣・請負  100 － － － 

㈱プレミア・オペレーション （注)3 東京都港区 30 人材派遣・請負 
100

(100)
－ － － 

㈱シービーエス  東京都港区 30 人材派遣・請負 
 100

(100)
 － － － 

㈱ＣＩＴ  東京都港区 10 人材派遣・請負 
100

(100)
－ － － 

㈱サンヨーナイスコーポレーション  東京都港区 55 人材派遣・請負 
 100

(100)
－ － － 

㈱ＣＡＳ  東京都港区 10 人材派遣・請負 
 100

(100)
－ － － 

㈱c style 東京都港区 90 人材派遣・請負 
 100

(100)
－ － － 

㈱プレミア・メディカルケア （注)3 東京都港区 98 人材派遣・請負  
100

(100)
－ － － 

㈱日構シーエスエス  東京都港区 30 人材派遣・請負 
100

(100)
 － －  － 

㈱グッドウィル・プレミア （注)2、3  東京都港区 38 人材派遣・請負   
67.0

(9.6)
 ２ 有  有 

 



 (注) １ 議決権の所有割合欄の（ ）内は所有割合のうち間接保有によるものを記載しております。 

２ ㈱グッドウィル、㈱グッドウィル・エンジニアリング、㈱グッドウィル・プレミア、㈱シーテック、㈱ハ

イライン、㈱コムスンは特定子会社であります。 

会社の名称 住所 
資本金 

 (百万円) 
主要な事業の内容 

関係内容 

 議決権の

所有割合

(％)

当社 
役員の
兼任 

 (名)

資金援助
の有無 

 設備の
賃貸借の
有無 

GW Premier America, Inc. （注)3 
米国マサチュ

ーセッツ州 

 米ドル

3
人材派遣・請負 

 100

(100)
－ － － 

GW Premier Europe B.V. （注)3 

蘭国(オラン

ダ)アムステル

ダム市内 

 ユーロ

19,000 
人材派遣・請負 

 100

(100)
－ － － 

Advantage Human Resourcing, Inc. （注)3 
米国コネチカ

ット州 

 米ドル 

1
人材派遣・請負  

  100

(100)
－ － － 

WillStaff, Inc. （注)3 
米国ルイジア

ナ州 

米ドル 

4
人材派遣・請負  

 100

(100)
－ － － 

Talent Tree, Inc. （注)3 
米国テキサス

州 

 米ドル 

4
人材派遣・請負 

 100

(100)
－ － － 

Technical Aid Corporation  （注)3 
米国マサチュ

ーセッツ州 

 米ドル 

0 
人材派遣・請負 

  100

(100)
－ － － 

Technical Aid Corporation UK Limited （注)3 
英国ハンプシ

ャー州 

ポンド 

11,172,885
人材派遣・請負 

 100

(100)
－ － － 

GW Professional UK Limited  （注)3 
英国ロンドン

市内 

ポンド 

123,304
人材派遣・請負 

  100

(100)
－ －  －  

㈱コムスン （注)2、5、6 東京都港区 
百万円

14,148 
介護・医療支援事業 100  1 有 有 

㈱マッサージ師事務代行センター 東京都港区 450 介護・医療支援事業 
100

(100)
－ －  －  

㈱コムスン関東  東京都目黒区  10 介護・医療支援事業 
100

(100)
－ －  －  

日本シルバーサービス㈱ （注)7 東京都目黒区 80 介護・医療支援事業 
93.8

(93.8)
 １ 有 － 

㈱クリスタル介護センター （注)8 東京都中野区  10 介護・医療支援事業 
100

(100)
－ －  －  

㈱クリスタル介護施設センター  滋賀県彦根市  10 介護・医療支援事業 
100

(100)
－ －  －  

㈱フードスコープ  東京都渋谷区 495 レストラン事業 90.6 － 有 － 

㈱フレッシュボックス 東京都港区 200 レストラン事業 
100

(20.0)
－ 有 － 

GWG America,Inc. （注)9 
米国デラウエ

ア州  

 米ドル

3 
中間持株会社  

100

(7.2)
－ 有  －  

Food Scope America,Inc. 
米国ニューヨ

ーク州 

米ドル 

13,797,161
中間持株会社 

100

(100)
－ － － 

Food Scope NY,LLC 
米国ニューヨ

ーク州 

米ドル 

596,840
レストラン事業 

100

(100)
 － －  －  

Food Scope MIDTOWN,LLC 
米国ニューヨ

ーク州 

米ドル 

4,211,520
レストラン事業 

100

(100)
－ －  －  

㈱グッドウィル・キャリア 東京都港区 
 百万円

300 
人材紹介 95.6 －  － 有 

㈱グッドウィル・フォーサイト 東京都港区 200 
社員カウンセリング

プログラム（EAP） 
84.0 －  － 有 

アドホック㈱ 東京都港区 450 ペットケア 
100

(100)
－ － － 

㈱コティ 東京都港区 450 保育所の運営 
99.4

(99.4)
－ － － 

 他33社 

（その他関係会社）               

㈲折口総研 東京都大田区 3 
コンサルタント、 

企画・調査 

被所有 

29.1
1 － － 



３ 以下の会社は平成19年５月１日付けで商号変更しております。変更前の商号は下記の通りであります。 

４ ㈱クリスタル整備サービス、㈱クリスタル観光バス(本社東京)、㈱クリスタル観光バス(本社大阪)他2社に

つきましては、平成19年４月６日付けで大阪バス㈱へ全株式を譲渡しております。   

５  ㈱グッドウィルおよび㈱コムスンについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上

高に占める割合が10％を超えております。 

６  ㈱コムスンは債務超過会社であり、債務超過額は5,159百万円であります。 

７  日本シルバーサービス㈱は債務超過会社であり、債務超過額は3,003百万円であります。 

８  ㈱クリスタル介護センターは債務超過会社であり、債務超過額は1,535百万円であります。 

９  GWG America, Inc.は債務超過会社であり、債務超過額は1,324百万円であります。 

旧商号 新商号 

㈱クリスタル  ㈱グッドウィル・プレミア  

㈱クリスタルサービス  ㈱プレミア・サービス  

㈱クリスタルスタッフ  ㈱プレミア・スタッフ  

㈱クリスタルオペレーション  ㈱プレミア・オペレーション  

㈱クリスタルメディカルケア  ㈱プレミア・メディカルケア  

㈱クリスタルエステート  ㈱プレミア・エステート  

American Crystal Holdings, Inc.  GW Premier America, Inc.  

Advantage Crystal, Inc.  Advantage Human Resourcing, Inc.  

Technical Aid Crystal, Inc.  Technical Aid Corporation  

Talent Tree Crystal, Inc.  Talent Tree, Inc.  

WillStaff Crystal, Inc.  WillStaff, Inc.  

Crystal International Europe B.V.  GW Premier Europe B.V.  

Crystal UK Limited  GW Professional UK Limited  

Technical Aid Crystal UK Limited  Technical Aid Corporation UK Limited  

  

主要の損益情報等  

 売上高 
（百万円） 

経常利益 
（百万円）  

 当期純利益 
（百万円） 

純資産額 
（百万円） 

総資産額 
（百万円）  

㈱グッドウィル 138,487 8,930 3,402 19,845 35,688 

㈱コムスン 68,156 △4,135 △11,282 △5,159 61,563 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の〔 〕内は、臨時従業員の当連結会計年度中の平均雇用人員であり外数で記載しております。

    ３ 決算期が３月31日の子会社については、平成19年３月31日現在の状況を記載しております。 

４ 従業員が前連結会計年度末に比べ38,351名増加しておりますが、これは主として当連結会計年度における連

結子会社の増加によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員は就業人員であり、臨時従業員は当事業年度の平均雇用人員を外数で〔 〕内に記載しております。

２ 従業員が前期に比べ51名増加しておりますが、これは主としてグッドウィルグループの拡大に伴う管理部門

強化のための新規採用およびグループ内での転籍によるものであります。 

３ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 連結子会社のうち㈱グッドウィル、㈱グッドウィル・プレミア、㈱ハイライン、㈱シーテック、㈱コムスン他23

社には労働組合が各社ごとに結成されております。 

  上記各労働組合の状況につきましては、特に記載する事項はありません。 

 また、上記の労働組合とは別に、派遣従業員を組合員とする労働組合「北地域労働組合はらから」、「派遣ユニ

オン・グッドウィル支部」が㈱グッドウィルに結成されており、一部の労働組合員より㈱グッドウィルに対する

「不当労働行為救済」及び「データ装備費の支払」に関する申し立てがあり、現在係争中であります。  

  平成19年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

人材派遣・請負事業  38,004  〔 5,555〕 

介護・医療支援事業 10,050  〔 22,877〕 

その他事業 1,028  〔 1,700〕 

全社(共通) 124  〔     10〕 

 合計 49,206  〔 30,142〕 

  平成19年６月30日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

124〔10〕  35.84 1.99 5,028 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当連結会計年度におけるわが国経済は、米国経済の減速や為替動向等が景気に対する不安要因となっているも

のの、企業収益の改善を背景に、民間設備投資が堅調であることと個人消費も改善の兆しが見られることから、

景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。 

 このような状況のもと、当社グループにおけるコアビジネスである人材サービス事業は、平成18年10月にM&A

により子会社化した人材派遣・請負事業の㈱グッドウィル・プレミアおよびその子会社（以下、プレミアグルー

プという。）の平成18年10月から平成19年３月までの６ヶ月間の業績が連結算入されたことが当期連結業績に大

きく寄与いたしております。好景気のもと、人手不足による人材ビジネス市場全般での強い需要が続いており、

「人材派遣・請負事業」は引き続き順調に伸長いたしました。 

 また、介護サービス事業では、平成18年４月の介護保険法改正の影響を受け、特に在宅介護における収益の確

保が非常に困難となっておりました。㈱コムスンおよび当社グループ内の全介護事業および介護関連事業につき

ましては、事業移行を進めております。 

  

 以上の結果、プレミアグループが連結算入されたこと、人材派遣・請負事業が引き続き堅調に推移したこと、

およびこれまで積極的に実施したM&A効果が寄与したことなどにより、当連結会計年度の売上高は前連結会計年

度より3,230億52百万円増加して5,090億１百万円と大幅な増収となりました。 

 一方、利益面では、積極的なM&Aにより増益効果はあったものの、金利・のれん償却の増加や、㈱コムスンの

業績悪化等により、経常利益は67億94百万円と前連結会計年度から微増となりました。しかし、最終損益は介

護・医療支援事業等において減損処理を行ったこと等の理由により、407億８百万円の当期純損失(前連結会計年

度は34億29百万円の当期純利益)となりました。 

 

 事業のセグメント別の状況は次のとおりであります。なお、従来「人材関連事業」および「シニアレジデン

ス・レストラン事業」として表示していた事業は、連結子会社の増加により当該事業の割合が低下し、重要性が

乏しくなったため、当連結会計年度から「その他事業」に含めて表示しております。 

 （人材派遣・請負事業） 

 人材派遣・請負事業においては、プレミアグループが連結算入されたことが、当事業セグメントに大きく寄与

いたしております。好景気のもと、企業の人材ニーズが高まる一方で、コスト削減による経営効率化を推進する

ため、人材派遣の需要は大きく高まっております。 

 プレミアグループは、製造派遣、技術者派遣、一般事務派遣等を国内外において幅広く事業展開しており、当

事業セグメントにおける規模拡大とともに当社グループとの事業シナジーを強く生み始めております。製造派

遣・請負や技術者派遣などの主に長期派遣に強みを持つプレミアグループと、ITシステムを活用した短期派遣に

強みを持つ㈱グッドウィルが、当事業分野において企業グループ間の競争とともに共生することで、スケールメ

リットを創造いたしております。その結果、当社グループは企業サイドの様々な人材ニーズを幅広い事業ライン

で対応することが可能となり、総合人材サービス会社として対応しております。 

 当社グループにおいて成長が顕著な技術者派遣事業部門において、プレミアグループの技術者派遣事業部門と

㈱グッドウィル・エンジニアリングの具体的な事業シナジーも生まれ始めております。機械、電気・電子、情報

処理、制御などの各種分野で高いスキルを持つエンジニアを圧倒的に数多く確保することで、当事業分野の最大

手となっております。エンジニアの逼迫という市場環境から今後の成長も大いに見込まれます。 

 ㈱グッドウィルにおいては、登録スタッフ数の増加による人材供給量の拡大と支店拡大によるネットワーク力

の整備により、着実な成長を続けております。また、一般事務派遣の新しいレーベル「Goodwill.BIZ」を立ち上

げており、こちらも急速に成長いたしております。  

 これらの結果、当連結会計年度における人材派遣・請負事業の業績は、売上高が前連結会計年度より2,957億

26百万円増加して4,103億29百万円、営業利益が前連結会計年度より83億20百万円増加して165億３百万円となり

ました。 

 

 （介護・医療支援事業） 

 介護・医療支援事業については、平成19年６月６日、厚生労働省より当社子会社㈱コムスンに対し、平成23年

12月７日までの期間、介護保険法に規定する指定・許可・更新を許可しないとの指導を受けたことにより、利用

者の円滑な移行を図るため、平成19年６月13日開催の取締役会において、㈱コムスンその他当社グループ介護事

業・医療支援会社をグループ外の事業主体に対して早期に譲渡することを決議し、他事業者への引継ぎ終了をも

って、関連会社を含め、全ての介護サービス事業から撤退することといたしました。㈱コムスンおよび当社グル



ープ内全介護事業および介護関連事業につきましては、事業移行を進めております。現在サービスをご利用いた

だいているお客様にご不便やご迷惑をお掛けしないよう、また従業員の雇用継続に支障をきたさないよう十分に

留意し、また慎重に移行を進めてまいります。 

 これらの結果、当連結会計年度における介護・医療支援事業の業績は、売上高が前連結会計年度より207億49

百万円増加して844億33百万円、営業損失は48億44百万円（前連結会計年度は９億48百万円の営業利益）となり

ました。 

  

 （その他事業） 

 レストラン事業においては、現在国内42店舗、海外２店舗を展開しております。今後は、レストラン事業本体

の成長を図るべく計画を進めております。なお、これまで行っておりました㈱コムスンの各介護施設における給

食部門の運営につきましては、㈱コムスンが事業移行することとなりましたので、今後、移行先事業者と協議の

上、継続するか否か決定いたします。 

 その他の事業においては、総合人材サービスの事業ラインとして幅広いニーズに応え、付加価値を加えるため

の事業として継続して事業基盤の整備を進めております。 

 これらの結果、当連結会計年度におけるその他事業の業績は、売上高が前連結会計年度より65億77百万円増加

して142億38百万円、営業損失が前連結会計年度より８億35百万円増加して24億59百万円となりました。   

  

 所在地別セグメントの状況は次のとおりであります。 

 （日本） 

 国内事業は当連結会計年度において、売上高が4,214億91百万円、営業利益が93億96百万円となりました。 

  

 （北米） 

 北米事業は㈱グッドウィル・プレミアの取得により重要性が増した為、当連結会計年度より所在地別の記載を

しております。 

 当連結会計年度においては、売上高が636億57百万円、営業損失が25百万円となりました。 

  

 （欧州） 

 欧州事業は㈱グッドウィル・プレミアの取得により重要性が増した為、当連結会計年度より所在地別の記載を

しております。 

 当連結会計年度においては、売上高が238億51百万円、営業利益が29百万円となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下資金という)は、579億1百万円となり、前連結会計年度と比

べ、415億85百万円増加いたしました。 

 営業活動の結果減少した資金は93億80百万円となりました。 

 投資活動の結果減少した資金は455億12百万円となりました。 

 財務活動の結果増加した資金は963億82百万円となりました。 

 なお、財務状態の分析につきましては、「７.財政状態及び経営成績の分析」をご参照下さい。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 提供するサービスの性格上、生産能力を測定することは極めて困難でありますので、生産能力の記載は行ってお

りません。 

(2）受注状況 

 当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 受注対象となる事業について記載しております。 

(3）販売実績 

 （注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 事業区分は従来「人材派遣・請負事業」、「人材関連事業」、「介護・医療支援事業」、「シニアレジデン

ス・レストラン事業」及び「その他事業」の５区分としておりましたが、当連結会計年度から「人材派遣・

請負事業」、「介護・医療支援事業」及び「その他事業」の３区分に変更いたしました。なお、前年同期比

は、前連結会計年度の販売高を当連結会計年度の事業区分により集計した金額に基づき算定しております。

３【対処すべき課題】 

 当社グループは「拡大発展・社会貢献・自己実現」の経営理念のもと、需要拡大に伴い特に「拡大発展」の理念に

より、事業推進を行ってまいりましたが、㈱コムスンにおいて不正行為による厚生労働省の措置を受けたことによ

り、お客様をはじめとする関係各位に多大なるご心配とご迷惑をお掛けいたしました。 

 当社グループは今後お客様から再び信頼していただける企業を目指し、新生グッドウィルグループとして出発する

ために、全社員一丸となってコンプライアンス、ガバナンス体制を整備・強化してまいります。 

 その一環として、当社グループは、法令を遵守し、高い倫理観のもと社会的責任を果たすため、グッドウィルグル

ープ企業倫理規範として、平成19年７月より「コンプライアンス宣言」を制定しております。 

 その内容は以下のとおりであります。 

 『私たちグッドウィルグループは、法令を遵守し、高い倫理観のもとに企業の社会的責任を果たします。 

 私たちグッドウィルグループは、「人と雇用に関する問題、社会の構造改革・効率化」という社会貢献性の高い事

業を展開しています。マーケットのリーダーとして、よき企業市民として、株主様・お客様・ビジネスパートナー・

従業員など、すべてのステークホルダーの権利・利益が現実に守られるために、法令の遵守と情報の開示を通じて、

経営の透明性を確保することが企業価値の最大化に繋がるものと考えます。 

 私たちは社会的責任を果たすためにコーポレート・ガバナンスを重視し、コンプライアンスを徹底した経営を行う

ことをここに誓います。 

 その一環として、グループ全社の役職員が一丸となって早期の問題解決を図る仕組みを強化しました。 

 また、ISOやプライバシーマークなどの各種認証の取得を引き続き推進するとともに、グループコンプライアンス

推進会議などの会議体の定例開催などにより、コーポレート・ガバナンスと法令遵守に邁進しています。 

 私たちはこのような継続的な取り組みにより、全従業員が当事者意識を持ち「自分事」として、高い倫理観と強い

責任感で社会貢献できる魅力ある企業をめざします。』        

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

人材派遣・請負事業 294,776 264.2 13,637 990.5 

その他事業 237 83.0 61 72.1 

合計 295,013 263.8 13,699 936.5 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

人材派遣・請負事業 410,329 258.0 

介護・医療支援事業 84,433 32.6 

その他事業 14,238 85.9 

合計 509,001 173.7 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

１．今後のグループ事業展開方針について 

  現在当社グループは、人材派遣・請負事業、介護・医療支援事業、その他事業を行っておりますが、現在まで

に、グループ企業の新規設立、企業買収、グループ企業同士あるいはグループ企業とグループ外企業との合併、グ

ループ企業の社名や事業目的の変更、売却等を適宜行ってきました。 

 当社グループは、総合人材サービスのリーディングカンパニーを目指しております。従って、「人材」を中心と

したサービスに関するあらゆるニーズに応えていく企業グループを目指して事業展開をしてまいります。平成16年

８月に、より機動的な経営を行うためにホールディングカンパニー制へと移行しております。グループの中心とし

て経営・管理に特化しているのが当社グッドウィル・グループ㈱であります。具体的には平成16年８月の会社分割

に伴い、当社の人材派遣・請負事業部門を㈱グッドウィルが承継し、当社は純粋持株会社となっております。ま

た、平成18年10月31日より、㈱グッドウィル・プレミア（グッドウィルグループとしての一体感の醸成を図り、グ

ループ各社間の連帯意識をさらに高める事を目的として、平成19年５月１日をもって㈱クリスタルから社名を変更

しております。）のM&Aを行い、プレミアグループ（同じく平成19年５月１日付で各社の社名を変更しておりま

す。）を連結対象としたことにより、「人材サービス」を中心とした事業構成比が拡大しております。今後、あら

ゆる人材ニーズに応えていく企業グループを目指して事業展開をしてまいります。経営方針といたしましては、原

則的には各社の独自性を生かし、各社経営陣により最大の成果をあげていくことを追求しております。 

 企業グループとして、人材派遣・請負（アウトソーシング）事業、介護・医療支援事業、その他事業のそれぞれ

において、業界でトップシェアを確立することを第一義と捉え、各社のシナジーとともに経営資源を集中してまい

りました。しかしながら、介護・医療支援事業については、平成19年６月６日、厚生労働省より当社子会社㈱コム

スンに対し、平成23年12月７日までの期間、介護保険法に規定する指定・許可・更新を許可しないとの指導を受け

たことにより、利用者の円滑な移行を図るため、平成19年６月13日開催の取締役会において、㈱コムスンその他当

社グループ介護事業・医療支援会社（以下、「㈱コムスン等」）をグループ外の事業主体に対して早期に譲渡する

ことを決議し、他事業者への引継ぎ終了をもって、関連会社を含め、全ての介護サービス事業から撤退することと

いたしました。今後は、人材派遣・請負（アウトソーシング）事業を経営の中心とすることで、当社グループの企

業価値を高めていくとともに、法令遵守体制をより強化することによって信頼を回復していきたいと考えておりま

す。 

  また、当社グループの成長を加速させるため、当社および当社子会社は、東京地区にてレストラン事業を９店

舗展開している㈱ユージー・グローイングアップ東京および技術者派遣事業のフジオーネ・テクノ・ソリューショ

ンズ㈱の株式を取得し、当社の子会社といたしました。平成16年７月に当社が子会社化したヒュー・マネジメン

ト・ジャパン㈱（後に㈱グッドウィル・ヒュー・マネジメントへ社名変更）を、株式交換により平成18年11月１日

を効力発生日として100％子会社化いたしました。さらに、当社グループ事業の拡大の中で、グループ経営資源の

集中とグループ経営体質の強化を図り、人材派遣事業におけるさらなる拡大成長とシェアアップを目的として、平

成19年３月１日をもって、㈱グッドウィルと㈱グッドウィル・ヒュー・マネジメントとの両社を合併しておりま

す。 

２．当社グループの事業に関するリスクについて 

(1）各セグメントに共通のリスクについて 

① 顧客企業およびスタッフ等のデータベース管理について 

 当社グループは原則としてスタッフの効率配置や顧客管理等を目的として、スタッフおよび顧客情報をデー

タベース化しております。子会社である㈱グッドウィルにおいては基幹業務システム「ＣＯＮＧＡ」、同じく

子会社である㈱コムスンにおいては「ハイパーコミカス」、また他のグループ会社においても同様の基幹業務

システムを有しております。当社グループの業務効率は、各々の基幹業務システムに大きく依存していること

から、当社グループは稼動しているサーバーの故障などに備えるため同一の機能を有するサーバーを２台配備

するとともにデータバックアップを定期的に保持する体制を整備しております。また、地震などの災害により

サーバーが同時に停止するなどを想定してバックアップ機能を地方都市に置くなど万全の保全体制をしいてお

ります。 

② 顧客情報およびスタッフの個人情報の取り扱いについて 

 当社グループでは、顧客等のニーズに係わる情報および登録スタッフ等の個人情報を大量に保有しておりま

す。当該情報に関しては、その取り扱いに細心の注意を払っておりますが、外部からの不正アクセスや社内管

理の不手際などにより情報の外部流出が発生した場合、当社グループへの損害賠償請求や社会的信用の失墜等

によって、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があり、厳重な管理体制とともに全社員に情報機密の



意識を徹底しております。 

 また、当社グループは㈱グッドウィル等においてプライバシーマークの認証を受けるなど個人情報保護法等

の関連諸法令を遵守して個人情報を取り扱っておりますが、法令の解釈・適用の状況によっては、新たな対応

策が必要となることも予想されます。 

③ 内部管理体制について 

 当社グループは、現時点における法令を遵守して業務を行っておりますが、法令に関する知識の充実に努

め、より内部管理体制を強化していく必要となることも予想されます。 

(2）人材派遣・請負事業に係るリスクについて 

① 登録スタッフ等に係る社会保険等の適用について 

 当社子会社である㈱グッドウィルは原則としてスタッフを短期間で雇用するため、社会保険適用除外者とし

て費用を負担しておりません。これは２ヶ月までの契約期間の労働者、通常の労働者の４分の３以下の労働時

間の労働者など（以下、「適用除外基準」）は、健康保険法の適用から除外されていることによります。厚生

年金法も、健康保険法とほぼ同様な規定となっております。しかしながら、㈱グッドウィル等については、

「適用除外基準」に該当する登録スタッフ等であっても一定の勤務実績を残した登録スタッフ等に対して、加

入義務はないものの加入推奨を行っております。 

 また今後、年金制度が変更され、厚生年金適用基準の拡大が実施された場合は、当社グループが負担する保

険料および就労状況管理への影響や、短時間労働への就労希望者や就労時間の影響等には機動的に対応してい

く予定です。 

② 請負事業者の責任について 

 当社グループが行う事業の一部は、軽作業と呼ばれる業務を中心とした業務請負業であり、請負事業者とし

て当社グループは、請負作業の完了ないし仕事の完成に関して顧客企業に対して責任を負うとともに、請負作

業遂行にあたって発生する労働災害、器物破損などの損害についても責任を負っております。当社グループで

は、「労働派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準」（昭和61年厚生労働省告示第37号）そ

の他の関係法令の規定に従い、当社グループが請負により行われる事業であると判断した業務においてのみ、

請負作業を受注しております。 

 受注した業務において、万一欠員が生じ、仕事の完成に支障をきたすと当社グループで判断した場合には待

機しているスタッフを現場に向かわせ、責任をもって業務を完了します。業務完了後、顧客企業に対しては代

金の請求・回収、スタッフに対しては対価の支払を行います。 

 当社グループは役務の提供に先立ち、顧客企業との間で請負業務の範囲および内容について確認しておりま

すが、業務完了に関する顧客企業との相互確認により、理解の相違発生を回避するようにしております。 

③ 人材派遣事業に関する規制等について 

 当社グループは、労働者派遣事業の適正な運営の確保および派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律

（以下「労働者派遣法」といいます）に基づき、「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関す

る基準」（昭和61年厚生労働省告示第37号）その他の関連法令の規定に従い、当社グループが労働派遣事業で

あると判断した業務について、適正に労働者派遣事業を行っております。 

 当社子会社である㈱グッドウィル、㈱ソア等においては、労働者派遣法に基づく厚生労働大臣の許可を受け

て、スタッフを募集・登録し、顧客企業へ派遣する登録型の「一般労働者派遣事業」を行っております。 

 また、当社子会社である㈱シーテック、㈱グッドウィル・エンジニアリング等においては、労働者派遣法に

基づく届出を行い、正社員を顧客企業へ派遣する「特定労働者派遣事業」を行っております。 

 人材派遣事業における規制は徐々に緩和されつつあり、規制緩和に伴い参入企業の増加が予想されます。 

④ 主要取引先の事業内容について 

 当社子会社である㈱グッドウィルの当該事業におけるサービスは、仕事量の時期・季節的な変動に対応し、

人材供給量もその変動にあわせ、閑散期や繁忙期に柔軟に対応できるだけの労働力を常時提供するという企

業・業界のニーズに対応したものであります。前日に発注すればよいという同社のサービスの迅速性・利便

性、派遣能力の質的・量的充実度が顧客に認められたものと思われ、顧客数は増加しており特に業務量の変化

の多い運送・倉庫業が主要取引業種として拡大しております。 

 人材派遣・請負作業のサービスフィールドも携帯電話等の販売代行、市場調査、一般オフィスにおけるデー

タ入力等の事務作業を加え、多岐に広がり受注も増加傾向にあります。取引先については企業・業種・産業を

細分化しており、特定に依存しないように細分化しております。 

⑤ 登録スタッフの確保について 

 当社子会社である㈱グッドウィルの提供する雇用形態である、「賃金は現金日払い」「スケジュールを拘束

されない」「様々な仕事ができる」等は、働き方の多様化や要望に適合しているものと考えており、登録スタ

ッフ数は増加しております。 

 フリーターや学生、男性だけでなく、近年女性比率も約40％と順調に向上しており、主婦層やシニア層まで

年齢についても広がりをみせております。 

 雇用情勢・労働需要が変化した場合にも、登録スタッフに対する「現金日払い」の付加価値は高く、また企



業サイドでも過去の学習から「固定費を変動費化」する流れは加速しており、相対的に影響は軽微であると考

えております。将来的には、出生率の低下に伴う少子化により若年人口の減少傾向は、当社が顧客の求めるス

タッフをニーズに応じて適切に確保することができなくなる可能性も含んでおりますが、上記に示した男女比

や年齢層の広がり、登録スタッフに対する能動的な働きかけにより稼働率を上昇させ、影響を最小化できると

考えております。 

⑥ ㈱グッドウィル他３社の「データ装備費」に関する特別損失について 

 当社連結子会社㈱グッドウィル等の「データ装備費」について、登録スタッフに負担頂いた「データ装備

費」について、登録スタッフからの請求があった場合には支払うこととし、平成17年５月１日以降の対象期間

において就労された登録スタッフからの支払請求に応じるために、32億円の引当金を計上いたしました。ま

た、本件データ装備費の返還等については、法令順守の観点から関係各位と協議の上、誠意をもって対応して

おります。 

(3）介護・医療支援事業に係るリスクについて 

① 事業展開について 

 当社グループの介護・医療支援事業については、訪問介護サービスおよび施設介護サービスに対する需要の

急速な拡大を見込み、それに対応できるサービス提供能力を確保し、サービスの質を更に向上・担保していく

方針でありましたが、弊社の子会社である㈱コムスンが、介護保険制度に対する信頼を著しく損ねた責任を取

って、当社グループは㈱コムスン等を当社グループ外の事業主体へ譲渡とすることとし、介護・医療支援事業

から撤退することと致しました。 

 今後、㈱コムスン等について譲渡完了まで、責任を持って、介護・医療支援サービスを提供させていただく

こととし、併せて、サービス利用者の意向を最大限尊重し、支障の生じないよう努力していきます。また、事

業の譲渡先については、従事者の雇用の確保を条件に、サービス利用者の利益を最大限に重視し、介護サービ

スについて実績と信頼を有し、㈱コムスン等の全サービスを全地域において継続して提供可能なグループ外の

事業主体とする予定であります。事業譲渡の時期については来年４月以降を目途とし、具体的な事業譲渡先に

ついては、各方面と十分に調整した上で、出来るだけ早い時期に選定を行う方針でおります。 

② 法的規制と許認可について 

 ㈱コムスン等については、上記記載の通り、譲渡を予定しておりますが、譲渡完了までに以下のようなリス

クが考えられます。 

 当社グループの介護・医療支援事業には在宅介護事業、施設介護事業があり、介護保険法による法的規制を

受けております。なお、在宅介護事業における介護タクシー事業は、介護保険法のほか「道路運送法」の法的

規制を受けております。したがって㈱コムスン等は、これら法的規制に基づいて事業を展開する必要があるほ

か、当該規制が変更された場合等には、当社グループの業績も影響を受ける可能性があります。 

③ ケアスタッフの確保について 

 ㈱コムスン等の事業譲渡を円滑に進めるにあたっては、介護サービスを提供するための人材の確保が不可欠

であると考えております。介護・医療支援事業においては、サービス提供人員の資格要件として、介護福祉

士、ホームヘルパー１級課程を終了したもの等、有資格者によるサービスの提供を義務付けられているものが

多く、そのため、有資格者を中心とする人材の獲得や、教育研修制度を通じた人材の育成に取り組む必要があ

ります。しかしながら、介護サービス業界においては、有資格者や優秀な人材に対する需要が高まっており、

その確保が難しくなっております。㈱コムスンでは、教育研修制度などの充実により、円滑な事業譲渡のため

の人材確保を行っていきます。 

④ 介護・医療支援事業に求められる安全性について 

 ㈱コムスン等が提供している介護サービスのうち、在宅介護事業および施設介護事業のサービス対象者は主

に要介護認定を受けた高齢者等であり、サービス提供時には身体に負担を与えることがあるため、その結果対

象者の体調悪化等が生じる可能性があり、サービス提供時の事故につながる危険性が存在します。㈱コムスン

等では教育研修による徹底的なスキルアップ研修、マニュアルの整備等により、その発生防止や緊急時対応に

ついて取り組んでおります。 

 (4）シニアレジデンス事業に係るリスクについて（シニアレジデンス事業の預り保証金について） 

  ㈱コムスンの高級ケア付レジデンス「バーリントンハウス」については、㈱コムスンの譲渡に伴い、当社グ

ループはその運営から撤退いたしますが、入居者からの預り保証金について、㈱コムスンは入居契約終了時に

入居契約書に定める方法により算定した預り保証金の返還金を入居者に返還する義務を負っており、当社は預

り保証金の返還について連帯保証を行っております。したがいまして、㈱コムスンの譲渡完了までに地震等の

天災、関係法令の改変、その他やむを得ない事情によって継続的な運営が困難になった場合、当社グループの

財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 



 (5）レストラン事業に係るリスクについて（レストラン事業の法的規制） 

 当社グループのレストラン事業については食品衛生法により規制を受けております。当社グループが飲食店

を営業するためには、食品衛生管理者を置き、厚生労働省の定めるところにより都道府県知事の許可を受けな

ければなりません。なお、食中毒を起こした場合、食品等の廃棄処分、営業許可の取り消し、営業の禁止、一

定期間の営業停止等を命じられ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 (6）その他事業に係るリスクについて 

 当社グループは「職業安定法」に定める人材紹介事業を行っております。 

当社子会社である㈱グッドウィル・キャリアにおいて人材紹介事業を展開しております。人材紹介事業におけ

る規制は徐々に緩和されつつあり、規制緩和に伴い参入企業の増加が予想されます。 

 (7）財務制限条項に係るリスクについて 

 当社は、当事業年度末現在、総額21,991百万円の借入金が財務制限条項に抵触しております。但し、平成19

年7月10日の新株予約権の行使及び今後の介護事業の売却などに伴い、手元資金の増加を見込んでおり、手元

資金にて返済原資を確保できる見通しとなっております。 

 又、一部の在外子会社の借入金(コミットメントライン契約)についても平成19年3月31日現在、一部の財務

制限条項に抵触しておりましたが、平成19年6月8日に新規条項に改定したことにより、現在は抵触しておりま

せん。 

 なお、この条項に違反したときは、期限の利益喪失対象となる場合があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

(1) フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱と㈱グッドウィル・エンジニアリングの合併 

 当社子会社である、フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱と㈱グッドウィル・エンジニアリングは、平成18

年10月１日に合併いたしました。 

 なお、詳細については、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項 企業結合等

関係」に記載のとおりであります。 

  

(2) Alternative Staffing Solutions, Inc. 他３社からの事業譲受 

 当社子会社である、Talent Tree Crystal, Inc. は、平成18年12月18日に、

Alternative Staffing Solutions, Inc. 他３社から事業を譲受いたしました。 

 なお、詳細については、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項 企業結合等

関係」に記載のとおりであります。 

  

(3)ヒュー・マネジメント・ジャパン㈱の株式交換による完全子会社化 

 当社子会社である、ヒュー・マネジメント・ジャパン㈱を、平成18年11月１日に株式交換により完全子会社化い

たしました。 

 なお、詳細については、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項 企業結合等

関係」に記載のとおりであります。 

  

(4)㈱グッドウィルと㈱グッドウィル・ヒュー・マネジメントの合併 

 当社子会社である、㈱グッドウィルと㈱グッドウィル・ヒュー・マネジメントは、平成19年３月１日に合併いた

しました。 

 なお、詳細については、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項 企業結合等

関係」に記載のとおりであります。 

  

(5) 当社は平成19年６月25日開催の取締役会において、Deutsche Bank AG, London Branchを割当先とする新株予約

権を発行すること、および証券取引法による届出の効力発生後に、Deutsche Bank AG, London Branchとの間で新

株予約権買取契約を締結することを決議いたしました。 

 なお、詳細については、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 追加情報」に記載のと

おりであります。 

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

 当連結会計年度末の総資産は前連結会計年度末比2,270億96百万円増加して3,666億38百万円となりました。この

うち流動資産の増加が1,515億36百万円、固定資産の増加が755億60百万円となっております。負債および純資産項

目については、流動負債の増加が2,427億45百万円、固定負債の減少が8億73百万円となっており、また純資産合計

は前連結会計年度末に比べて147億75百万円減少しています。それぞれの内容については以下のとおりでありま

す。 

① 流動資産 

 流動資産は1,515億36百万円増加して2,013億11百万円となりました（前年同期末比404.4％）。これは主に㈱

グッドウィル・プレミアなどの買収による連結対象会社の増加により、現預金が432億85百万円増加したこと、

売掛金が707億57百万円増加したことによるものであります。 

② 固定資産 

 固定資産は755億60百万円増加して1,653億27百万円となりました（前年同期末比184.2％）。これは主に㈱グ

ッドウィル・プレミア等の買収に伴い、のれんが312億68百万円増加したこと、バーリントンハウス吉祥寺の建

設等により建物及び構築物が176億48百万円増加したことなどによるものであります。 

③ 流動負債 

 流動負債は2,427億45百万円増加して、2,855億24百万円となりました（前年同期末比667.4％）。これは短期

借入金が1,525億97百万円、未払費用が421億98百万円、未払金が86億74百万円、賞与引当金が76億83百万円増加

となっており、主に㈱グッドウィル・プレミア等の買収によるものと、データ装備費返還のため32億65百万円引

当金を計上したことによるものであります。 

④ 固定負債 

 固定負債は8億73百万円減少して451億56百万円となりました（前年同期末比98.1％）。これは主に長期借入金

が158億15百万円減少したものの、㈱グッドウィル・プレミアの買収等により退職給付引当金が45億11百万円増

加したこと、リース資産減損勘定が29億94百万円増加したことなどによるものであります。 

⑤ 純資産 

 純資産合計は147億75百万円減少して359億57百万円となりました（前年同期末比70.9％）。これは主に当期純

損失407億8百万円を計上したこと、少数株主持分が250億55百万円増加したことによるものであります。 

(2）経営成績の分析 

① 売上高 

 売上高は3,230億円52百万円の増加して5,090億1百万円となりました（前年同期比173.7％増）。これは主に、

㈱グッドウィル・プレミアの取得による増加2,472億31百万円および人材派遣・請負事業の拡大成長によるもの

であります。 

 ② 営業利益 

 営業利益は99億45百万円と前連結会計年度に比べて20億50百万円の増加となりました。これは主に㈱グッドウ

ィル・プレミアの取得による増加88億30百万円及び㈱コムスンの営業利益の減少67億79百万円によるものであり

ます。  

 ③ 経常利益 

 経常利益は67億94百万円と前連結会計年度に比べて89百万円の増加となりました。これは主に営業利益の増加

要因のほか、支払利息の増加19億91百万円によるものであります。 

④ 当期純損失 

 当期純損失は407億8百万円となりました（前年同期は34億29百万円の当期純利益）。これは主に、㈱コムスン

を始めとする介護・医療支援事業の撤退に係る損失を計上したことおよびデータ装備費の支払に備え支払見込額

を計上したこと等によるものであります。 



(3）キャッシュ・フローの分析 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下資金という）は、579億1百万円となり、前年同期と比べ、

415億85百万円増加いたしました。このうち営業活動により減少した資金は93億80百万円、投資活動により減少し

た資金は455億12百万円、財務活動により増加した資金は963億82百万円となっております。各キャッシュ・フロー

の内容は以下の通りであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動の結果減少した資金は、93億80百万円（前年同期は71億38百万円の資金の増加）となりました。税金

等調整前当期純損失を332億56百万円（前年同期は税金等調整前当期純利益が66億30百万円）、減価償却費を54

億6百万円（前年同期は21億46百万円）、減損損失を312億13百万円（前年同期は84百万円）、のれんの償却を29

億54百万円（前年同期は18億38百万円）それぞれ計上したこと、また、法人税等の支払額が161億40百万円（前

年同期は41億30百万円）発生したことによるものであります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動の結果減少した資金は、455億12百万円（前年同期は135億26百万円の資金の減少）となりました。こ

れは主に㈱グッドウィル・プレミアやフジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱（現・㈱グッドウィル・エンジ

ニアリング）等の買収に関して343億14百万円の支出が発生したことと、介護施設建設等により有形固定資産の

支出が153億52百万円発生したことによるものであります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動の結果増加した資金は、963億82百万円（前年同期は11億24百万円の資金の減少）となりました。こ

れは主に㈱グッドウィル・プレミア買収資金として871億円、その他会社の買収資金および運転資金として短期

借入金純増額が1,090億18百万円、長期借入金が191億41百万円増加し、長期借入金の返済を272億73百万円行っ

たことによるものであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度における設備投資の総額は159億12百万円であり、主要なものは当社の事務所や、㈱コムスンが運

営するシニアレジデンスの建設等であります。 

 当連結会計年度において、経常的な設備の除却を除き、重要な設備の除却はありません。重要な設備の売却は次の

とおりであります。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

   （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は、機械装置、車両運搬具および建設仮勘定の合計であります。なお、金額は消

費税等を含んでおりません。 

     ２ 上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 重要な設備の新設等の計画はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

１ 介護事業からの撤退により、設備の移行計画に従って譲渡・売却の予定であります。譲渡予定の設備は売却

あるいは除却し、譲渡予定以外の設備は除却を予定しております。 

２ 資産の見直しに伴い、航空機の売却を予定しております。 

会社名 
事業の種類別 

セグメントの名称 
設備の内容 

帳簿価額 

(百万円) 
売却時期 

当社   全社(共通) 土地  
4,052 

 (2,553㎡) 
平成18年11月  

  平成19年６月30日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 

（人） 
建物及び 
構築物 

航空機 
器具及
び備品 

土地 
（面積㎡）

その他 合計 

本社 

（東京都港区） 
全社（共通） 

事務所及び 

賃貸用 
1,301 2,949 422

271 

(12,865)
33 4,978 124 

有料老人ホーム 

(東京都世田谷区他) 

介護・ 

医療支援 
 賃貸用 3,466  － 36

8,956 

 (13,391)
 － 12,459  － 

高級ケア付レジデンス 

(東京都世田谷区他) 
その他  賃貸用 14,373 － 240

10,622 

 (18,793)
705 25,942  － 

  平成19年６月30日現在

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数
（人） 建物及び

構築物 
器具及び
備品 

土地 

 （面積㎡） 
その他 合計 

㈱プレミア・エス

テート 

本社及び支店 

（京都府京都市他） 

人材派遣・

請負 

事務所及び 

賃貸用 
1,121 3 

2,322 

 (9,924)
－ 3,447  －

介護施設 

（滋賀県彦根市） 

介護・医療

支援 
介護施設 475 －

173 

 (3,384)
－ 649  －

㈱ハイライン 

受託生産工場 

（山梨県中巨摩郡

他） 

人材派遣・

請負 
工場 222 3 － 168 393 319 

 (1）提出会社  

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメ
ントの名称 

設備の内容 
従業員数
（人） 

土地面積（㎡） 
年間リース料 
（百万円） 

 本社 

（東京都港区） 
 全社（共通） 

事務所及び 

賃貸用 
124 7,297 942 

 東京ミッドタウン 

（東京都港区） 
 全社（共通） 賃貸用 － 16,513 1,955 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 6,144,061 

計 6,144,061 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（平成19年６月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年９月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 2,122,118 2,522,118 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
― 

計 2,122,118 2,522,118 ― ― 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 平成14年９月26日開催の定時株主総会において商法第289条第２項の規定に基づき、法定準備金減少の決議

を行っております。 

２ 株式分割（無償交付、１株を３株に分割）による増加であります。 

３ 株式交換により㈱コムスンを完全子会社化したことによる増加であります。 

４ 自己株式の消却による減少であります。 

５ 新株予約権の行使による増加であります。 

６ 株式分割（無償交付、１株を３株に分割）による増加であります。 

７ 会社法第448条第1項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものでありま

す。 

８ 新株予約権の行使による増加であります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増減
額（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成14年11月１日

（注）１ 
― 184,768 ― 13,674 △12,926 3,418 

平成16年１月20日

（注）２ 
369,536 554,304 ― 13,674 ― 3,418 

平成16年２月24日

（注）３ 
81,739 636,043 444 14,118 158 3,577 

平成17年12月12日

（注）４ 
△16,618 619,425 ― 14,118 ― 3,577 

平成18年２月16日 

（注）５ 
121,829 741,254 12,349 26,468 12,349 15,927 

平成18年３月１日 

（注）６  
1,482,509 2,223,764 ― 26,468 ― 15,927 

平成18年３月２日 

（注）５ 
4,439 2,228,203 150 26,618 149 16,077 

平成18年３月31日 

（注）４ 
△56,285 2,171,918 ― 26,618 ― 16,077 

平成18年５月19日 

（注）４ 
△49,800 2,122,118 ― 26,618 ― 16,077 

平成18年10月26日 

（注）７ 
― 2,122,118 ― 26,618 △9,422 6,654 

平成19年７月11日

～平成19年８月20

日（注)８ 

400,000 2,522,118 5,648 32,267 5,648 12,303 

① 株式の割り当て比率 ㈱コムスンの株式825,400株に対して、グッドウィルグループ㈱の株式

81,739株を割り当て交付する（交換比率は１：0.09903で小数点第５位未満

を切り上げて算定している）。 

② 発行価額の総額 602百万円 

③ 資本組入額の総額 444百万円 



(5）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式29,763.88株は、「個人その他」に29,763株及び「端株の状況」の欄に0.88株含めて記載しており

ます。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が765株含まれています。 

(6）【大株主の状況】 

 （注）１.上記のほか、自己株式が29,763.88株あります。 

    ２.上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は62,902株であり

ます。 

  平成19年６月30日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 その他の法人 
外国法人等 

個人その他 計 
個人以外 個人 

株主数（人） － 34 30 254 198 16 36,402 36,934 ― 

所有株式数 

（株） 
－ 142,654 46,437 675,706 654,810 107 602,380 2,122,094 24.27

所有株式数の

割合（％） 
－ 6.72 2.19 31.84 30.86 0.0 28.39 100.00 ― 

  平成19年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

有限会社 折口総研 東京都大田区田園調布３－29－８ 618,207 29.13 

ユービーエス エイジー ロンドン 

アジア エクイテイーズ 

(常任代理人 UBS証券会社) 

 1 FINSBURY AVENUE, LONDON EC2M 2PP 

  (東京都千代田区大手町１－５－１ 大手町フ

ァーストスクエアイーストタワー) 

183,052 8.62 

モルガン・スタンレー・アンド・カン

パニー・インターナショナル・ピーエ

ルシー 

(常任代理人 モルガン・スタンレー

証券株式会社) 

25 CABOT SQUARE. CANARY WHARF. LONDON 

E14 4QA ENGLAND 

 (東京都渋谷区恵比寿４－20－３ 恵比寿ガー

デンプレイスタワー) 

152,314 7.17 

折口 雅博 東京都大田区 96,480 4.54 

バンク オブ ニューヨーク ジーシ

ーエム クライアント アカウンツ 

イー アイエスジー 

(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀

行決済事業部) 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET  STREET LONDON 

EC4A 2BB, UNITED KINGDOM  

(東京都千代田区丸の内２－７－１) 

75,335 3.54 

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社 
東京都港区浜松町２－11－３ 73,908 3.48 

サジャップ 

 (常任代理人 株式会社三菱東京UFJ

銀行決済事業部) 

P.O. BOX 2992 RIYADH 11169  

KINGDOM OF SAUDI ARABIA  

(東京都千代田区丸の内２－７－１) 

39,652 1.86 

バンク オブ ニューヨーク ヨーロ

ッパ リミテッド 131705 

（常任代理人 株式会社みずほコーポ

レート銀行） 

6D Route De Treves L-2633  Senningerberg 

（東京都中央区兜町６－７） 
35,299 1.66 

有限会社 エスフロント 東京都港区白金２－１－38 29,500 1.39 

ゴールドマン・サックス・インターナ

ショナル 

(常任代理人 ゴールドマン・サック

ス証券株式会社)  

133 Fleet Street London EC4A 2BB, U. K  

(東京都港区六本木６-10-１ 六本木ヒルズ森タワ

ー)  

20,959 0.98 

計 ― 1,324,706 62.42 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が765株含まれており、議

決権の数からは除いております 

２ 「端株」欄の普通株式には当社所有の自己株式0.88株が含まれております。  

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

― ― 
普通株式 29,763 

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,092,331 2,091,566 ― 

端株 普通株式 24.27 ― ― 

発行済株式総数   2,122,118 ― ― 

総株主の議決権 ― 2,091,566 ― 

  平成19年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

当社 
東京都港区六本木

６－10－１ 
29,763 ― 29,763 1.4 

計 ― 29,763  ― 29,763 1.4 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  

 会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取締役会決議、旧商法第220条ノ６の規定に基づく端株の買

取請求による普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 (注) 当期間における取得自己株式には、平成19年９月１日から有価証券報告書提出日までの端株の買取請求による株

式数は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 (注) 当期間における取得自己株式には、平成19年９月１日から有価証券報告書提出日までの端株の買取請求による株

式数は含まれておりません。 

 区分  株式数（株）  価額の総額（円） 

 取締役会（平成18年10月５日）での決議状況 

 （取得期間 平成18年10月６日～平成18年10月20日） 
10,000 750,000,000 

 当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

 当事業年度における取得自己株式 10,000 682,601,400 

 残存決議株式の総数及び価額の総額 ― 67,398,600 

 当事業年度の末日現在の未行使割合(％)  ― 9.0 

 当期間における取得自己株式 ― ― 

 提出日現在の未行使割合(％) ― ― 

 区分  株式数（株）  価額の総額（円） 

 当事業年度における取得自己株式 2.52 213,336 

 当期間における取得自己株式 ― ― 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
25,589 2,154,701,311 ― ― 

その他 ― ― ― ― 

保有自己株式数 29,763.88 ― 29,763.88 ― 



３【配当政策】 

 前事業年度までは中間配当および期末配当を実施しておりましたが、当事業年度につきましては、中間配当を見送

らせていただいており、期末配当につきましても見送らせていただきたく存じます。投資家の皆様には、深くお詫び

申し上げますとともに、何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。 

 平成20年6月期（第14期）におきましては、投資家の皆様のご期待にそえる業績の向上及び配当を目指して、全社

をあげてより一層の努力をしてまいる所存でございますので、引き続きご支援とご協力を賜りますようお願い申し上

げます。 

 なお、剰余金の配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は平成16年３月29日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は日本

証券業協会の公表によるものであります。 

２ ◇印は、平成16年１月20日付の株式分割（１株を３株に分割）による権利落後の株価であります。 

３ □印は、平成18年３月１日付の株式分割（１株を３株に分割）による権利落後の株価であります。  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期 

決算年月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 

最高（円） 480,000 
877,000 

◇441,000 
283,000 

327,000 

□115,000 
128,000 

最低（円） 330,000 
448,000 

◇201,000 
176,000 

167,000 

□ 79,300 
42,000 

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 113,000 111,000 102,000 90,000 83,900 81,800 

最低（円） 95,000 84,400 84,000 73,100 73,600 42,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数
（株） 

代表取締役

会長 

最高経営責任者

（CEO） 
折口 雅博 昭和36年６月11日生 

昭和59年４月 日本ユニバック㈱(現日本ユニシス

㈱)入社 

(注）3  96,480 

昭和60年４月 日商岩井㈱ 入社 

平成３年10月 ㈱ジュリアナプロモーション 設立 

代表取締役 

平成５年11月 ㈱ヴェルファーレ 設立 代表取締

役 

平成７年２月 当社 設立 取締役会長 

平成７年７月 当社 代表取締役会長 

平成９年８月 ㈱コムスン 代表取締役副社長 

平成10年６月 ㈱コムスン 代表取締役社長 

平成12年３月 ㈱コムスン 代表取締役会長 兼 

社長 

平成12年８月 当社 代表取締役会長 兼 最高経

営責任者(CEO)(現任) 

平成12年９月 

  

平成18年11月 

㈱コムスン 代表取締役会長 兼 

最高経営責任者(CEO) 

㈱クリスタル（現㈱グッドウィル・

プレミア）取締役（現任） 

代表取締役

社長 

最高執行責任者

（COO） 
川上 真一郎 昭和38年４月10日生 

昭和61年４月 ㈱カナデン 入社 

（注）3 15,390 

平成４年９月 ㈱サイク (後の㈱グッドウィル・

コミュニケーション)取締役 

平成７年２月 当社 設立 専務取締役 

平成10年５月 当社 専務取締役事業本部長 

平成11年７月 当社 代表取締役社長 

平成12年８月 当社 代表取締役社長 兼 最高執

行責任者(COO)(現任) 

平成15年９月 ㈱ソア 代表取締役社長 

平成15年11月 ㈱グッドウィル・エンジニアリング

代表取締役社長（現任） 

平成16年４月 ㈱グッドウィル 代表取締役社長 

平成17年６月 ヒュー・マネジメント・ジャパン㈱

(商号変更㈱グッドウィル・ヒュー・

マネジメント) 代表取締役社長 

平成18年７

月  

フジオーネ・テクノ・ソリューショ

ンズ㈱(現 ㈱グッドウィル・エンジ

ニアリング) 代表取締役会長(現任） 

   

  

 平成18年11月 

 平成19年２月 

㈱日設グループ・コア  

代表取締役会長（現任） 

㈱クリスタル（現㈱グッドウィル・

プレミア）取締役（現任）  

㈱コラボレート（現㈱ハイライン）

取締役(現任）  

取締役   堀井 愼一 昭和11年12月16日生 

昭和36年７月 

昭和61年12月 

平成元年６月 

  

 平成２年６月 

  

 平成４年６月 

 平成６年６月 

  

  

 平成14年11月 

 平成16年７月 

 平成16年７月 

  

  

 平成19年９月 

大和證券㈱ 入社 

大和證券㈱ 本店営業部長 

同社 常務取締役債券本部長兼投資

信託本部長 

同社 専務取締役株式本部長兼転換

社債ワラント本部長 

同社 代表取締役副社長 

エヌ・アイ・エフベンチャーズ㈱

（現エヌ・アイ・エフSMBCベンチャ

ーズ㈱）代表取締役社長 

日本ベンチャーキャピタル協会会長 

Office HORII 代表（現任） 

（社)日本経済団体連合会新産業新

事業委員会起業フォーラム運営委員

会（現在） 

当社取締役（現任） 

（注）3 － 

 



 （注）１ 取締役堀井愼一、同片山龍太郎および同赤松幸夫は、社外取締役であります。 

２ 監査役杉之尾孝生、同石井成明および同田中保彦は、社外監査役であります。 

３ 平成19年９月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年であります。 

４ 平成16年９月10日開催の定時株主総会の終結の時から４年であります。 

５ 平成19年９月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数
（株） 

取締役   片山 龍太郎 昭和32年４月５日生 

平成６年６月 マルマンゴルフ㈱ 代表取締役社長 

（注）3 － 

平成７年11月 ㈱マルマン 代表取締役社長 

平成15年７月 ㈱産業再生機構 執行役員マネージ

ングディレクター  

平成18年10月 ㈱ジュリアーニ・コンプライアン

ス・ジャパン 代表取締役会長兼社

長 (現任) 

平成19年９月  当社取締役（現任） 

取締役   赤松 幸夫 昭和21年９月25日生 

昭和49年４月 検察官任官 東京地方検察庁検事 

（注）3 － 

昭和50年３月 長崎地方検察庁検事 

昭和53年３月 横浜地方検察庁検事 

昭和55年３月 新潟地方検察庁検事 

昭和58年３月 東京地方検察庁検事 

昭和62年３月 福島地方検察庁主席検事 

平成元年４月 弁護士登録（第一東京弁護士会） 

平成16年４月 桐蔭横浜大学 法学部客員教授、コ

ンプライアンス研究センター顧問

（現任） 

平成19年４月 

  

平成19年９月 

法務省入札・契約適正化委員会委員

（現任） 

当社取締役（現任） 

監査役 

（常勤） 
  美濃部 義 昭和11年８月７日生 

平成８年９月 日新製鋼㈱ 財務部専門部長 退職 

（注）4 1,080 平成９年１月 当社 嘱託 

平成９年９月 当社 監査役(常勤)(現任) 

監査役 

（常勤） 
  杉之尾 孝生 昭和11年３月８日生 

昭和36年４月 幹部候補生として自衛隊に入隊 

（注）4 － 

昭和63年10月 防衛大学校教授 

平成12年４月 国士舘大学非常勤講師 

平成13年３月 防衛大学校教授を定年退官 

平成13年４月 当社 顧問 

平成13年９月 当社 監査役(常勤)(現任) 

監査役   石井 成明 昭和25年２月７日生 

平成６年４月 弁護士登録 

（注）5 － 

  若梅法律事務所入所 

平成６年８月 中陳法律事務所入所 

平成８年４月 石井法律事務所開設(現在) 

平成12年９月 当社 監査役(現任) 

監査役   田中 保彦 昭和31年２月22日生 

平成５年４月 弁護士登録 

（注）5 － 

  海事補佐人登録 

  麻生総合法律事務所入所 

平成12年４月 田中保彦法律事務所開設(現在) 

平成12年８月 当社 監査役(現任) 

平成16年３月  四五六法律事務所 入所（現在） 

        計   113,602 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（当社グループのコーポレートガバナンスについて） 

 当社グループにおいては、株主、顧客、従業員をはじめとする様々な利害関係者の権利・利益が現実に守られるた

め、法令の遵守と迅速かつ公正な情報開示を通じて、経営の透明性を確保することが企業価値・株主価値の最大化に

繋がるものと認識しており、コーポレート・ガバナンスの更なる強化に向け、コンプライアンスを重視した経営を行

うべきであると考えております。 

 また、当社は平成16年８月1日から純粋持株会社に移行しております。各グループ企業の管理・調整を行う経営管

理機能を担い、グループ企業各社における専門性および独立性を尊重しながらも、当社取締役会を中心にグループ統

治を強化しております。 

  

 (1)会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 

 当社は監査役会制度を採用しております。 

 また取締役会においては毎月一回定期的に開催しているほか、必要に応じ臨時取締役会を開催しており、重要な業

務執行の決定並びに業績の状況や対策等を協議・検討し迅速な対応を行うとともに各取締役の職務の執行状況を監督

しております。現在取締役は５名となっており、うち３名は社外取締役であり、社外の中立的な立場、または専門的

な立場から、会社の経営に対する貴重な意見を頂いております。  

②会社の機関・内部統制の関係(図表)  

 



③内部監査および監査役監査の状況 

 監査役会においては、現在監査役3名が社外監査役となっており、また2名が常勤監査役となっております。常勤監

査役を中心として業務監査を行うとともに、取締役会での意見表明を行っており、グループ経営における親会社取締

役の職務の執行を、グループ各社の監査役と連携を基本に監査しております。そのほか、当社の内部監査機関である

内部監査室(専任２名)が、当社組織および重要な子会社に対し、関連部署と連携しながら業務監査と会計監査を実施

しております。 

④会計監査の状況 

 当社の会計監査業務の執行した公認会計士及び所属する監査法人名、監査業務に係る補助者の構成は下記のとおり

となっております。 

 なお、同監査法人および当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別な利害関係はありま

せん。 

・当社の会計監査人の名称 

新日本監査法人 

・ 業務を執行した公認会計士の氏名  

   公認会計士：長崎 武彦 

         関谷 靖夫 

         鈴木 真一郎 

・会計監査業務に係る補助者の構成は公認会計士36名、その他45名で構成されております。 

 (注)１．当社の会計監査人であったみすず監査法人が平成19年３月１日付で退任したことに伴い、同年３月２日付

で新日本監査法人を一時会計監査人に選任しております。 

２．当社の一部の重要な子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。  

⑤社外取締役および社外監査役との関係 

  社外取締役および社外監査役と当社の間には特別な利害関係はありません。 

⑥リスク管理体制の整備の状況 

 リスク管理規定に基づき、取締役会議により取締役及び執行役員の中からリスク管理責任者を選任し、リスク性

質に応じた部門別のリスク管理担当者を設置し、リスクの定期的な分析・評価を行い、必要に応じてリスクマネジ

メントシステムの包括的な見直しを行っております。 

 具体的には、社内弁護士によるリーガルチェックの強化に加え、コンプライアンス委員会を毎月一回開催し、コ

ンプライアンスに関する事項について検討を行い法令遵守に努めております。 

 また、法令違反防止に関して具体的な発生事項に基づく主管責任部署および関連部署への情報伝達ルートを整備

した「社内レポーティング・ライン」を制定し管掌役員が中心となって早期の問題解決を図る仕組みを設けており

ます。 

（2）役員報酬の内容 

当事業年度の取締役および監査役に対する報酬の内容は、下記のとおりであります。 

 取締役 ４名    116百万円 

 監査役 ４名     21百万円 

(注) 株主総会決議に基づく取締役および監査役の報酬限度額は次のとおりであります。   

取締役      400百万円 

監査役       50百万円 

（3）監査報酬等の内容 

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額は下記のとおりとなっております。 

・公認会計士法(昭和23年法律第103号)第2条第1項に係る報酬等の額 

    212百万円(うち、子会社に係る報酬48百万円) 

・公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務に係る報酬等の額 

     3百万円 

(注)当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の報酬の額を区分し

ておらず、実質的にも区分できないため、これらの合計額を記載しております。 

  



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表および財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日ま

で）の連結財務諸表および前事業年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）の財務諸表については、みす

ず監査法人により監査を受けており、当連結会計年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日まで）の連結財務諸

表及び当事業年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日まで）の財務諸表については、新日本監査法人により監

査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前連結会計年度及び前事業年度   みすず監査法人 

  当連結会計年度及び当事業年度   新日本監査法人 

３ 金額の表示単位の変更について 

 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。なお、比較を容

易にするため、前連結会計年度、前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年６月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金 ※1   16,315 59,601 

２ 受取手形及び売掛金 ※4    15,108 86,458 

３ 営業未収入金     13,320 13,151 

４ たな卸資産     599 1,520 

５ 繰延税金資産     1,229 11,229 

６ 前払費用     1,950 10,802 

７ その他     1,393 23,156 

８ 貸倒引当金     △142 △4,610 

流動資産合計     49,775 35.7 201,311 54.9

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産       

(1）建物及び構築物 ※1  14,719 37,690   

減価償却累計額   1,896 12,823 7,219 30,471 

(2）航空機   3,604 3,604   

減価償却累計額   467 3,137 655 2,949 

(3）器具及び備品   6,863 11,622   

減価償却累計額   3,749 3,113 7,015 4,606 

(4）土地 ※1   23,948 27,495 

(5）建設仮勘定     2,415 743 

(6）その他   166 2,042   

減価償却累計額   124 41 925 1,116 

有形固定資産合計     45,479 32.6 67,382 18.4

２ 無形固定資産       

(1）のれん     32,978 64,247 

(2）ソフトウェア     346 1,472 

(3）その他     215 10,272 

無形固定資産合計     33,540 24.0 75,992 20.7

 



   
前連結会計年度 

（平成18年６月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３ 投資その他の資産       

(1）投資有価証券 ※3   743 3,914 

(2）長期貸付金     896 1,983 

(3）繰延税金資産     627 2,777 

(4）破産債権等     286 723 

(5）賃借保証金     5,588 9,992 

(6）長期前払費用     2,460 1,517 

(7）その他 ※1,3   439 3,422 

(8）貸倒引当金     △295 △1,150 

(9）投資損失引当金     ― △1,228 

投資その他の資産合
計 

    10,746 7.7 21,952 6.0

固定資産合計     89,766 64.3 165,327 45.1

資産合計     139,541 100.0 366,638 100.0 

 



   
前連結会計年度 

（平成18年６月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 支払手形及び買掛金     483 3,420 

２ 短期借入金 ※1,2   19,532 168,004 

３ １年以内償還社債 ※1   ― 4,126 

４ 未払費用     10,719 52,913 

５ 未払法人税等     2,974 10,006 

６ 未払消費税等     1,567 6,202 

７ 未払金     ― 12,703 

８ 賞与引当金     ― 7,683 

９ 受注損失引当金     ― 455 

10 データ装備費損失引
当金 

    ― 3,265 

11 介護報酬返還引当金     ― 1,837 

12 事業撤退損失引当金     ― 1,245 

13 その他     7,501 13,658 

流動負債合計     42,778 30.6 285,524 77.9

Ⅱ 固定負債       

１ 社債 ※1    ― 6,255 

２ 長期借入金 ※1,2   40,274 24,459 

３ 退職給付引当金     41 4,552 

４ その他     5,713 9,888 

固定負債合計     46,029 33.0 45,156 12.3

負債合計     88,808 63.6 330,680 90.2

 



   
前連結会計年度 

（平成18年６月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     26,618 19.1   26,618 7.3 

２ 資本剰余金     35,620 25.5   35,980 9.8 

３ 利益剰余金     △8,830 △6.3   △50,576 △13.8 

４ 自己株式     △3,978 △2.9   △2,506 △0.7 

  株主資本合計     49,431 35.4   9,516 2.6 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価
差額金 

    6 0.0   △73 △0.0 

２ 繰延ヘッジ損益     △59 △0.0   △47 △0.0 

３ 為替換算調整勘定     14 0.0   165 0.0 

  評価・換算差額等合計     △39 △0.0   44 0.0 

Ⅲ 少数株主持分     1,341 1.0   26,396 7.2 

純資産合計     50,733 36.4   35,957 9.8 

負債純資産合計     139,541 100.0   366,638 100.0 



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     185,948 100.0 509,001 100.0

Ⅱ 売上原価     123,779 66.6 386,397 75.9

売上総利益     62,168 33.4 122,603 24.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費       

１ 給与諸手当   23,275 46,925   

２ 退職給付引当金繰入額   25 172   

３ 賃借料   4,976 13,407   

４ 通信費   2,200 3,465   

５ のれん償却額   1,838 2,954   

６ 減価償却費   1,871 3,771   

７ 貸倒引当金繰入額   176 976   

８ 広告宣伝費   3,502 5,326   

９ その他   16,406 54,273 29.2 35,657 112,657 22.1

営業利益     7,895 4.2 9,945 2.0

Ⅳ 営業外収益       

１ 受取利息   54 146   

２ 受取配当金   10 181   

３ 受取手数料   ― 24   

４ 受取賃貸料   221 295   

５ 為替差益   ― 260   

６ 還付加算金   56 10   

７ デリバティブ評価益   ― 271   

８ その他   137 480 0.3 1,007 2,199 0.4

Ⅴ 営業外費用       

１ 支払利息   1,140 3,132   

２ 支払手数料   138 1,119   

３ 賃貸資産関連費用   170 189   

４ その他   221 1,671 0.9 911 5,351 1.1

経常利益     6,704 3.6 6,794 1.3

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益       

 １ 前期損益修正益 ※1 50 －   

２ 固定資産売却益 ※2 202 763   

３ 投資有価証券売却益   3 16   

４ その他   ― 256 0.1 352 1,133 0.2

Ⅶ 特別損失       

１ 固定資産売却損 ※3 0 75   

２ 固定資産除却損 ※4 139 351   

３ 減損損失 ※5 84 31,213   

４ 投資有価証券評価損   55 68   

５ 役員退職慰労金   50 ―   

６ 事業撤退損失   ― 3,419   

 ７ 介護報酬返還損失   ― 1,179   

 ８ データ装備費損失   ― 3,356   

９ その他   ― 330 0.1 1,522 41,183 8.0

税金等調整前当期純
利益又は当期純損失
（△) 

    6,630 3.6 △33,256 △6.5

法人税、住民税 
及び事業税 

  4,326 5,807   

法人税等調整額   △1,000 3,325 1.8 868 6,675 1.3

少数株主利益又は少
数株主損失(△) 

    △124 △0.0 776 0.1

当期純利益又は当期
純損失(△) 

    3,429 1.8 △40,708 △7.9



③【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日）                  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年６月30日 残高（百万円） 14,118 36,047 △10,151 △3,885 36,128 

当連結会計年度中の変動額          

新株の発行 12,500 12,499 － － 24,999 

剰余金の配当 － － △1,161 － △1,161 

利益処分による役員賞与 － － △60 － △60 

当期純利益 － － 3,429 － 3,429 

自己株式の取得 － － － △13,869 △13,869 

自己株式の消却 － △12,926 △850 13,776 － 

連結子会社増加による剰余金減少額 － － △36 － △36 

株主資本以外の項目の当連結会計年度

中の変動額（純額） 
－ － － － － 

当連結会計年度中の変動額合計（百万円） 12,500 △426 1,321 △92 13,302 

平成18年６月30日 残高（百万円） 26,618 35,620 △8,830 △3,978 49,431 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損
益 

為替換算調整
勘定 

評価・換算差
額等合計 

平成17年６月30日 残高（百万円） 1 － － 1 1,244 37,374 

当連結会計年度中の変動額            

新株の発行 － － － － － 24,999 

剰余金の配当 － － － － － △1,161 

利益処分による役員賞与 － － － － － △60 

当期純利益 － － － － － 3,429 

自己株式の取得 － － － － － △13,869 

自己株式の消却 － － － － － － 

連結子会社増加による剰余金減少額 － － － － － △36 

株主資本以外の項目の当連結会計年度

中の変動額（純額） 
5 △59 14 △40 97 56 

当連結会計年度中の変動額合計（百万円） 5 △59 14 △40 97 13,358 

平成18年６月30日 残高（百万円） 6 △59 14 △39 1,341 50,733 



当連結会計年度（自平成18年７月１日 至平成19年６月30日）                  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年６月30日 残高（百万円） 26,618 35,620 △8,830 △3,978 49,431 

当連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当 － － △1,038 － △1,038 

当期純損失 － － △40,708 － △40,708 

自己株式の取得 － － － △682 △682 

株式交換 － 359 － 2,154 2,514 

株主資本以外の項目の当連結会計年度

中の変動額（純額） 
－ － － － － 

当連結会計年度中の変動額合計（百万円） － 359 △41,746 1,471 △39,914 

平成19年６月30日 残高（百万円） 26,618 35,980 △50,576 △2,506 9,516 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損
益 

為替換算調整
勘定 

評価・換算差
額等合計 

平成18年６月30日 残高（百万円） 6 △59 14 △39 1,341 50,733 

当連結会計年度中の変動額            

剰余金の配当 － － － － － △1,038 

当期純損失 － － － － － △40,708 

自己株式の取得 － － － － － △682 

株式交換 － － － － － 2,514 

株主資本以外の項目の当連結会計年度

中の変動額（純額） 
△79 12 151 83 25,055 25,138 

当連結会計年度中の変動額合計（百万円） △79 12 151 83 25,055 △14,775 

平成19年６月30日 残高（百万円） △73 △47 165 44 26,396 35,957 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前当期純利益 

又は当期純損失（△） 
  6,630 △33,256

２ 減価償却費   2,146 5,406

３ 減損損失   84 31,213

４ 固定資産売却益   △202 △763

５ 固定資産除売却損   140 427

６ のれん償却額   1,838 2,954

７ 長期前払費用償却費   307 532

８ 貸倒引当金の増減額   176 2,101

９ 投資損失引当金の増減額   ― △2,532

10 賞与引当金の増減額   ― △1,368

11 データ装備費損失引当金の増減額   ― 3,265

12 介護報酬返還引当金の増減額   ― 1,837

13 事業撤退損失引当金の増減額   ― 1,245

14 退職給付引当金の増減額   11 505

15 受取利息・配当金   △64 △327

16 支払利息   1,140 3,132

17 投資有価証券売却益   △3 △16

18 投資有価証券評価損   55 68

19 受取手形及び売掛金の増減額   △3,716 2,867

20 営業未収入金の増減額   △2,429 987

21 たな卸資産の増減額   202 1,243

22 未収消費税の増減額   ― △3,610

23 賃借保証金の増減額   △1,136 △554

24 長期前払費用の増減額   ― △2,320

25 支払手形及び買掛金の増減額   ― △4,160

26 未払費用の増減額   1,969 161

27 預り保証金の増減額   3,756 3,904

28 その他   1,479 △3,525

小計   12,385 9,418

29 利息・配当金の受取額   45 306

30 利息の支払額   △1,162 △2,964

31 法人税等の支払額   △4,130 △16,140

営業活動によるキャッシュ・フロー   7,138 △9,380

 



    
前連結会計年度 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 定期預金の純増減額   △300 73

２ 投資有価証券の売却による収入   98 18

３ 投資有価証券の取得による支出   △0 △19

４ 連結子会社株式の追加取得による支出   △101 △451

５ 連結範囲の変更を伴う子会社株式の 
取得による純支出 

※2  △562 △34,314

６ 有形固定資産の取得による支出   △13,021 △15,352

７ 非連結子会社株式の取得による支出   △102 △985

８ 有形固定資産の売却による収入   1,293 4,865

９ 無形固定資産の取得による支出   △169 △560

10 貸付けによる支出   △2,847 △366

11 貸付けの回収による収入   1,527 3,617

12 事業譲受による支出 ※3 ― △1,494

13 買収手付金の支払   ― △590

14 その他   659 46

投資活動によるキャッシュ・フロー   △13,526 △45,512

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期借入金の純増減額   △8,870 109,018

２ 長期借入金の借入による収入   5,720 19,141

３ 長期借入金の返済による支出   △7,892 △27,273

４ 社債の発行による収入 ※4 24,956 ―

５ 社債の償還による支出   ― △2,281

６ 自己株式の取得による支出   △13,869 △682

７ ファイナンス・リース債務の返済によ
る支出 

※5  ― △79

８ 割賦債務の返済による支出   ― △573

９ その他   △1,169 △888

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,124 96,382

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   0 96

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △7,510 41,585

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ※1 23,187 16,315

Ⅶ 連結子会社の増加に伴う現金及び現金同
等物の増加額 

  638 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1  16,315 57,901



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社は、下記の18社であります。 

㈱グッドウィル 

㈱ソア 

㈱警備・施工マネジメント 

㈱グッドウィル・エンジニアリング 

ヒュー・マネジメント・ジャパン㈱ 

㈱グッドウィル・キャリア 

㈱グッドウィル・フォーサイト 

㈱コムスン  

㈱マッサージ師事務代行センター 

アドホック㈱ 

㈱コティ 

㈱フードスコープ 

㈱フレッシュボックス 

GWG America,Inc. 

Food Scope America,Inc. 

Food Scope L.A.,LLC 

Food Scope NY,LLC 

Food Scope MIDTOWN,LLC  

連結子会社の数     83社 

 主要な連結子会社は、㈱グッドウィ

ル、㈱コムスン、㈱グッドウィル・エン

ジニアリング、㈱グッドウィル・プレミ

ア、㈱ハイライン、㈱シーテック等であ

ります。 

  

  

  

  

  当連結会計年度中に

Food Scope America,Inc.、

Food Scope Operations Corporation は

それぞれGWG America,Inc.、

Food Scope America,Inc.に社名変更して

おります。 

㈱警備・施工マネジメントについては重

要性が増したため当連結会計年度より連

結子会社としております。また、㈱バー

リントンハウスについても同様の理由で

当連結会計年度より連結子会社としまし

たが、平成18年６月11日をもって㈱コム

スンと合併いたしました。 

㈱フードスコープ、㈱フレッシュボック

ス、GWG America,Inc.は平成17年12月22

日に当社が株式を取得して当連結会計年

度より連結子会社としております。  

Food Scope America,Inc.は

GWG America,Inc.の100％子会社であり、

Food Scope L.A.,LLC、

Food Scope NY,LLC、

Food Scope MIDTOWN,LLCは

Food Scope America,Inc.の100％子会社

であるため、平成17年12月22日に当社が

GWG America,Inc.の株式を取得したこと

に伴い、当連結会計年度より連結子会社

としております。  

当社の子会社である㈱グッド保険サービ

ス、㈱映文社、格唯璽人力(股)有限公

司、貴都維力集団有限公司他7社は、いず

れも小規模であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）およ

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であるため、連結の範囲より除外して

おります。 

 当連結会計年度中に㈱グッドウィル・

プレミア及び一部の㈱グッドウィル・プ

レミア連結子会社は社名変更しておりま

す。なお、詳細については「第１ 企業

の概況 ４．関係会社の状況」に記載の

とおりであります。 

 当連結会計年度より連結の範囲に含め

ております㈱シーテック他64社は、㈱グ

ッドウィル・プレミアの子会社であり、

平成18年10月31日に当社が㈱グッドウィ

ル・プレミアの株式を取得（間接保有）

したことに伴い、当連結会計年度より連

結子会社としております。㈱バンテクノ

は、平成18年10月31日に株式を取得した

ため、連結子会社としております。  

 また、TAC Technical Service, Inc.、

EDP/Temps, Inc、Willstaff Crystal  

Diverse Resources, Inc.は、平成18年10

月31日付で当社の連結子会社としました

が、重要性が低下したため連結の範囲か

ら除外しております。 

 日本シルバーサービス㈱は、平成18年

７月３日に、連結子会社である㈱コムス

ンが株式を取得したことに伴い、当連結

会計年度より連結子会社としておりま

す。 

 ㈱日設グループ・コアは、平成18年７

月31日に株式を取得したため、連結子会

社としております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

     フジオーネ・テクノ・ソリューション

ズ㈱は、平成18年７月31日に株式を取得

したため、連結子会社としております。

同社は平成18年10月１日付で、同社を存

続会社、従来連結子会社でありました㈱

グッドウィル・エンジニアリングを消滅

会社とする吸収合併を行っております。

また同日付で、㈱グッドウィル・エンジ

ニアリングに社名変更を行っておりま

す。 

 ㈱コムスン関東は、平成18年８月11日

に新たに設立したため、連結の範囲に含

めております。 

 前連結会計年度において連結子会社で

ありましたヒュー・マネジメント・ジャ

パン㈱は、平成19年３月１日付で、連結

子会社である㈱グッドウィルと合併して

おります。 

 当社の海外子会社である格唯璽人力

(股)有限公司、貴都維力集団有限公司及

び国内子会社である㈱グッド保険サービ

ス、㈱映文社他104社については、いずれ

も小規模であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等が、い

ずれも連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であるため、連結の範囲から除外してお

ります。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用しない非連結子会社 

…11社 

㈱グッド保険サービス 

㈱映文社 

格唯璽人力(股)有限公司 

貴都維力集団有限公司 

他７社 

持分法を適用しない非連結子会社 

…108社 

㈱グッド保険サービス 

㈱映文社 

格唯璽人力(股)有限公司 

貴都維力集団有限公司 

他104社 

  （持分法を適用しない理由） 

 上記11社はそれぞれ当期純損益（持分

に見合う額）および利益剰余金等（持分

に見合う額）が、いずれも連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であるため、かつ、

全体としても重要性がないため持分法の

適用から除外しております。 

（持分法を適用しない理由） 

 上記108社はそれぞれ当期純損益（持分

に見合う額）および利益剰余金（持分に

見合う額）等がいずれも連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため持分法の適用から

除外しております。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、WG America,Inc.、

Food Scope America,Inc.、 

Food Scope L.A.,LLC、

Food Scope NY,LLCおよび

Food Scope MIDTOWN,LLCの決算日は、 

３月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、決

算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、連結決算日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

 連結子会社のうち、GWG America,Inc. 

Food Scope America,Inc.、 

Food Scope L.A.,LLC、 

Food Scope NY,LLC、 

Food Scope MIDTOWN,LLC、 

㈱バンテクノ及び㈱グッドウィル・プレ

ミアと同社の子会社の決算日は3月31日で

あります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、決

算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、連結決算日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ロ．デリバティブ 

時価法 

ロ．デリバティブ 

同左 

  ハ．たな卸資産 

  未成業務支出金 

   個別法による原価法 

ハ．たな卸資産 

  未成業務支出金 

   主に個別法による原価法 

  商品 

 最終仕入原価法 

 なお、一部の子会社においては総

平均法を採用しております。 

商品 

 同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却方法 

イ．有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法） 

 なお、耐用年数および残存価額に

ついては、航空機について見込利用

可能期間によっておりますが、その

他については法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。 

 ただし、取得価額が10万円以上20

万円未満の資産については、３年間

で均等償却する方法を採用しており

ます。 

イ．有形固定資産 

 当社および国内連結子会社については

定率法を採用しております（ただし、平

成10年４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額法によっ

ております。）。 

 また、取得価額が10万円以上20万円未

満の資産については、３年間で均等償却

する方法を採用しております。 

 在外連結子会社については、当該国の

会計基準の規定に基づく定額法を採用し

ております。 

 主な耐用年数は以下の通りであります。

 (会計方針の変更) 

  法人税法の改正に伴い、平成19年４月

１日以降取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しております。なお、当該

変更による影響額は軽微であります。 

建物及び構築物 3～50年 

航空機 37年 

器具及び備品 3～15年 

  ロ．無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

ただし、ソフトウエア（自社利用

分）については、見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

ロ．無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、ソフトウェア（自社利用分）に

ついては、見込利用可能期間（3～5年）

に基づく定額法によっております。 

  ハ．長期前払費用 

定額法 

なお、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

ハ．長期前払費用 

  定額法を採用しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

（3）繰延資産の処理方法  イ．新株発行費  

支出時に全額費用として処理してお

ります。  

 ―――――― 

  

  

  ロ．社債発行費  

支出時に全額費用として処理してお

ります。  

 ―――――― 

  

(4）重要な引当金の計上基

準 

イ．貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権および破産更

生債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

イ．貸倒引当金 

同左 

  ロ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務の見込額に基づき、当連結会計年

度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

ロ．退職給付引当金 

 当社および一部の連結子会社におい

て、従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務の

見込額に基づき、当連結会計年度におい

て発生していると認められる額を計上し

ております。 

 なお、数理計算上の差異については、

各連結会計年度の発生額を翌連結会計年

度に一括費用処理することとしておりま

す。 

(会計方針の変更) 

 退職給付債務の計算は、従来簡便法に

よっておりましたが、当連結会計年度か

ら一部の連結子会社において原則法によ

り計算する方法へ変更しております。こ

の変更は、一部の連結子会社について、

退職給付債務を原則法で計算する環境が

整ったことにより、期間損益を適正に表

示するためのものであります。なお、当

該変更による影響額は軽微であります。 

   ―――――― 

  

  

ハ．賞与引当金 

 一部の連結子会社において、従業員に

対して支給する賞与の支出に備えるた

め、支給見込額に基づき当連結会計年度

の負担額を計上しております。 

   ―――――― ニ．受注損失引当金 

 一部の連結子会社において、受注契約

に係る将来の損失に備えるため、損失が

発生する可能性が高いと見込まれ、か

つ、当該損失額を合理的に見積ることが

可能な受注契約について、損失見込額を

計上しております。  

   ―――――― ホ．投資損失引当金 

 一部の連結子会社において、関係会社

への投資に係る損失に備えるため、当該

会社の財政状態を勘案して関係会社株式

について必要額を計上しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

    ―――――― ヘ．データ装備費損失引当金 

 一部の連結子会社において、登録スタ

ッフに負担いただいた「データ装備費」

の支払いに伴う損失に備えるため、登録

スタッフの就労等を勘案した支払見込額

を計上しております。 

    ――――――  ト．介護報酬返還引当金 

 一部の連結子会社において、介護保険

対象外のサービスに対して給付を受けた

ものに対する各自治体への返還に備える

ため、返還見込額を計上しております。 

    ――――――  チ．事業撤退損失引当金 

 一部の連結子会社において、事業から

の撤退により発生する損失に備えるた

め、発生見込額を計上しております。 

(5）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 ――――――  外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産および負債は、

決算日の直物為替相場により、収益およ

び費用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替

換算調整勘定および少数株主持分に含め

て計上しております。 

(6）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 ただし、在外連結子会社については、

当該国の会計基準に従っているため、フ

ァイナンス・リース取引については、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

(7）重要なヘッジ会計の方

法 

イ．ヘッジ会計の方法 

 当社の内規であるリスク管理規程

に基づき、金利スワップおよび金利

キャップを行っております。原則と

して繰延ヘッジ処理を採用しており

ますが、特例処理の要件を満たして

いる場合には、特例処理を採用して

おります。       

イ．ヘッジ会計の方法 

同左 

  ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ・金 

        利キャップ 

ヘッジ対象・・・借入金利息 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ハ．ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクをヘッジ

する目的で金利スワップおよび金利

キャップ取引を行っております。 

ハ．ヘッジ方針 

同左 

  ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして、

判断しております。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

(8）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会計処

理は税抜方式によっており、控除対

象外消費税は当連結会計年度の期間

費用として処理しております。 

イ．消費税等の会計処理 

同左 

  ―――――― ロ．連結納税制度の適用 

 一部の国内連結子会社と在外連結

子会社は連結納税制度を適用してお

ります。 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産および負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。 

同左 

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 のれんは20年間で均等償却しておりま

す。 

 のれんの償却は、その効果が発現すると

見積もられる期間(５年から20年)で償却し

ております。 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金および容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））およ

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適

用しております。これにより、税金等調整前当期純利

益は84百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除してお

ります。 

 ―――――― 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月9日 企業会計基準第5号）および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業

会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は49,451

百万円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計

年度における連結貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

 ―――――― 

―――――― （企業結合に係る会計基準及び事業分離等に関する会計基

準） 

 当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」

（「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」

（平成15年10月31日 企業会計審議会））、「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号（平成

17年12月27日 企業会計基準委員会））および「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号（最終改正 平成

18年12月22日 企業会計基準委員会））を適用してお

ります。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

―――――― （連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて表

示しておりました「未払金」は、重要性が増したため、

当連結会計年度より区分掲記することにいたしました。

なお、前連結会計年度の流動負債「その他」に含まれて

いる未払金は4,029百万円であります。 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「受取手

数料」は、重要性が乏しいため、当連結会計年度より営

業外収益の「その他」に含めて表示することにいたしま

した。なお、当連結会計年度の受取手数料は、17百万円

であります。 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「為替差益」は、重要性が増したた

め、当連結会計年度より区分掲記することにいたしまし

た。なお、前連結会計年度の営業外収益「その他」に含

まれている為替差益は、0百万円であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フロ

ーの「その他」に含めて表示しておりました「預り保証

金の増加額」は、重要性が増したため、当連結会計年度

より区分掲記することにいたしました。なお、前連結会

計年度の預り保証金の増加額は、380百万円でありま

す。  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フロ

ーの「その他」に含めて表示しておりました「未収消費

税の増減額」は、重要性が増したため、当連結会計年度

より区分掲記することにいたしました。なお、前連結会

計年度の未収消費税の増加額は、23百万円であります。  

 前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フロ

ーの「その他」に含めて表示しておりました「長期前払

費用の増減額」は、重要性が増したため、当連結会計年

度より区分掲記することにいたしました。なお、前連結

会計年度の長期前払費用の増加額は、1,244百万円であり

ます。  

 前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フロ

ーの「その他」に含めて表示しておりました「支払手形

及び買掛金の増減額」は、重要性が増したため、当連結

会計年度より区分掲記することにいたしました。なお、

前連結会計年度の支払手形及び買掛金の減少額は、354百

万円であります。 



追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

（株式交換契約） 

 当社と当社子会社のヒュー・マネジメント・ジャパン㈱

は、それぞれ平成18年6月21日開催の取締役会において、

株式交換により当社が同社を完全子会社化することを決

議し、同日、株式交換契約を締結いたしました。当該株

式交換契約の株主総会での承認は、当社においては簡易

株式交換に該当するため省略しており、ヒュー・マネジ

メント・ジャパン㈱においては、平成18年9月20日開催予

定の定時株主総会において行われる予定であります。 

 (1)株式交換の目的 

 完全子会社化により、グループの一体化・スリム化

を推進し、グループ全体のスピード経営を実践しやす

い体制の整備を進め、一層の競争力強化を図ることを

目的としております。 

 (2)交換比率 

 ヒュー・マネジメント・ジャパン㈱の株式1株につ

き、当社の株式1.21株の割合をもって割当交付いたし

ます。株式交換により交付する株式については、当社

の保有する自己株式を充当いたします。 

 (3)株式交換の時期 

 平成18年11月1日を予定しております。 

（新株予約権の発行） 

 当社は平成19年６月25日開催の取締役会において、

Deutsche Bank AG, London Branchを割当先とする新株予

約権を発行すること、および証券取引法による届出の効

力発生後に、Deutsche Bank AG, London Branchとの間で

新株予約権買取契約を締結することを決議いたしまし

た。 

 新株予約権の内容は以下のとおりであります。 

(1)募集の方法 

 第三者割当の方法により、全ての本新株予約権を

Deutsche Bank AG, London Branchに割当てる。 

 （2)新株予約権の総数 

 400,000個 

(3) 新株予約権の目的となる株式の種類および数 

  普通株式 400,000株 

(4) 新株予約権の発行価額および発行総額 

  1個当たり  25,500円 

  発行総額   10,200百万円 

(5) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生

日（以下、「修正日」という。）において、当該修正

日の前日（当該修正日の前日当日を含む。）までの2連

続取引日（ただし、終値のない日は除く。）の㈱東京

証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値

（気配表示を含まない。）の平均値の95％に相当する

金額から新株予約権の払込金額を控除し、その1円未満

の端数を切捨てた額に修正される。また、本新株予約

権の割当日後、当社普通株式が交付され、発行済普通

株式総数に変更を生じる場合または変更を生じる可能

性がある場合は、次に定める算式をもって行使価額の

調整をする。 

(6) 発行価額のうち資本に組入れる額 

  資本金等増加限度額の2分の1 

(7) 割当日および払込期日 

  平成19年７月10日 

(8) 新株予約権の行使期間 

 平成19年７月11日から平成19年10月11日 

(9) 新株予約権行使により発行する新株の配当起算日 

 平成19年７月１日 

 (10) 資金使途 

 運転資金 

            交付普通 × １株当たりの 

        既発行 
＋

株式数   払込金額 

調整後 
=

調整前 
×

普通株式数 時価 

行使価額 行使価額 既発行普通株式数＋ 交付普通株式数 

                 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

   (11) その他新株予約権の内容 

 ・その他の本新株予約権の行使の条件 

 各本新株予約権の一部行使はできない。  

 ・新株予約権の取得事由  

 当社は、本新株予約権の割当日以降、当社取締役会

が本新株予約権を取得する日(以下「取得日」とい

う。)を定めたときは、取得の対象となる本新株予約

権の新株予約権者に対し、取得日の通知または公告を

当該取得日の２週間前までに行い、同時に当該取得に

かかる本新株予約権１個につき予約権価額と同額の証

拠金を預託することにより、取得日の到来をもって当

該取得日に残存する本新株予約権の全部または一部を

取得することができる。預託された証拠金は、取得日

において本新株予約権の取得代金に充当される。本新

株予約権の一部を取得する場合には、抽選その他の合

理的な方法により行うものとする。  

 ・新株予約権の譲渡制限 

 本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承

認を要するものとする。  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（平成19年６月30日） 

１ ※１ 担保資産 

 銀行からの借入金の担保に供している資産およ

びこれに対応する債務は次のとおりであります。 

１ ※１ 担保資産 

 銀行からの借入金の担保に供している資産およ

びこれに対応する債務は次のとおりであります。 

(1)担保に供している資産 (1)担保に供している資産 

建物及び構築物 

土地 

1,276百万円 

23,588 

定期預金 272百万円 

建物及び構築物 8,964 

土地 21,838 

関係会社株式 89,373 

計 120,447 

(2)上記に対応する債務 (2)上記に対応する債務 

短期借入金 4,515百万円 

長期借入金 18,535 

短期借入金 94,364百万円 

１年以内償還社債 2,400 

社債 3,500 

長期借入金 10,789 

計  111,053 

  

  

  

 なお、一部の在外子会社のコミットメントライン

契約における借入金実行残高（平成19年３月31日現

在 9,257百万円）に対して、当該在外子会社とそ

の子会社の総資産（平成19年３月31日現在 48,239

百万円）を実質的に担保に供しております。 

 また、一部の在外子会社における売掛金のファク

タリングによる借入金残高（平成19年３月31日現在

2,322百万円）に対して、当該在外子会社とその子

会社の総資産7,201百万円を担保に供しておりま

す。 

 ―――――― ２ ※２ コミットメントライン契約・当座貸越契約お

よび財務制限条項 

 当社および一部の在外子会社は運転資金の効率的

な調達を行うため、取引銀行等とコミットメントラ

イン契約および当座貸越契約を締結しております。

（当社） 

 当社の当連結会計年度末におけるコミットメント

ライン契約および当座貸越契約に係る借入金実行残

高は以下のとおりであります。 

 上記借入金の一部について、主に下記内容の財務

制限条項が付されております。 

① 各連結会計年度（中間連結会計期間を含む）の

末日における連結貸借対照表、貸借対照表の純資

産額が、平成14年６月末、平成15年12月末、平成

16年６月末または平成17年６月末の連結貸借対照

表、貸借対照表の純資産額の75％を下回らないこ

と。 

コミットメントラインおよび 

当座貸越極度額の総額 
36,350 百万円

借入実行残高 35,000 

差引額 1,350 

 



前連結会計年度 
（平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（平成19年６月30日） 

  ② 各連結会計年度における連結損益計算書、損益

計算書上の経常損益または税引後当期純損益につ

き、２期連続して損失を計上しないこと。 

 当社は当連結会計年度末現在、下記借入金（総額

21,991百万円）が財務制限条項に抵触しております

が、手許資金にて返済原資を確保できる見通しとな

っております。また、平成19年７月10日の新株予約

権の発行、当該新株予約権の行使および今後の介護

事業の売却などに伴い、手許資金の増加を見込んで

おります。 

（在外子会社） 

 一部の在外子会社の平成19年３月31日現在のコミ

ットメントライン契約における借入金実行残高は以

下のとおりであります。 

 上記借入金について、主に下記内容の財務制限条

項が付されております。 

① 当該在外子会社の

Fixed Charge Coverage Ratio が、直近４回の四

半期で連続して１倍を下回らないこと。 

② 各事業年度において純資産から無形固定資産を

控除し、当該借入金より劣後した債務を加えた基

準額が、平成18年３月31日を始点として、前年の

基準額に当期純利益の75％を加えた額を下回らな

いこと。 

③ 当該借入金より劣後した債務の元本および金利

の支払を行う場合には一定の条件をみたすこと。 

④ 追加の借入を実行する際には一定の条件をみた

すこと。 

 一部の在外子会社は、平成19年３月31日現在、一

部の財務制限条項に抵触しましたが、平成19年６月

８日に新しい条項に改定し、現在は抵触しておりま

せん。 

 また、一部の在外子会社の売掛金のファクタリン

グによる借入金残高（平成19年３月31日現在 

2,322百万円）について、以下の財務制限条項が付

されております。 

 直近３ヶ月間において、以下の比率が1.1以上で

あること。 

 証書借入 11,210百万円 

 当座貸越 3,000 

 コミットメントライン 7,000 

 シンジケートローン 781 

 差引額 21,991 

コミットメントラインの総額 12,388百万円 

借入実行残高 9,257 

差引額 3,131 

当該期間の税引前・

利払前・償却前利益
－

追加借入によらない 

資本的支出 

当該機関の借入コスト＋税金コスト＋元金の支払

 



前連結会計年度 
（平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（平成19年６月30日） 

２ ※３ 非連結子会社に対するものは次のとおりであ

ります。 

  

３ ※３ 非連結子会社に対するものは次のとおりであ

ります。 

投資有価証券 146百万円 

投資その他の資産「その他」 0 

投資有価証券 2,058百万円 

投資その他の資産「その他」 386 

 ―――――― ４ ※４ 連結会計年度末日満期手形の処理 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日で

あったため、以下の連結会計年度末日満期手形が

連結会計年度末の残高に含まれております。  

  受取手形     131百万円 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１ ※１  前期損益修正益は主に過年度の割賦手数料

に係る修正によるものであります。 

―――――― 

２ ※２  固定資産売却益の内訳は次のとおりであり

ます。 

土地 199百万円

建物及び構築物 1 

器具及び備品 0 

有形固定資産「その他」 0 

計 202 

１ ※２  固定資産売却益の内訳は次のとおりであり

ます。 

土地 702百万円

建物及び構築物 2 

器具及び備品 0 

有形固定資産「その他」 58 

計 763 

３ ※３  固定資産売却損の内訳は次のとおりであり

ます。 

器具及び備品        0百万円

有形固定資産「その他」 0 

計 0 

２ ※３  固定資産売却損の内訳は次のとおりであり

ます。 

土地 0百万円

建物及び構築物 60 

器具及び備品 8 

有形固定資産「その他」 5 

ソフトウェア 0 

計 75 

４ ※４  固定資産除却損の内訳は次のとおりであり

ます。 

建物及び構築物    50百万円

器具及び備品 43 

有形固定資産「その他」 0 

ソフトウェア 0 

原状回復費用等 44 

計 139 

３ ※４  固定資産除却損の内訳は次のとおりであり

ます。 

建物及び構築物 157百万円

器具及び備品 75 

有形固定資産「その他」 108 

ソフトウェア 0 

原状回復費用等 9 

計 351 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

５ ※５  当連結会計年度において、当社グループは

以下の資産グループについて減損損失を計上

いたしました。 

       資産のグルーピングは、キャッシュ・フロ

ーを生み出す最小単位として、支店、施設、

店舗、物件を基本単位としております。減損

対象とした店舗については、閉鎖の意思決定

をしたことにより、遊休資産となることから

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額84百万円を減損損失として特別損失に計

上しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正

味売却価額により測定しております。 

場所 用途 種類 減損損失 

神奈川県 

横浜市 
店舗  

 建物 63百万円

 器具及び備品 0 

 リース資産 19 

 合計 84 

４ ※５  当連結会計年度において、当社グループは

以下の資産グループについて減損損失を計上

いたしました。 

 資産のグルーピングは、キャッシュ・フローを生

み出す最小単位として、支店、施設、店舗、物件、

賃貸用不動産を基本単位としております。 

 減損対象とした拠点、支店、店舗については、営

業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、

将来の営業キャッシュ・フローもマイナスが見込ま

れるため、帳簿価額の全額を減損損失として特別損

失に計上しております。 

 減損対象とした賃貸用不動産は、経営環境の変化

により投資額の回収が見込めなくなったため、帳簿

価額と実勢価格の差額を減損損失として特別損失に

計上しております。 

 また、介護・医療支援事業については事業からの

撤退が予定されているため、売却または転用不能の

資産(リース資産を含む)については帳簿価額の全額

を減損損失として特別損失に計上しております。 

 減損対象としたのれんについては、株式取得時に

検討していた事業計画において、当初想定していた

収益を見込めなくなったことから、28,057百万円を

減損損失として特別損失に計上しております。 

場所 用途 種類 減損損失 

東京都 

ほか 

介護・医療 

支援事業 

拠点 

  

建物  

 器具及び備品 

 長期前払費用 

 電話加入権 

 リース資産 

百万円 

35 

11 

21 

1 

184 

 － 

介護・医療 

支援事業 

共用資産 

建物  

 器具及び備品 

 長期前払費用 

 電話加入権 

 ソフトウェア 

 リース資産 

16 

14 

4 

63 

336 

480 

 東京都 

シニア 

レジデンス 

拠点 

建物  

 器具及び備品 

 ソフトウェア 

102 

234 

34 

大阪府 

ほか 

人材派遣 

事業支店 
器具及び備品  13 

アメリカ

合衆国 

レストラン 

店舗 

建物  

 器具及び備品 

815 

189 

 東京都 
レストラン 

店舗 

建物  

 器具及び備品 

407 

45 

 埼玉県 
ペットケア 

事業拠点 
建物  9 

北海道 

ほか 

保育事業 

拠点 
建物  18 

福島県 
賃貸用 

不動産 
土地  112 

 －  －  のれん  28,057 

     合計 31,213 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１ 発行済株式の種類および総数に関する事項 

 (注)増加は転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使（126,268.85株）および株式の分割（1,482,509.42株）

によるものであり、減少は自己株式の消却によるものであります。 

２ 自己株式の種類および株式数に関する事項 

 (注)増加は取締役会決議に基づく取得（151,305株）、株式の分割（86.64株）および端株の買取り（2.13株）による

ものであり、減少は消却によるものであります。 

３ 配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

①平成17年９月９日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項 

配当金の総額          464百万円 

１株当たり配当額        750円 

基準日             平成17年６月30日 

効力発生日         平成17年９月９日 

②平成18年２月16日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

配当金の総額          696百万円 

１株当たり配当額      1,125円 

基準日        平成17年12月31日 

効力発生日      平成18年３月16日 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  平成18年９月22日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

配当金の総額        1,038百万円 

配当の原資           利益剰余金 

1株当たり配当額        500円 

基準日        平成18年６月30日 

効力発生日      平成18年９月25日 

株式の種類 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

普通株式  636,043.00 1,608,778.27 122,703.00 2,122,118.27 

株式の種類 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

普通株式  16,659.59 151,393.77 122,703.00 45,350.36 



当連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

１ 発行済株式の種類および総数に関する事項 

２ 自己株式の種類および株式数に関する事項 

 (注)増加は取締役会決議による自己株式の取得（10,000株）および端株の買取り（2.52株）によるものであり、減少は

平成18年11月１日に実施した株式交換において代用自己株式として使用したことによるものであります。 

３ 配当に関する事項 

 配当金支払額 

 平成18年９月22日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項 

配当金の総額        1,038百万円 

１株当たり配当額        500円 

基準日             平成18年６月30日 

効力発生日         平成18年９月25日 

株式の種類 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

普通株式 2,122,118.27 － － 2,122,118.27 

株式の種類 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

普通株式 45,350.36 10,000.52 25,589.00 29,763.88 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１ ※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

１ ※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金   16,315百万円

預入期間が３か月を超える定期

預金 
－ 

現金及び現金同等物 16,315 

現金及び預金    59,601百万円

預入期間が３か月を超える定期

預金 
△1,699 

現金及び現金同等物 57,901 

２ ※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった

会社の資産および負債の内訳 

 株式の取得により新たに連結したことに伴う連

結開始時の資産および負債の内訳ならびに株式の

取得原価と取得のための支出（純額）との関係は

以下のとおりであります。 

２ ※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった

会社の資産および負債の内訳 

 株式の取得により新たに連結したことに伴う連

結開始時の資産および負債の内訳ならびに株式の

取得原価と取得のための支出（純額）との関係は

以下のとおりであります。 

(1)㈱フードスコープ 

流動資産     760百万円

固定資産 3,841 

のれん 1,026 

流動負債 △2,019 

固定負債 △3,106 

支配獲得時の当社グループ持分 △201 

㈱フードスコープの取得価額 300 

㈱フードスコープの現金及び現

金同等物 
223 

差引：㈱フードスコープ取得の

ための支出 
76 

(1)フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱ 

流動資産     4,607百万円

固定資産 2,781 

のれん 3,667 

流動負債 △5,834 

固定負債 △2,994 

支配獲得時の当社グループ持分 △214 

フジオーネ・テクノ・ソリュー

ションズ㈱の取得価額 
2,014 

フジオーネ・テクノ・ソリュー

ションズ㈱の現金及び現金同等

物 

414 

差引：フジオーネ・テクノ・ソ

リューションズ㈱取得のための

支出 

1,599 

 (2)㈱フレッシュボックス 

流動資産     31百万円

固定資産 6 

のれん 120 

流動負債 △0 

少数株主持分 △8 

支配獲得時の当社グループ持分 △50 

㈱フレッシュボックスの取得価

額 
100 

㈱フレッシュボックスの現金及

び現金同等物 
31 

差引：㈱フレッシュボックス取

得のための支出 
68 

 (2)㈱日設グループ・コア 

流動資産        9百万円

固定資産 252 

のれん 2,033 

流動負債 △54 

固定負債 △47 

支配獲得時の当社グループ持分 △202 

㈱日設グループ・コアの取得価

額 
1,992 

㈱日設グループ・コアの現金及

び現金同等物 
8 

差引：㈱日設グループ・コア取

得のための支出 
1,983 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

 (3)GWG America, Inc. 

流動資産    806百万円

固定資産 1,302 

のれん 75 

流動負債 △18 

固定負債 △821 

少数株主持分 △74 

支配獲得時の当社グループ持分 △109 

GWG America, Inc.の取得価額 1,160 

GWG America, Inc.の現金及び

現金同等物 729 

差引：GWG America, Inc.取得

のための支出 430 

 (3)㈱ユージー・グローイングアップ東京 

流動資産       12百万円

固定資産 1,274 

のれん 1,439 

固定負債 △33 

㈱ユージー・グローイングアッ

プ東京の取得価額 
2,693 

㈱ユージー・グローイングアッ

プ東京の現金及び現金同等物 
2 

差引：㈱ユージー・グローイン

グアップ東京取得のための支出 
2,691 

 (4)Food Scope America, Inc. 

流動資産 0百万円

固定資産 117 

のれん 6 

流動負債 △0 

少数株主持分 △6 

支配獲得時の当社グループ持分 △117 

Food Scope America, Inc.の取

得価額 ― 

Food Scope America, Inc.の現

金及び現金同等物 ― 

差引：Food Scope America, 

 Inc.取得のための支出 ― 

 (4)日本シルバーサービス㈱ 

流動資産    1,890百万円

固定資産 7,252 

のれん 2,940 

流動負債 △2,427 

固定負債 △9,258 

日本シルバーサービス㈱の取得

価額 
397 

日本シルバーサービス㈱の現金

及び現金同等物 
497 

差引：日本シルバーサービス㈱

取得による収入 
100 

 (5)Food Scope MIDTOWN, LLC 

流動資産    3百万円

固定資産 228 

のれん 66 

流動負債 △37 

固定負債 △259 

支配獲得時の当社グループ持分 △2 

Food Scope MIDTOWN, LLCの取

得価額 ― 

Food Scope MIDTOWN, LLCの現

金及び現金同等物 ― 

差引：Food Scope MIDTOWN,  

LLC取得のための支出 ― 

 (5)㈱グッドウィル・プレミア 

流動資産  148,830百万円

固定資産 46,898 

のれん 22,173 

流動負債 △101,991 

固定負債 △17,000 

少数株主持分 △25,323 

支配獲得時の当社グループ持分 △1,058 

㈱グッドウィル・プレミアの取

得価額 
72,528 

㈱グッドウィル・プレミアの現

金及び現金同等物 
56,882 

差引：㈱グッドウィル・プレミ

ア取得のための支出 
15,645 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

 (6)Food Scope L.A., LLC 

流動資産    0百万円

のれん 3 

流動負債 △3 

支配獲得時の当社グループ持分 △0 

Food Scope L.A., LLCの取得価

額 ― 

Food Scope L.A., LLCの現金及

び現金同等物 ― 

差引：Food Scope L.A., LLC取

得のための支出 ― 

 (6)㈱バンテクノ 

流動資産    5,915百万円

固定資産 1,853 

のれん 11,703 

流動負債 △2,792 

固定負債 △893 

㈱バンテクノの取得価額 15,786 

㈱バンテクノの現金及び現金同

等物 
3,291 

差引：㈱バンテクノ取得のため

の支出 
12,494 

 (7)Food Scope NY, LLC 

流動資産 127百万円

固定資産 585 

のれん 974 

流動負債 △545 

固定負債 △988 

支配獲得時の当社グループ持分 △153 

Food Scope NY, LLCの取得価額 ― 

Food Scope NY, LLCの現金及び

現金同等物 14 

差引：Food Scope NY, LLC取得

による収入 14 

  

 ―――――― ３ ※３ 当連結会計年度に事業の譲受により増加した

資産の主な内訳は以下のとおりであります。  

 (1)Alternative Staffing Solutions, Inc. 

 (2)その他６社 

固定資産 276百万円 

のれん  503 

差引：事業譲受による支出 779 

固定資産 600百万円 

のれん 140 

流動負債 △26 

差引：事業譲受による支出 715 

３ ※４ 重要な非資金取引の内容 

当連結会計年度において以下の重要な非資金取引

があります。 

新株予約権の行使    

新株予約権の行使による資

本金増加額  
12,500 百万円

新株予約権の行使による資

本準備金増加額  
12,499   

合  計 24,999   

新株予約権の行使による新

株予約権付社債減少額 
25,000   

４ ※５ 重要な非資金取引の内容 

 当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・

リース取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ

277百万円であります。 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

  
器具及び
備品 

（百万円） 

車両 
運搬具 

（百万円） 

ソフト 
ウェア 

（百万円） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円）

取得価額
相当額 

4,849 668 1,285 146 6,950

減価償却
累計額相
当額 

1,780 360 538 106 2,786

減損損失
累計額相
当額 

64 － － － 64

期末残高
相当額 

3,004 308 747 39 4,099

器具及び
備品 

（百万円）

車両 
運搬具 

（百万円）

ソフト 
ウェア 

（百万円） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円）

取得価額
相当額 

8,008 5,661 2,380 384 16,434

減価償却
累計額相
当額 

3,525 2,992 1,532 186 8,237

減損損失
累計額相
当額 

849 2,367 328 － 3,545

期末残高
相当額 

3,632 301 519 198 4,652

(2)未経過リース料期末残高相当額等 (2)未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額  

 １年以内 1,424百万円

 １年超 2,843 

  合計 4,267 

リース資産減損勘定の残高 57 

未経過リース料期末残高相当額  

 １年以内 1,931百万円

 １年超 3,606 

  合計 5,538 

リース資産減損勘定の残高 3,022 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額および減損損失 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額および減損損失 

支払リース料 1,343百万円

リース資産減損勘定の取崩額 7 

減価償却費相当額 1,231 

支払利息相当額 135 

減損損失 19 

支払リース料     2,984百万円

リース資産減損勘定の取崩額 515 

減価償却費相当額 2,703 

支払利息相当額 279 

減損損失 664 

(4)減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 

減価償却費の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

(4)減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

   利息相当額の算定方法 

          同左 

 ２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 １年以内      210百万円

 １年超 381 

 合計 592 

 ２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

（貸主側） 

 未経過リース料           

 １年以内 3,997百万円

 １年超 17,399 

 合計 21,397 

 未経過リース料           

 １年以内         24百万円

 １年超 77 

 合計 101 



次へ 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

(1）その他有価証券で時価のあるもの 

(2）当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

(3）時価評価されていない有価証券 

① その他有価証券 

区分 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 
      

① 株式 0 0 0 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 0 0 0 

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 
      

① 株式 ― ― ― 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 0 0 0 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

98 3 ― 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

① 非上場株式 514 

② その他 81 

合計 595 



当連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

(1）その他有価証券で時価のあるもの 

(2）時価評価されていない有価証券 

① その他有価証券 

区分 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 
      

① 株式 13 18 5 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 13 18 5 

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 
      

① 株式 1,101 961 △140 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 1,101 961 △140 

合計 1,114 979 △135 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

① 非上場株式 774 

② その他 101 

合計 876 



（デリバティブ取引関係） 

 ２ 取引の時価等に関する事項 

  前連結会計年度（平成18年６月30日） 

 該当事項はありません。金利スワップおよび金利キャップ取引を行なっておりますが、ヘッジ会計を適用しており

ますので、注記対象から除いております。 

  当連結会計年度（平成19年６月30日）  

 (注)１ 時価の算定方法 

 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

   ２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１ 取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容および利用目的 

 当社が利用しているデリバティブ取引として、金

利スワップおよび金利キャップ取引があります。そ

の利用目的は、借入金の変動金利支払に関する将来

の金利上昇の影響を一定の範囲に限定するためであ

ります。 

１ 取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容および利用目的 

同左 

(2）取引に対する取り組み方針 

 当社の利用している金利関連のデリバティブ取引

については、借入金の調達資金に係る金利変動によ

るリスク軽減目的を達成する範囲で行う方針であ

り、投機目的のための利用は一切しない方針であり

ます。 

(2）取引に対する取り組み方針 

同左 

(3）取引に係るリスクの内容 

 当社の利用している金利スワップおよび金利キャ

ップ取引については、借入金の変動支払金利を一定

の範囲に限定するものであり、当該取引に係るリス

クはほとんどないと判断しております。 

(3）取引に係るリスクの内容 

同左 

(4）取引に係るリスク管理体制 

 当社の利用するデリバティブ取引は、個別に取締

役会で承認を得て、これに基づき当該契約締結業務

は財務経理担当部署が担当しております。 

 また、半年毎の決算報告取締役会において、担当

役員より取引状況を報告しております。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

同左 

対象物の種類 取引の種類 契約額等 (百万円) 時価 (百万円) 評価損益 (百万円)

通貨 

為替予約取引 

買建  

米ドル  

  

9,807

  

  

10,037

  

  

229

  

通貨オプション取引 

売建 

買建 

  

27 

13 

  

△1 

30 

  

25 

16 

金利  

金利スワップ取引  

 支払固定・受取変動 

  

5,075 

  

△45 

  

△45 

金利オプション取引 

 キャップ取引 

  

10,100 

  

1 

  

△44 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社および一部の連結子会社は、確定給付型の制度

として退職一時金制度を採用しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社および一部の国内連結子会社は確定給付型の制

度として退職一時金制度を採用しております。 

また、一部の在外連結子会社は、確定拠出型の退職

給付制度を採用しております。 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 41百万円

退職給付引当金 41  

退職給付債務 4,744百万円

未認識数理計算上の差異 △191  

退職給付引当金 4,552  

（注）退職給付債務の算定にあたっては、簡便法を採用

しております。 

（注）退職給付債務の算定にあたっては、当社および一

部の連結子会社については簡便法を採用しており

ます。 

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

勤務費用 25百万円

退職給付費用 25  

 簡便法を採用している国内連結子会社の退職給付費

用および在外連結子会社の拠出額は、「勤務費用」に

計上しております。 

勤務費用 485百万円

利息費用 24  

退職給付費用 510  

   ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準 

(2) 割引率  1.2% 

(3) 数理計算上の差異の処理年数   

 各連結会計年度の発生額を翌連結会計年度に

一括費用処理することとしております。 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（平成19年６月30日） 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

（繰延税金資産）   

未払事業税    435百万円

未払事業所税 37 

貸倒引当金繰入限度超過額 92 

ソフトウェア損金算入限度超過額 447 

退職給付引当金繰入限度超過額 13 

のれん償却限度超過額 170 

繰延ヘッジ損益 41 

繰越欠損金 531 

その他 91 

繰延税金資産合計 1,861 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 4 

繰延税金資産純額 1,856 

（繰延税金資産（流動））   

賞与引当金繰入限度超過額 3,322百万円

未払費用 2,655 

データ装備費引当金 1,330 

介護報酬返還引当金 739 

未払事業税 616 

事業撤退損失引当金 524 

未払事業所税 239 

その他 3,942 

小計 13,372 

評価性引当額 △2,142 

繰延税金資産（流動）合計 11,229 

（繰延税金資産（固定））   

減損損失 15,030 

繰越欠損金 12,125 

退職給付引当金繰入限度超過額 1,487 

ソフトウェア損金算入限度超過額 512 

その他 3,173 

小計 32,327 

評価性引当額 △28,474 

繰延税金資産（固定）合計 3,854 

繰延税金資産純額 15,084 

（繰延税金負債（固定））   

その他有価証券評価差額金 △574百万円

その他 △502 

繰延税金負債（固定）合計 △1,076 

繰延税金負債純額 14,007 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.3 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△8.7 

住民税均等割等 12.3 

のれん償却額 16.8 

IT投資減税 △2.0 

評価性引当額 △8.5(*)

その他 △0.7 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.2 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異については、税金等調整前当期純損失が計上さ

れているため記載しておりません。 

  

(*)一部の子会社において、繰延税金の回収可能性を

検討した結果、計上を行っていないものがあるた

めです。 

 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 （注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1）人材派遣・請負事業……人材派遣・請負、警備・建設関係作業請負、技術者派遣、シニア派遣 

(2）人材関連事業……社員カウンセリングプログラム（EAP）、人材採用支援、再就職支援 

          (3）介護・医療支援事業……在宅介護、施設介護、マッサージ師の事務代行 

      (4) シニアレジデンス・レストラン事業……シニアレジデンスの運営、飲食店の経営、食料品の販売 

          (5) その他……ペットケア、保育所の運営 

３ 当連結会計年度からシニアレジデンスを運営する子会社を連結の対象とし、また飲食店を経営する子会社を

連結の範囲に含めたため、「シニアレジデンス・レストラン事業」セグメントを新たに追加しております。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「固定資

産の減損に係る会計基準」を適用しております。この適用により、シニアレジデンス・レストラン事業におい

て84百万円の減損損失を計上しております。 

  

人材派遣 

・請負 

（百万円） 

人材関連 

（百万円） 

介護・医療

支援 

（百万円）

シニアレジデ

ンス・レスト

ラン  

（百万円） 

その他 

 （百万円）

計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                 

売上高                 

(1）外部顧客に対する売上

高 
114,602 2,661 63,684 3,871 1,128 185,948 － 185,948

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
320 7 1 179 3 512 (512) －

計 114,923 2,668 63,685 4,051 1,132 186,460 (512) 185,948

営業費用 106,740 2,966 62,737 5,236 1,272 178,953 (900) 178,052

営業利益(又は営業損失) 8,182 (298) 948 (1,184) (140) 7,507 387 7,895

Ⅱ 資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出 
                

資産 29,096 10,408 77,677 33,918 1,038 152,138 (12,596) 139,541

減価償却費 1,105 83 607 218 19 2,034 111 2,146

減損損失 － － － 84 － 84 － 84

資本的支出 1,735 33 3,606 6,654 27 12,057 11 12,068



当連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

 （注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1）人材派遣・請負事業……人材派遣・請負、警備・建設関係作業請負、技術者派遣、シニア派遣 

          (2）介護・医療支援事業……在宅介護、施設介護、マッサージ師の事務代行 

          (3) その他……シニアレジデンスの運営、飲食店の経営、食料品の販売、ペットケア、保育所の運営 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は4,437百万円であり、その主なも 

 のは当社の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は33,937百万円であり、その主なものは当社で 

 の余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

５ 事業区分の方法の変更 

  事業区分は従来「人材派遣・請負事業」、「人材関連事業」、「介護・医療支援事業」、「シニアレジデン

ス・レストラン事業」及び「その他事業」の５区分としておりましたが、当連結会計年度から「人材派遣・請

負事業」、「介護・医療支援事業」及び「その他事業」の３区分に変更いたしました。 

 従来「人材関連事業」及び「シニアレジデンス・レストラン事業」として表示していた事業は、連結子会社

の増加により当該事業の割合が低下し、重要性が乏しくなったため、「その他事業」に含めて表示する方法に

変更いたしました。 

 なお、前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報を当連結会計年度の事業区分により表示すると次のと

おりとなります。 

  
人材派遣・請負 

（百万円） 

介護・医療支援

（百万円） 

その他 

 （百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 410,329 84,433 14,238 509,001 － 509,001

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
1,012 － 1,061 2,074 (2,074) －

計 411,341 84,434 15,299 511,075 (2,074) 509,001

営業費用 394,838 89,278 17,758 501,875 (2,820) 499,055

営業利益(又は営業損失) 16,503 (4,844) (2,459) 9,200 745 9,945

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
            

資産 272,066 63,242 55,688 390,997 (24,359) 366,638

減価償却費 2,732 1,610 1,162 5,506 433 5,939

減損損失 126 25,123 5,962 31,213 － 31,213

資本的支出 4,144 1,345 10,248 15,738 173 15,912



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 本邦の売上高および資産の金額は、全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額

に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

 (1)北米：アメリカ 

 (2)欧州：オランダ、イギリス 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は4,437百万円であり、その主なも

のは当社の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は33,937百万円であり、その主なものは当社での

余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

  
人材派遣・請負 

（百万円） 

介護・医療支援

（百万円） 

 その他 

 （百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 114,602 63,684 7,661 185,948 － 185,948

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
320 1 190 512 (512) －

計 114,923 63,685 7,851 186,460 (512) 185,948

営業費用 106,740 62,737 9,474 178,953 (900) 178,052

営業利益(又は営業損失) 8,182 948 (1,623) 7,507 387 7,895

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
            

資産 29,096 77,677 45,365 152,138 (12,596) 139,541

減価償却費 1,105 607 321 2,034 111 2,146

減損損失 － － 84 84 － 84

資本的支出 1,735 3,606 6,715 12,057 11 12,068

 
日本 

（百万円） 

北米  

（百万円） 

欧州  

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

 売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 421,491 63,657 23,851 509,001 － 509,001

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 194 － － 194 (194) －

計 421,685 63,657 23,851 509,195 (194) 509,001

 営業費用 412,289 63,682 23,821 499,793 (738) 499,055

 営業利益(又は営業損失) 9,396 (25) 29 9,401 544 9,945

Ⅱ 資産 329,539 48,135 13,798 391,473 (24,835) 366,638



【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

  海外売上高は連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

 (1)北米：アメリカ 

 (2)欧州：オランダ、イギリス 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

   北米 欧州  計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 63,657 23,851 87,509

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  － 509,001

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 12.5 4.7 17.2



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１ 役員及び個人主要株主等 

（注）１ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

   ※１ 市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

      ※２ 不動産鑑定士による鑑定評価を基礎として決定いたました。 

      ※３ 当社が賃借している駐車場の一部を、同条件で転貸しているものであります。 

※４ ㈱フードスコープの銀行借入（1,093百万円）及び割賦債務(700百万円)につき、債務保証を行ったも

のであります。この他に保証債務の予約残高が295百万円あります。 

   ※５ 市場金利等を勘案して合理的に決定しております。 

      ※６ 有価証券発行会社の将来収益等を勘案して決定しております。 

２ ㈱フードスコープは平成17年12月31日をもって連結対象子会社となっているため、取引金額は関連当事者

であった期間である当連結会計年度期首より平成17年12月31日までの取引高であり、期末残高、資本金およ

び議決権の所有割合は同日時点のものであります。 

３ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  （単位：百万円）

属性 
会社等名
称 

住所 
資本金又
は出資金 

事業内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
(％) 

関係内容 

取引内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等 

事実上
の関係 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等（当該

会社等の子

会社を含

む） 

㈲折口総

研 

東京都

大田区 
3 

コンサルタ

ント業、企

画・調査業 

（被所有） 

直接 29.7 
1名 ― 

航空機使用料

（※１） 
45 ― ― 

土地の売却

（※２） 
1,270  ― ― 

駐車場使用料

（※３） 
4  立替金 0 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等（当該

会社等の子

会社を含

む） 

㈱フード

スコープ 

(注２) 

東京都

渋谷区 
300 

飲食店の経

営 

（所有） 

直接 35.9 
1名 ― 

金融機関から

の借入金に対

する保証 

（※４） 

1,793 ― ― 

貸付金利息

（※５） 
12 ― ― 

社債利息 

（※５） 
9 社債 700 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等（当該

会社等の子

会社を含

む） 

インター

ナショナ

ルマーケ

ティング

㈲ 

東京都

港区 
10 

コンサルタ

ント業 
― ― ― 

有価証券の売

買（※６） 
300 ― ― 



当連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

１ 役員及び個人主要株主等 

（注）１ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

   ※１ 市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

      ※２ 当社が賃借している駐車場の一部を、同条件で転貸しているものであります。 

      ※３ 有価証券発行会社の将来収益等を勘案して決定しております。 

２ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等は含まれておりま

す。 

  （単位：百万円）

属性 
会社等名
称 

住所 
資本金又
は出資金 

事業内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
(％) 

関係内容 

取引内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等 

事実上
の関係 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等（当該

会社等の子

会社を含

む） 

㈲折口総

研 

東京都

大田区 
3 

コンサルタ

ント業、企

画・調査業 

（被所有） 

直接 29.1 
1名 ― 

航空機使用料

（※１） 
48 ―  ― 

駐車場使用料

（※２） 
5  立替金 1 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等（当該

会社等の子

会社を含

む） 

インター

ナショナ

ルマーケ

ティング

㈲ 

東京都

港区 
10 

コンサルタ

ント業 
― ― ― 

有価証券の取

得（※３） 
433 ― ―  



（企業結合等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

（フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱の株式取得） 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称

及び取得した議決権比率 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年８月１日から平成19年６月30日まで 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

６．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の

概算額 

 売上高    1,892百万円 

 経常利益     3百万円 

概算額の算定方法及び重要な前提条件 

 概算額の算定につきましては、フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱の期首から企業結合日までの売上高及

び経常利益を記載しております。 

 なお、連結損益計算書に及ぼす影響の概算額については監査証明を受けておりません。 

７．その他 

 フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱は平成18年10月１日に当社子会社の㈱グッドウィル・エンジニアリン

グとフジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱を存続会社として合併しており、同日に㈱グッドウィル・エンジニ

アリングへと商号変更しております。 

被取得企業の名称 フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱ 

取得した事業の内容 技術者派遣 

企業結合を行った理由 市場競争力強化 

企業結合日 平成18年７月31日 

企業結合の法的形式 株式取得  

結合後企業の名称 フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱ 

取得した議決権比率 100％ 

取得の対価    

 現金 2,007百万円 

取得に直接要した費用    

 業務提供報酬 6百万円 

取得原価 2,014百万円 

 なお、上記の他に㈱日設グループ・コアからの214百万円の出資があります。 

のれんの金額 3,667百万円 

発生原因 今後の事業展開によって期待される将来の収益力から発生したものであります。

償却の方法及び償却期間 のれんの償却については、20年間で均等償却しております。 

流動資産 4,607百万円 

固定資産 2,781百万円 

流動負債 5,834百万円 

固定負債 2,994百万円 



（㈱日設グループ・コアの株式取得） 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称

及び取得した議決権比率 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年８月１日から平成19年６月30日まで 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

６．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の

概算額 

 当該影響額に重要性が乏しいため省略しております。 

 なお、連結損益計算書に及ぼす影響の概算額については監査証明を受けておりません。 

被取得企業の名称 ㈱日設グループ・コア 

取得した事業の内容 その他事業 

企業結合を行った理由 

子会社であるフジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱の展開する

技術者派遣においてシナジー効果が発揮され、収益拡大が見込まれ

るため。 

企業結合日 平成18年７月31日 

企業結合の法的形式 株式取得  

結合後企業の名称 ㈱日設グループ・コア 

取得した議決権比率 100％ 

取得の対価    

 現金 1,992百万円 

 尚、上記の他にフジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱からの202百万円の出資があります。 

のれんの金額 2,033百万円 

発生原因 今後のフジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱の事業展開によって期待される

将来の収益力から発生したものであります。 

償却の方法及び償却期間 のれんの償却については、20年間で均等償却しております。 

流動資産 9百万円 

固定資産 252百万円 

流動負債 54百万円 

固定負債 47百万円 



（㈱ユージー・グローイングアップ東京の株式取得） 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称

及び取得した議決権比率 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年８月１日から平成19年６月30日まで 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

６．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の

概算額 

連結会計年度の開始の日より連結しているため、連結損益計算書への影響はありません。 

７．その他 

  ㈱ユージー・グローイングアップ東京は平成18年10月１日に当社子会社の㈱フードスコープと合併いたしました。

被取得企業の名称 ㈱ユージー・グローイングアップ東京 

取得した事業の内容 レストラン事業 

企業結合を行った理由 レストラン事業の拡大・成長 

企業結合日 平成18年７月12日 

企業結合の法的形式 株式取得  

結合後企業の名称 ㈱ユージー・グローイングアップ東京 

取得した議決権比率 100％ 

取得の対価    

 現金 2,663百万円 

取得に直接要した費用    

 株式譲渡契約情報提供料 30百万円 

取得原価 2,693百万円 

のれんの金額 1,439百万円 

発生原因 今後の事業展開によって期待される将来の収益力から発生したものであります。

償却の方法及び償却期間 のれんの償却については、20年間で均等償却しております。 

流動資産 12百万円 

固定資産 1,274百万円 

固定負債 33百万円 



（日本シルバーサービス㈱の株式取得） 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称

及び取得した議決権比率 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年６月１日から平成19年６月30日まで 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

６．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の

概算額 

 日本シルバーサービス㈱の会計年度の開始の日より連結しているため、連結損益計算書への影響はありません。 

７．その他 

 日本シルバーサービス㈱の全保有株式を、平成19年５月31日に当社子会社である㈱コムスンから当社子会社であ

る㈱プレミア・メディカルケアへ譲渡しております。 

被取得企業の名称 日本シルバーサービス㈱ 

取得した事業の内容 有料老人ホーム経営 

企業結合を行った理由 施設介護事業の更なる強化 

企業結合日 平成18年７月３日 

企業結合の法的形式 株式取得  

結合後企業の名称 日本シルバーサービス㈱ 

取得した議決権比率 93.75％ 

取得の対価    

 現金 367百万円 

取得に直接要した費用    

 業務提供報酬 30百万円 

取得原価 397百万円 

のれんの金額 2,940百万円 

発生原因 今後の事業展開によって期待される将来の収益力から発生したものであります。

償却の方法及び償却期間 のれんの償却については、20年間で均等償却しております。 

流動資産 1,890百万円 

固定資産 7,252百万円 

流動負債 2,427百万円 

固定負債 9,258百万円 



（ヒュー・マネジメント・ジャパン㈱の完全子会社化） 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称

及び取得した議決権比率 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年７月１日から平成19年６月30日まで 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

４．株式の種類別の交換比率及び其の算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

７．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概

算額 

 少数株主損失      54百万円 

 当期純利益     54百万円 

概算額の算定方法及び重要な前提条件 

 概算額の算定につきましては、連結会計年度に計上されたヒュー・マネジメント・ジャパン㈱から発生する少数

株主損失を記載しております。 

 なお、連結損益計算書に及ぼす影響の概算額については監査証明を受けておりません。 

８．その他 

  ヒュー・マネジメント・ジャパン㈱は平成18年11月２日に㈱グッドウィル・ヒュー・マネジメントに商号変更いた

しました。また平成19年３月１日に㈱グッドウィルを存続会社として合併しております。 

被取得企業の名称 ヒュー・マネジメント・ジャパン㈱ 

取得した事業の内容 再就職支援事業・シニア派遣事業 

企業結合を行った理由 競争力強化 

企業結合日 平成18年11月１日 

企業結合の法的形式 株式交換  

結合後企業の名称 ヒュー・マネジメント・ジャパン㈱ 

取得した議決権比率 33.25％ 

取得の対価    

 当社の自己株式 2,339百万円 

取得に直接要した費用    

 アドバイザリー手数料 8百万円 

取得原価 2,347百万円 

株式の種類及び交換比率 普通株式 

グッドウィル・グループ㈱1：ヒュー・マネジメント・ジャパン㈱1.21 

交換比率の算定方法 市場株価方式及びＤＣＦ（ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー）方式によ

る分析をそれぞれ行い、それらの結果を総合的に勘案して株式交換比率を算定い

たしました。 

交付株式数及び評価額 25,589株 2,339百万円 

のれんの金額 1,278百万円 

発生原因 今後の事業展開によって期待される将来の収益力から発生したものであります。

償却の方法及び償却期間 のれんの償却については、20年間で均等償却しております。 

流動資産 1,221百万円 

固定資産 118百万円 

流動負債 212百万円 



（㈱クリスタルの株式取得） 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称

及び取得した議決権比率 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年10月１日から平成19年３月31日まで 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

なお、暫定的な会計処理の確定および見直しによるのれんの額の修正により、企業結合日に受け入れた資産及び負

債の額を修正しております。 

６．企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及びそれらの今後の会計処理方針 

 企業結合日に受け入れた資産には、連結子会社であるAmerican Crystal Holdings, Inc. の連結財務諸表に計上

されている9,955百万円ののれんが含まれております。なお、暫定的な会計処理の見直によりのれんの額を修正し

ております。一部の買収契約に関連して、最大1,936百万円（平成19年３月31日）の利益成果条項による支払いが

発生する可能性があります。この利益成果条項による支払については発生時の費用、または、既に計上したのれん

の修正となります。 

 また、他の買収契約に関連して一部の経営者及び一部の従業員に対して平成20年９月30日まで有効な長期インセ

ンティブプランがあります。この長期インセンティブプランにより最大1,068百万円（平成19年３月31日現在）の

支払いが生じる可能性があります。 

 企業結合日に受け入れた資産には、連結子会社であるGW Premier Europe B.V. の連結財務諸表に計上されてい

る4,133百万円ののれんが含まれております。なお、暫定的な会計処理の見直によりのれんの額を修正しておりま

す。一部の買収契約に関連して、平成19年７月31日を期限とする利益成果条項を結んでおり、平成19年３月31日現

在で212百万円をのれんの修正額として計上しております。この利益成果条項による支払については発生時の費

用、または、既に計上したのれんの修正となります。 

７．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の

概算額 

 売上高  266,796百万円  

 経常利益  12,445百万円 

概算額の算定方法及び重要な前提条件 

概算額の算定につきましては、㈱クリスタル及び連結子会社の各売上高及び経常利益を、期首から18年９月30日ま

での期間を合算して記載しております。 

なお、連結損益計算書に及ぼす影響の概算額については監査証明を受けておりません。 

８．その他 

㈱クリスタルは平成19年５月１日付で㈱グッドウィル・プレミアに商号変更しております。 

被取得企業の名称 ㈱クリスタル 

取得した事業の内容 人材派遣事業等 

企業結合を行った理由 

当社グループの事業領域とクリスタルグループが展開する事業領域

が、大部分においてオーバーラッピングしており、業務面でのシナ

ジー効果が発揮され、収益拡大が見込めるため。 

企業結合日 平成18年10月31日 

企業結合の法的形式 株式取得  

結合後企業の名称 ㈱クリスタル 

取得した議決権比率 67％ 

取得の対価    

 現金 72,498百万円 

取得に直接要した費用    

 業務提供報酬 30百万円 

取得原価 72,528百万円 

尚、上記の他に㈱バンテクノからの1,058百万円の出資があります。 

のれんの金額 22,173百万円 

なお、暫定的な会計処理の確定によりのれんの額を修正しております。 

発生原因 今後の事業展開によって期待される将来の収益力から発生したものであります。

償却の方法及び償却期間 のれんの償却については、20年間で均等償却しております。 

流動資産 148,830百万円 

固定資産 46,898百万円 

流動負債 101,991百万円 

固定負債 17,000百万円 



（㈱バンテクノの株式取得） 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称

及び取得した議決権比率 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年10月１日から平成19年３月31日まで 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

なお、暫定的な会計処理の確定によるのれんの額の修正により、企業結合日に受け入れた資産及び負債の額を修正

しております。 

６．企業結合が中間連結会計期間の開始の日に完了したと仮定した場合の当中間連結会計期間の中間連結損益計算書に

及ぼす影響の概算額 

 売上高  7,395百万円  

 経常利益  897百万円 

概算額の算定方法及び重要な前提条件 

概算額の算定につきましては、㈱バンテクノの売上高及び経常利益を、期首から平成18年９月30日までの期間につ

いて記載しております。 

なお、連結損益計算書に及ぼす影響の概算額については監査証明を受けておりません。 

被取得企業の名称 ㈱バンテクノ 

取得した事業の内容 人材派遣・請負事業 

企業結合を行った理由 

当社グループの事業領域とクリスタルグループが展開する事業領域

が、大部分においてオーバーラッピングしており、業務面でのシナ

ジー効果が発揮され、収益拡大が見込めるため。 

企業結合日 平成18年10月31日 

企業結合の法的形式 株式取得  

結合後企業の名称 ㈱バンテクノ 

取得した議決権比率 100％ 

取得の対価    

 現金 15,786百万円 

のれんの金額 11,703百万円 

なお、暫定的な会計処理の確定によりのれんの額を修正しております。 

発生原因 今後のクリスタルグループの事業展開によって期待される将来の収益力から発生

したものであります。 

償却の方法及び償却期間 のれんの償却については、20年間で均等償却しております。 

流動資産 5,915百万円 

固定資産 1,853百万円 

流動負債 2,792百万円 

固定負債 893百万円 



（フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱と㈱グッドウィル・エンジニアリングの合併） 

１．技術者派遣事業を営む結合当事企業(２社)の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並

びに取引の目的を含む取引の概要 

２．実施した会計処理の概要 

 上記合併は、共通支配下の取引に該当するため、内部取引としてすべて消去しております。したがって、当該会

計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。 

（㈱フードスコープと㈱ユージー・グローイングアップ東京の合併） 

１．レストラン事業を営む結合当事企業(２社)の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並

びに取引の目的を含む取引の概要 

２．実施した会計処理の概要 

 上記合併は、共通支配下の取引に該当するため、内部取引としてすべて消去しております。したがって、当該会

計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。 

（㈱グッドウィルと㈱グッドウィル・ヒュー・マネジメントの合併） 

１．人材派遣・請負事業を営む結合当事企業(２社)の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名

称並びに取引の目的を含む取引の概要 

２．実施した会計処理の概要 

 上記合併は、共通支配下の取引に該当するため、内部取引としてすべて消去しております。したがって、当該会

計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。 

（１）結合当企業の名称 フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱ ㈱グッドウィル・エンジニアリング 

（２）主な事業の内容 技術者派遣事業  技術者派遣事業 

（３）企業結合の法的形式 合併 

（４）結合後企業の名称  ㈱グッドウィル・エンジニアリング 

（５）取引の目的を含む取引の概要 

グループの経営体質の更なる強化と、事業領域の拡大を図り、特定派遣事業にお

ける、拡大成長とシェアアップを目的として、平成18年10月１日を合併日とし、

フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱を存続会社とする吸収合併方式によっ

ており、㈱グッドウィル・エンジニアリングは同日に解散しております。 

なお、フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱は同日に㈱グッドウィル・エン

ジニアリングへと商号変更いたしております。 

また、合併に際しては、新株式の発行及び資本増加は行いません。 

（１）結合当企業の名称 ㈱フードスコープ ㈱ユージー・グローイングアップ東京 

（２）主な事業の内容 レストラン事業 レストラン事業 

（３）企業結合の法的形式 合併 

（４）結合後企業の名称  ㈱フードスコープ 

（５）取引の目的を含む取引の概要 

レストラン事業の拡大・成長を目指して、平成18年10月１日を合併日とし、㈱フ

ードスコープを存続会社とする吸収合併方式によっており、㈱ユージー・グロー

イングアップ東京は同日に解散しております。 

（１）結合当企業の名称 ㈱グッドウィル ㈱グッドウィル・ヒュー・マネジメント

（２）主な事業の内容 人材派遣事業 再就職支援事業 

（３）企業結合の法的形式 合併 

（４）結合後企業の名称  ㈱グッドウィル 

（５）取引の目的を含む取引の概要 

グループ経営資源の集中とグループ経営体質の強化を図り、人材派遣事業におけ

るさらなる拡大成長とシェアアップを目的として、平成19年３月１日を合併日と

し、㈱グッドウィルを存続会社とする吸収合併方式によっており、㈱グッドウィ

ル・ヒュー・マネジメントは同日に解散しております。 



（Alternative Staffing Solutions, Inc. 他３社からの事業譲受） 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称

及び取得した議決権比率 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成19年１月１日から平成19年３月31日まで 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

６．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概

算額 

 売上高  3,538百万円  

 経常利益  126百万円 

概算額の算定方法及び重要な前提条件 

 概算額の算定につきましては、Alternative Staffing Solutions, Inc. 他３社の売上高及び経常利益を、同社

の期首から平成18年12月31日までの期間について記載しております。 

 なお、連結損益計算書に及ぼす影響の概算額については監査証明を受けておりません。 

７．その他 

Talent Tree Crystal, inc.は平成19年５月１日付でTalent Tree, inc.に商号変更しております。 

被取得企業の名称 Alternative Staffing Solutions, Inc. 他３社 

取得した事業の内容 人材派遣・請負事業 

企業結合を行った理由 営業網の構築 

企業結合日 平成18年12月18日 

企業結合の法的形式 事業譲受 

結合後企業の名称 Talent Tree Crystal, inc. 

取得の対価       

 現金 779百万円   

のれんの金額 503百万円 

発生原因 今後のAlternative Staffing Solutions, Inc. 他３社から譲受けた事業の展開

によって期待される将来の収益力から発生したものであります。 

償却の方法及び償却期間 のれんの償却については、20年間で均等償却しております。 

固定資産 276百万円   



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

次へ 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１株当たり純資産額       23,783円09銭

１株当たり当期純利益      1,743円22銭

１株当たり純資産額       4,569円51銭

１株当たり当期純損失       19,510円20銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

(追加情報) 

 １ 「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成18年１月31

日付で改正されたことに伴い、当連結会計年度から繰延

ヘッジ損益（税効果調整後）の金額を普通株式に係る期

末の純資産額に含めております。 

 なお、前連結会計年度に係る連結財務諸表において採

用していた方式により算定した当連結会計年度の１株当

たり純資産額は、23,811円91銭であります。 

 

  

２ 当社は、平成18年３月１日に1株につき３株の割合を

もって株式の分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前連結会計年度における１株当たり情報について

は、以下のとおりであります。 

  

１株当たり純資産額       19,411円89銭

１株当たり当期純利益      744円57銭

  

  

  

  
前連結会計年度 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

当期純利益または当期純損失（△）（百万円） 3,429 △40,708 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益または当期純損失

（△）（百万円） 
3,429 △40,708 

普通株式の期中平均株式数（株） 1,967,608 2,086,508 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１ 当社子会社㈱コムスンは、平成18年7月3日開催の

取締役会において、有料老人ホーム・在宅介護事業

を展開する日本シルバーサービス㈱の株式を取得、

子会社化することを決議し、同日同社の株式を取得

いたしました。 

 (1) 取得の目的 

 有料老人ホームに強みを持つ日本シルバーサービ

ス㈱の株式取得により、施設介護事業をさらに強化

するためであります。 

(2) 取得する会社の事業内容、規模  

 日本シルバーサービス㈱の主な事業内容は、施設

介護事業であり、東京、神奈川を中心に、有料老人

ホーム35施設、グループホーム2施設、デイサービス

センター9ヶ所を展開しております。 

 平成18年5月期の同社の資本金は80百万円、売上高

は11,103百万円、経常損失は1,122百万円でありま

す。 

(3) 株式の取得先 

大平 浩氏 他4名  

(4) 取得する株式の数、取得価額および取得後の持分

比率 

①取得株式数  150,000株(議決権の数150,000個) 

②取得価額        367百万円 

③取得後の持分比率     93.8％ 

(5) 取得資金の調達方法 

 自己資金 

 １ 当社は平成19年７月10日に新株予約権を発行いたしま

した。新株予約権の詳細につきましては、「追加情報」

に記載のとおりであります。 

 また、同新株予約権は、平成19年７月11日から平成19

年８月20日までに全て権利行使されており、その内容は

以下のとおりであります。 

(1) 行使新株予約権           400,000個 

(2) 交付株式数             400,000株 

(3) 新株予約権の発行に伴う払込総額 10,200百万円 

(4) 新株予約権の行使に伴う払込総額  1,097百万円 

(5) 資本組入額            5,648百万円 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

 ２ 当社は、平成18年7月12日開催の取締役会におい

て、㈱ユージー・グローイングアップから平成18年7

月5日に分割された㈱ユージー・グローイングアップ

東京の株式を取得、子会社化すること決議し、同日

同社の株式を取得いたしました。  

 (1) 取得の目的 

 当社グループの営むレストラン事業の拡大・成長お

よび総合介護事業を展開する当社グループの㈱コムス

ンにおける施設介護、高齢者住宅への「食事の提供」

等を勘案し、総合的なグループ企業価値の向上につな

がると判断したためであります。  

(2) 取得する会社の事業内容、規模  

  ㈱ユージー・グローイングアップ東京の事業内容

は、レストラン事業であり、東京地区に9店舗を展開

しております。 

 同社の資本金は480百万円であり、㈱ユージー・グ

ローイングアップ東京に分割された9店舗の平成18年2

月期における業績は、売上高2,921百万円、営業利益

447百万円であります。なお、上記業績は、本社コス

トおよび減価償却費控除前（平成18年2月期の減価償

却費は約115百万円）のものであります。 

  (3) 株式の取得先 

 ㈱ユージー・グローイングアップ 

  (4) 取得する株式の数、取得価額および取得後の持分

比率 

①取得株式数   9,600株（議決権の数9,600個）

②取得価額       2,700百万円 

③取得後の持分比率     100.0％ 

  (5) 取得資金の調達方法 

  自己資金 

  (6)その他 

 平成18年10月1日をもって、当社グループの㈱フード

スコープを存続会社、㈱ユージー・グローイングアッ

プ東京を消滅会社とする吸収合併を行う予定でありま

す。 

 ２  当社は平成19年４月26日開催の取締役会において、

当社子会社である888 Consulting Group, Inc. （決算

日：３月31日）がThe Systems Group, Inc. の事業を

譲り受けることを決議し、同日、事業を譲り受けまし

た。これは、金融サービス分野およびヘルスケアにお

けるIT技術者派遣の市場規模の今後の急成長見込みに

対応し、当該市場における競争優位を加速させ、米国

北東部における事業基盤を確立するためであります。 

(1) 事業譲渡を受ける会社の事業内容 

 IT技術者派遣事業  

(2) 取得価額および条件付取得対価の内容 

 買収財産引渡時に593百万円および引き渡し後４

年間、利益成果条項による支払いが生じる可能性

があります。  

(3) 直近期の売上高 

17百万ＵＳドル 

(4) 資産および負債の額 

有形固定資産          0百万ＵＳドル

 



前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

 ３ 当社は、平成18年7月18日開催の取締役会におい

て、フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱の株式

を取得、子会社化すること決議し、平成18年7月31日、

同社の株式を取得いたしました。  

 (1) 取得の目的  

 当社グループの営む総合人材サービス業のうち、特に

技術者派遣事業分野において、当社グループの㈱グッド

ウィル・エンジニアリングとの融合による事業強化を図

るためであります。  

 (2) 取得する会社の事業内容、規模    

 フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱の主な事業

内容は、 

①情報システム(ソフトウェア・インフラ)の設計、開

発、構築 

②情報通信ネットワークの企画、開発、運用、保守 

③携帯電話/デジタル機器等の製品設計評価及び検証 

④電気/電子/通信部門、半導体の設計、開発 

⑤建築/土木の企画、設計、施工管理 

⑥データエントリー/DTP 

であります。 

 同社の平成18年3月期の資本金は480百万円、売上高は

20,477百万円、経常利益は344百万円であります。 

 (3) 株式の取得先  

 中尾 勇氏 

 (4)取得する株式の数、取得価額および取得後の持分比

率 

 ①取得株式数 

 フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱株式 

169,300株(議決権の数 169,300個) 

 ㈱日設グループ・コア株式 80株(議決権の数 80個)

 ②取得価額 

 フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱株式 

2,007百万円 

㈱日設グループ・コア株式 1,992百万円 

 ③取得後の持分比率 

  ㈱日設グループ・コアはフジオーネ・テクノ・ソリ

ューションズ㈱の発行済株式407,300株のうち168,000

株を保有しております。また、フジオーネ・テクノ・

ソリューションズ㈱は、㈱日設グループ・コアの発行

済株式149株のうち69株および自己株式70,000株を保有

しております。従って、上記株式取得後の当社の持分

比率は、フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱、

㈱日設グループ・コア共に、直接・間接保有を合わせ

て100.0％であります。 

 (5) 取得資金の調達方法 

   長期借入金 

 (6)その他 

  平成18年10月1日をもって、フジオーネ・テクノ・ソ

リューションズ㈱を存続会社、㈱グッドウィル・エン

ジニアリングを消滅会社とする吸収合併を行う予定で

あります。合併後の会社名は、㈱グッドウィル・エン

ジニアリングとする予定であります。 

 ３  当社は平成19年５月31日開催の取締役会において、当

社子会社であるGW Premier America, Inc. （決算日：

３月31日）が、

The Holland Group of Tennessee, Inc. の株式を

100％取得することを決議し、平成19年６月８日、株式

を取得しました。これは、米国内において軽作業派遣

および組立作業請負事業を展開している会社を子会社

化し、日本からより高度な軽作業派遣および作業請負

のノウハウを移転することにより事業規模を拡大する

ためであります。  

(1) 被取得会社の事業内容 

軽作業派遣および作業請負  

(2) 取得する株式の数、取得価額および条件付取得対価

の内容  

取得する株式の数 

買収・普通株転換請求権付優先株式 1,130,121株 

普通株式              257,382株 

取得した議決権比率            100％ 

取得価額および条件付取得対価  

株式引渡し時に2,520百万円および引渡し後１年

間、利益成果条項による支払いが生じる可能性が

あります。  

 なお、この買収に関連した借入金2,597百万円(平

成19年３月31日現在)に対応して、GW  Premier 

 America, Inc. とその子会社の総資産48,239百万

円(平成19年３月31日現在) が実質的に担保に供さ

れております。  

(3) 直近期の売上高 

13,313百万円 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

――――――  ４ 当社は、平成19年６月13日開催の取締役会において、

当社グループ内の全介護事業および介護関連事業につ

いての事業移行の基本方針を決議いたしました。これ

は、当社子会社である㈱コムスンが、介護保険制度に

対する信頼を著しく損ねた責任を取り、他事業者への

引き継ぎ終了をもって、当社グループとして全ての介

護サービス事業から撤退することによるものでありま

す。 

 当該事業移行につき、平成19年７月31日開催の取締

役会において、事業移行先の選定・交渉手続、その他

具体的な事項については、当社執行役員樋口公一に一

任することとし、その進捗状況は今後の取締役会へ報

告する旨を決議いたしました。 

 また、㈱コムスンの事業移行計画については、同取

締役会において以下のとおり決議いたしました。 

  (1) 事業移行についての基本方針 

・全ての利用者の意向を尊重し、確実かつ円滑にサー

ビスが継続されること 

・全ての従業員の意向を尊重し、確実かつ円滑に雇用

が継続されること 

・コムスンの事業を、在宅系サービスと居住系サービス

に分割して承継する 

・在宅系サービスについては、各自治体の意向に配慮し

て移行先選定を行うので、47都道府県別に分割するこ

とを原則とする 

 （注）在宅系サービスとは、居宅介護支援事業・訪問介護

サービス事業（移送サービスを含む）・訪問看護サ

ービス事業・訪問入浴介護サービス事業・福祉用具

賃貸事業（および販売事業）・通所介護事業・小規

模多機能型介護事業・障害者自立支援事業・地域支

援事業・夜間対応型訪問介護事業・訪問歯科診療支

援事業を指します。 

 居住系サービスとは、特定施設入居者生活介護

（介護型有料老人ホーム）のうち、「コムスンホー

ム」「コムスンのきらめき」および認知症対応型共

同生活介護（グループホーム）を指します。 

 (2) 移行先選定の基本的な考え方 

 上記基本方針に則り、以下のような要件を満たす事

業者を優先したいと考えているが、最終的な移行先選

定基準については、後述の第三者委員会で策定する。 

・利用者へのサービスを将来にわたって安定的に供給す

る能力を有すること。特に在宅系サービスの移行先法

人は24時間訪問介護サービス、過疎地や離島における

サービス、障害者自立支援事業等における既存サービ

スを含めて供給する能力を有すること 

・利用者の権利保全のために、居住系サービスの移行先

法人は、利用者との契約条件を利用者に対して一切の

不利益なく全て承継すること、およびそのために必要

な財務信用力を有していること 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

  ・法令遵守に真摯に取り組む姿勢を有するとともに、介

護事業に従事する者としての社会的責任を自覚してい

ること 

・承継対象事業にかかる全従業員の雇用について、その

労働条件を含め継続すること 

 (3) 移行先の選定方法 

 移行先選定については、第三者委員会を設置し、当

該委員会が移行先候補を審査の上、㈱コムスンに提案

し、㈱コムスンがこれを決定する。 

(4) 利用者へのサービスの継続 

 事業移行にあたり、利用者のサービスが途切れるこ

となく継続されるように、下記の点について十分に留

意して事業移行を行う。 

・各事業移行が完了するまでは㈱コムスンがサービスを

継続する 

・業務移行に関し、利用者に対して事前に十分な説明を

行う 

・サービス確保に関し、自治体と十分な連携を図る 

(5) その他 

 重大な事情変更が生じた場合には、第三者委員会に

事業移行の枠組みの見直しを委ねるものとする。 

 上記計画に基づき、平成19年８月28日開催の当社およ

び当社子会社の㈱コムスンの取締役会において、第三者

委員会の答申に基づき、㈱コムスンの居住系サービスに

ついて、㈱ニチイ学館の子会社に事業移行することを決

議し、同日、吸収分割契約を締結致しました。 

(1) 分離先企業 

㈱ニチイ学館の子会社 

(2) 分離する事業の内容 

㈱コムスンの居住系サービス 

(3) 事業分離を行う理由 

当社子会社である㈱コムスンが、介護保険制度に対す

る信頼を著しく損ねた責任を取り、他事業者への引き

継ぎ終了をもって、当社グループとして全ての介護サ

ービス事業から撤退することによるものであります。 

(4) 事業分離予定日 

平成19年11月１日 

(5) 法的形式 

㈱コムスンを分割会社とし、㈱ニチイ学館の子会社を

承継会社とする吸収分割 

(6) 実施する会計処理の概要 

㈱ニチイ学館の子会社へ、平成19年10月31日現在の資

産および負債を適正な帳簿価額で分割し、その受取対

価は21,000百万円であります。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

   当社および当社子会社である㈱コムスンは、平成19年

９月10日開催の取締役会において、①北海道、②岩手

県、③秋田県、④山形県、⑤福島県、⑥栃木県、⑦埼玉

県、⑧千葉県、⑨東京都、⑩神奈川県、⑪新潟県、⑫石

川県及び⑬福井県の13 都道県における在宅介護事業

「在宅系サービス」を都道県ごとに会社分割し、㈱ジャ

パンケアサービスの子会社である都道県ごとの受け皿会

社にそれぞれ承継させる事を決議いたしました。 

(1) 分離先企業 

㈱ジャパンケアサービスの子会社 

(2) 分離する事業の内容 

㈱コムスンの在宅系サービス 

(3) 事業分離を行う理由 

当社子会社である㈱コムスンが、介護保険制度に対す

る信頼を著しく損ねた責任を取り、他事業者への引き

継ぎ終了をもって、当社グループとして全ての介護サ

ービス事業から撤退することによるものであります。 

(4) 事業分離予定日 

平成19年11月１日または平成19年12月１日 

(5) 法的形式 

㈱コムスンを分割会社とし、㈱ジャパンケアサービス

の子会社各社を承継会社とする吸収分割 

(6) 実施する会計処理 

㈱ジャパンケアサービスの子会社各社へ、平成19年10

月31日現在または平成19年11月30日現在の資産および

負債を適正な帳簿価額で分割し、その受取対価は合計

で2,254百万円であります。 

 当社および当社子会社である㈱コムスンは、平成19年

９月10日開催の取締役会において、①宮城県、②茨城

県、③山梨県、④静岡県、⑤和歌山県、⑥徳島県、⑦香

川県、⑧愛媛県、⑨佐賀県、⑩長崎県、⑪大分県及び⑫

宮崎県の12 県に、また平成19年９月20日開催の取締役

会において、①三重県および②熊本県の2県に、在宅介

護事業「在宅系サービス」を各県ごとに会社分割し、セ

ントケア・ホールディング㈱の子会社である各県ごとの

14個の受け皿会社にそれぞれ承継させる事を決議いたし

ました。 

(1) 分離先企業 

セントケア・ホールディング㈱の子会社 

(2) 分離する事業の内容 

㈱コムスンの在宅系サービス 

(3) 事業分離を行う理由 

当社子会社である㈱コムスンが、介護保険制度に対す

る信頼を著しく損ねた責任を取り、他事業者への引き

継ぎ終了をもって、当社グループとして全ての介護サ

ービス事業から撤退することによるものであります。 

(4) 事業分離予定日 

平成19年11月１日または平成19年12月１日 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

  (5) 法的形式 

㈱コムスンを分割会社とし、セントケア・ホールディ

ング㈱の子会社各社を承継会社とする吸収分割 

(6) 実施する会計処理 

セントケア・ホールディング㈱の子会社各社へ、平成

19年10月31日現在または平成19年11月30日現在の資産

および負債を適正な帳簿価額で分割し、その受取対価

は合計で1,615百万円であります。 

 当社および当社子会社である㈱コムスンは、平成19年

９月12日開催の取締役会において、大阪府における在宅

介護事業「在宅系サービス」を会社分割し、日本ロング

ライフ㈱の子会社となる受け皿会社に承継させる事を決

議いたしました。 

(1) 分離先企業 

日本ロングライフ㈱の子会社 

(2) 分離する事業の内容 

㈱コムスンの在宅系サービス 

(3) 事業分離を行う理由 

当社子会社である㈱コムスンが、介護保険制度に対す

る信頼を著しく損ねた責任を取り、他事業者への引き

継ぎ終了をもって、当社グループとして全ての介護サ

ービス事業から撤退することによるものであります。 

(4) 事業分離予定日 

平成19年12月１日 

(5) 法的形式 

㈱コムスンを分割会社とし、日本ロングライフ㈱の子

会社を承継会社とする吸収分割 

(6) 実施する会計処理 

日本ロングライフ㈱の子会社へ、平成19年11月30日現

在の資産および負債を適正な帳簿価額で分割し、その

受取対価は合計で450百万円であります。 

 当社および当社子会社である㈱コムスンは、平成19年

９月13日開催の取締役会において、①長野県、②岐阜

県、③愛知県、④京都府及び⑤兵庫県の５府県における

在宅介護事業「在宅系サービス」を各県ごとに会社分割

し、㈱ニチイ学館の子会社である各県ごとの５個の受け

皿会社にそれぞれ承継させる事を決議いたしました。 

(1) 分離先企業 

㈱ニチイ学館の子会社 

(2) 分離する事業の内容 

㈱コムスンの在宅系サービス 

(3) 事業分離を行う理由 

当社子会社である㈱コムスンが、介護保険制度に対す

る信頼を著しく損ねた責任を取り、他事業者への引き

継ぎ終了をもって、当社グループとして全ての介護サ

ービス事業から撤退することによるものであります。 

(4) 事業分離予定日 

平成19年11月１日または平成19年12月１日 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

  (5) 法的形式 

㈱コムスンを分割会社とし、㈱ニチイ学館の子会社各

社を承継会社とする吸収分割 

(6) 実施する会計処理 

㈱ニチイ学館の子会社各社へ、平成19年10月31日現在

または平成19年11月30日現在の資産および負債を適正

な帳簿価額で分割し、その受取対価は合計で172百万円

であります。 

 当社および当社子会社である㈱コムスンは、平成19年

９月13日および平成19年９月14日に開催の取締役会にお

いて、その他14県における在宅介護事業「在宅系サービ

ス」を各県ごと（ただし広島県と島根県は同一事業者）

に会社分割または事業譲渡し、13個の受け皿会社にそれ

ぞれ承継または譲受させる事を決議いたしました。 

(1) 分離先企業 

その他13事業者 

(2) 分離する事業の内容 

㈱コムスンの在宅系サービス 

(3) 事業分離を行う理由 

当社子会社である㈱コムスンが、介護保険制度に対す

る信頼を著しく損ねた責任を取り、他事業者への引き

継ぎ終了をもって、当社グループとして全ての介護サ

ービス事業から撤退することによるものであります。 

(4) 事業分離予定日 

平成19年11月１日 

(5) 法的形式 

㈱コムスンを分割会社または譲渡会社とし、受皿会社

各社を承継会社とする吸収分割または譲受会社とする

事業譲渡 

(6) 実施する会計処理 

会社分割または事業譲渡を行う業者の子会社各社へ、

平成19年10月31日現在の資産および負債を適正な帳簿

価額で分割または譲渡し、その受取対価は合計で778百

万円であります。 

 当社および当社子会社である㈱コムスンは、平成19年

９月21日開催の取締役会において、高級ケア付レジデン

ス事業について、㈱ゼクスアクティブ・エイジの子会社

に事業移行することを決議し、同日、吸収分割契約を締

結いたしました。 

(1) 分離先企業 

㈱ゼクスアクティブ・エイジの子会社 

(2) 分離する事業の内容 

㈱コムスンの高級ケア付レジデンスサービス 

(3) 事業分離を行う理由 

当社子会社である㈱コムスンが、介護保険制度に対す

る信頼を著しく損ねた責任を取り、他事業者への引き

継ぎ終了をもって、当社グループとして全ての介護サ

ービス事業から撤退することによるものであります。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

  (4) 事業分離予定日 

平成19年12月１日 

(5) 法的形式 

㈱コムスンを分割会社とし、㈱ゼクスアクティブ・エ

イジの子会社を承継会社とする吸収分割 

(6) 実施する会計処理 

㈱ゼクスアクティブ・エイジの子会社へ、平成19年11

月30日現在の資産および負債を適正な帳簿価額で分割

し、その受取対価は0百万円であります。 

 平成19年９月21日開催の当社の取締役会において、上

記記載の吸収分割に関連し、当社が保有し、㈱コムスン

に賃貸していた土地および建物（㈱コムスンが営む高級

ケア付レジデンス「バーリントンハウス」の土地および

建物）を、㈱ゼクスへ売却することを決議し、同日、

21,381百万円を下限とする不動産売買契約を締結いたし

ました。なお、譲渡の時期および売却価額は現在協議中

であります。 

   当社および当社子会社である㈱コムスンは、平成19年

９月21日開催の取締役会において、介護付有料老人ホー

ム事業について、㈱ゼクスコミュニティの子会社に事業

移行することを決議し、同日、吸収分割契約を締結致し

ました。 

(1) 分離先企業 

㈱ゼクスコミュニティの子会社 

(2) 分離する事業の内容 

㈱コムスンの介護付有料老人ホームサービス 

(3) 事業分離を行う理由 

当社子会社である㈱コムスンが、介護保険制度に対す

る信頼を著しく損ねた責任を取り、他事業者への引き

継ぎ終了をもって、当社グループとして全ての介護サ

ービス事業から撤退することによるものであります。 

(4) 事業分離予定日 

平成19年12月１日 

(5) 法的形式 

㈱コムスンを分割会社とし、㈱ゼクスコミュニティの

子会社を承継会社とする吸収分割 

(6) 実施する会計処理 

㈱ゼクスコミュニティの子会社へ、平成19年11月30日

現在の資産および負債を適正な帳簿価額で分割し、そ

の受取対価は0百万円であります。 

 平成19年９月21日開催の当社の取締役会において、上

記記載の吸収分割に関連し、当社が保有し、㈱コムスン

に賃貸していた土地および建物（㈱コムスンが営む介護

付有料老人ホーム「コムスンガーデン」の土地および建

物）を、㈱ゼクスへ売却することを決議し、同日、

14,618百万円を下限とする不動産売買契約を締結いたし

ました。なお、譲渡の時期および売却価額は現在協議中

であります。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

   平成19年９月７日開催の当社、当社子会社の㈱プレミ

ア・メディカルケアおよび㈱コムスンの取締役会におい

て、㈱プレミア・メディカルケアが保有する日本シルバ

ーサービス㈱の全株式、および㈱コムスンが保有する㈱

コムスン関東の全株式を譲渡することを決議し、同日、

それぞれ300百万円、40百万円で株式を譲渡いたしまし

た。 

(1) 分離先企業 

㈱ニチイ学館 

(2) 分離した事業の内容 

日本シルバーサービス㈱：施設介護サービス 

㈱コムスン関東    ：デイサービス 

(3) 事業分離を行った理由 

当社子会社である㈱コムスンが、介護保険制度に対す

る信頼を著しく損ねた責任を取り、他事業者への引き

継ぎ終了をもって、当社グループとして全ての介護サ

ービス事業から撤退することによるものであります。 

(4) 事業分離日 

平成19年９月７日 

(5) 法的形式 

株式譲渡 

   平成19年９月７日開催の当社および当社子会社の㈱コ

ムスンの取締役会において、上記記載の株式譲渡に関連

し、当社子会社の㈱コムスンが保有し、日本シルバーサ

ービス㈱に賃貸していた土地および建物（日本シルバー

サービス㈱が営む有料老人ホーム「桜湯園横浜緑」の土

地および建物）を、㈱ニチイ学館へ売却することを決議

し、同日、土地193百万円、建物291百万円で譲渡いたし

ました。 

 当社の子会社である㈱クリスタル介護センターおよび

㈱クリスタル介護施設センターの株式につきましても、

売却先の選定中であります。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

――――――  ５ 当社は平成19年９月14日開催の取締役会において、保

有する航空機をAvpro, Inc.へ譲渡することを決議し、

同日、売買契約を締結いたしました。これは、バラン

スシートのスリム化・健全化の観点から、所有資産の

見直しを図る一環であり、その内容は以下のとおりで

あります。 

(1) 資産の内容 

航空機 

(2) 譲渡の時期 

平成19年11月23日を期限とする 

(3) 帳簿価額 

2,949百万円（平成19年６月末時点） 

(4) 譲渡価額 

38百万ＵＳドル 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．当期末残高の（ ）内の金額は、1年内の償還予定金額であります。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

㈱グッドウィル・プレ

ミア 
第3回普通社債 平成14年6月26日 － 

200 

(200)
0.44 あり 平成19年6月26日 

㈱グッドウィル・プレ

ミア 
第4回普通社債 平成14年12月25日 － 

300 

(300)
0.36 あり 平成19年12月25日

㈱グッドウィル・プレ

ミア 
第5回普通社債 平成15年6月26日 － 

510 

(340)
0.27 あり 平成20年6月26日 

㈱グッドウィル・プレ

ミア 
第6回普通社債 平成15年7月25日 － 

195 

(130)
0.40 あり 平成20年7月25日 

㈱グッドウィル・プレ

ミア 
第7回普通社債 平成16年12月30日 － 

1,800 

(600)
0.61 あり 平成21年12月30日

㈱ハイライン 

（旧 ダイテック） 
第1回普通社債 平成15年6月26日 － 

520 

(80)
0.41 あり 平成25年6月26日 

㈱ハイライン 

（旧 ダイテック） 
第2回普通社債 平成15年12月26日 － 

1,200 

(600)
0.66 あり 平成20年12月26日

㈱ハイライン 

（旧 タイアップ） 
第1回普通社債 平成15年9月25日 － 

975 

(150)
1.27 あり 平成25年9月25日 

㈱ハイライン 

（旧 タイアップ） 
第2回普通社債 平成16年3月31日 － 

400 

(200)
0.72 なし 平成21年3月31日 

㈱シーテック 第1回普通社債 平成16年6月30日 － 
1,250 

(150)
1.13 なし 平成23年6月30日 

㈱バンテクノ 第1回普通社債 平成14年12月26日 － 
420 

(70)
0.71 なし  平成24年12月26日

㈱バンテクノ 第2回普通社債 平成15年9月25日 － 
210 

(140)
0.68 なし 平成20年9月25日 

㈱ハイテック 第1回普通社債 平成16年6月30日 － 
625 

(150)
1.13 なし 平成23年6月30日 

㈱グッドウィル・エン

ジニアリング 
第3回普通社債 平成15年2月25日 － 

100 

(100)
1.64 なし  平成20年2月25日 

㈱グッドウィル・エン

ジニアリング 
第4回普通社債 平成15年6月26日 － 

100 

(100)
1.57 なし 平成20年6月26日 

㈱グッドウィル・エン

ジニアリング 
第6回普通社債 平成15年9月26日 － 

90 

(60)
1.56 なし 平成20年9月26日 

㈱グッドウィル・エン

ジニアリング 
第7回普通社債 平成16年3月10日 － 200 2.70 あり 平成26年3月10日 

㈱グッドウィル・エン

ジニアリング 
第8回普通社債 平成16年6月30日 － 350 2.90 なし 平成26年6月30日 

㈱グッドウィル・エン

ジニアリング 
第9回普通社債 平成16年7月30日 － 

500 

(500)
2.12 なし 平成19年7月30日 

㈱グッドウィル・エン

ジニアリング 
第10回普通社債 平成16年9月27日 － 

20 

(20)
1.97 なし 平成19年9月27日 

㈱グッドウィル・エン

ジニアリング 
第11回普通社債 平成16年9月28日 － 

40 

(40)
1.70 なし 平成19年9月28日 

㈱グッドウィル・エン

ジニアリング 
第12回普通社債 平成17年3月31日 － 

36 

(36)
1.67 なし 平成20年3月31日 

㈱グッドウィル・エン

ジニアリング 
第13回普通社債 平成18年2月20日 － 

340 

(160)
2.60 なし 平成21年2月20日 

合計 － － － 
10,381 

(4,126)
－ － － 



２．連結決算日後5年以内における償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金および割賦未払金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごと

の返済予定額の総額 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

4,126 2,815 1,350 750 375 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 6,250 134,642 2.834 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 13,282 33,361 1.957 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 40,274 24,459 1.758 
平成20年７月 

～平成24年12月 

その他有利子負債       
  

  

割賦未払金 390 318 5.379 ― 

割賦未払金（１年以内に返済予定のものを除く） 561 292 5.354 
平成20年７月 

～平成22年４月 

ファイナンス・リース未払金 ― 204 11.900  ― 

ファイナンス・リース未払金 

（１年以内に返済予定のものを除く） 
― 202 11.900 

平成20年４月 

～平成24年３月 

合計 59,806 193,478 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 14,094 5,219 3,961 1,184 

割賦未払金 227 60 4 0 

ファイナンス・ 

リース未払金 
97 65 39 0 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成18年６月30日） 
当事業年度 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 833 29,182 

２ 受取手形 ※4 ― 427 

３ 営業未収入金 ※1 285 498 

４ 未収入金  ※1 ― 24,861 

５ 前払費用 92 371 

６ 立替金  ※1 ― 3,600 

７ 繰延税金資産 55 ― 

８ 短期貸付金 ※1 4,136 23,081 

９ その他 ※1 3,520 1,208 

10 貸倒引当金  △0 △321 

流動資産合計 8,923 7.1 82,909 32.1

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1）建物 ※2 9,598 19,673   

減価償却累計額 565 9,033 1,180 18,492 

(2）構築物 537 739   

減価償却累計額 30 506 90 648 

(3）機械及び装置 14 158   

減価償却累計額 0 13 4 154 

(4）航空機 3,604 3,604   

減価償却累計額 467 3,137 655 2,949 

(5）車両及び運搬具 42 61   

減価償却累計額 28 14 27 33 

(6）器具及び備品 543 1,059   

減価償却累計額 236 307 359 699 

(7）土地 ※2 23,879 19,851 

(8）建設仮勘定   1,376 551 

有形固定資産合計 38,268 30.4 43,380 16.8

２ 無形固定資産   

(1）商標権 4 3 

(2）ソフトウェア 6 4 

(3）電話加入権 0 0 

無形固定資産合計 11 0.0 9 0.0

 



  
前事業年度 

（平成18年６月30日） 
当事業年度 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券 591 573 

(2) 関係会社株式 ※2 53,892 124,822 

(3) 関係会社社債 700 700 

(4) その他の関係会社 
有価証券 

1 1 

(5) 長期貸付金 ※1 436 365 

(6) 従業員長期貸付金   113 142 

(7) 関係会社長期貸付
金 

  4,890 2,650 

(8) 長期前払費用   49 64 

(9) 繰延税金資産 87 ― 

(10)賃借保証金 1,063 3,163 

(11)長期未収入金 ※1 16,408 ― 

(12)その他 382 300 

 (13)貸倒引当金 △1 △789 

投資その他の資産合
計 

78,616 62.5 131,994 51.1

固定資産合計 116,897 92.9 175,383 67.9

資産合計 125,820 100.0 258,293 100.0 

 



  
前事業年度 

（平成18年６月30日） 
当事業年度 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１ 短期借入金 ※1,2,3 6,250 151,050 

２ 一年以内返済長期借
入金 

※2 11,949 30,070 

３ 未払金   2,948 4,035 

４ 未払費用   317 1,946 

５ 預り金   16 11 

６ 預り保証金  ※1 ― 34,300 

７ その他 214 230 

流動負債合計 21,696 17.3 221,643 85.8

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金 ※3 39,049 22,072 

２ 退職給付引当金   2 1 

３ 繰延税金負債    ― 1 

４ 長期預り保証金 ※1 20,601 0 

固定負債合計 59,653 47.4 22,076 8.6

負債合計 81,349 64.7 243,719 94.4

    

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本              

１ 資本金     26,618 21.2   26,618 10.3 

２ 資本剰余金              

(1）資本準備金   16,077     6,654    

(2）その他資本剰余金    ―     9,607    

資本剰余金合計      16,077 12.8   16,261 6.3 

３ 利益剰余金              

(1）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   5,806     △25,755    

利益剰余金合計      5,806 4.6   △25,755 △10.0 

４ 自己株式     △3,978 △3.2   △2,506 △1.0 

株主資本合計      44,524 35.4   14,619 5.6 

Ⅱ 評価・換算差額等              

１ その他有価証券評価
差額金 

    6 0.0   2 0.0 

２ 繰延ヘッジ損益     △59 △0.1   △47 △0.0 

評価・換算差額等合計      △53 △0.1   △45 △0.0 

純資産合計      44,471 35.3   14,573 5.6 

負債純資産合計      125,820 100.0   258,293 100.0 



②【損益計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益 ※1             

 １ 業務委託料収入   2,885     5,060     

 ２ 賃貸資産関連収入   449     946     

 ３ 受取利息収入   305     320     

 ４ 受取配当金収入   2,059 5,699 100.0 4,256 10,584 100.0 

Ⅱ 営業費用 ※1             

  １ 賃貸資産関連原価   398     821     

  ２ 受取利息原価   193     261     

３ 役員報酬   113     187     

４ 給与諸手当   463     624     

５ 賃借料   244     1,037     

６ 租税公課   220     284     

７ 支払手数料   110     102     

８ 運航費用   288     288     

９ 減価償却費   249     236     

10 広告宣伝費   287     841     

11 貸倒引当金繰入額   0     ―     

12 業務委託費    ―     427     

13 その他   591 3,161 55.5 579 5,692 53.8 

営業利益     2,537 44.5   4,891 46.2 

 



    
前事業年度 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅲ 営業外収益               

１ 受取利息   33     27     

２ 受取配当金   10     10     

３ 受取賃貸料   214     265     

４ 還付加算金    52     10     

５ その他   12 322 5.7 27 341 3.3 

Ⅳ 営業外費用               

１ 支払利息   870     2,200     

２ 賃貸資産関連費用   161     189     

３ 支払手数料   138     1,119     

４ その他   201 1,372 24.1 86 3,595 34.0 

経常利益     1,488 26.1   1,637 15.5 

Ⅴ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※2 202     656     

２ 投資有価証券売却益   2     ―     

３ 貸倒引当金戻入益   ― 204 3.6 2 658 6.2 

Ⅵ 特別損失               

１ 固定資産除却損 ※3 ―     28     

２ 関係会社株式評価損   55     31,596     

３ 投資有価証券評価損   ―     44     

４ 貸倒引当金繰入額    ―     1,110     

５ その他   ― 55 1.0 17 32,796 309.9 

税引前当期純利益又
は税引前当期純損失
（△）  

    1,636 28.7   △30,500 △288.2 

法人税、住民税及び
事業税 

  58     5     

過年度法人税等戻入
額  

  ―     △88     

法人税等調整額   △15 42 0.7 106 22 0.2 

当期純利益又は当期
純損失（△） 

    1,594 28.0   △30,523 △288.4 



③【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日）                    

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

その他利益剰余金
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

平成17年６月30日 

残高（百万円） 
14,118 3,577 12,926 16,503 6,283 6,283 △3,885 33,020 

事業年度中の変動額                

新株の発行 12,500 12,499 － 12,499 － － － 24,999 

剰余金の配当 － － － － △1,161 △1,161 － △1,161 

利益処分による 

役員賞与 
－ － － － △60 △60 － △60 

当期純利益 － － － － 1,594 1,594 － 1,594 

自己株式の取得 － － － － － － △13,869 △13,869 

自己株式の消却 － － △12,926 △12,926 △850 △850 13,776 － 

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額（純額） 

－ － － － － － － － 

事業年度中の変動額

合計（百万円） 
12,500 12,499 △12,926 △426 △476 △476 △92 11,504 

平成18年６月30日 

残高（百万円） 
26,618 16,077 － 16,077 5,806 5,806 △3,978 44,524 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価
差額金 

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

平成17年６月30日 残高（百万

円） 
0 － 0 33,020 

事業年度中の変動額        

新株の発行 － － － 24,999 

剰余金の配当 － － － △1,161 

利益処分による役員賞与 － － － △60 

当期純利益 － － － 1,594 

自己株式の取得 － － － △13,869 

自己株式の消却 － － － － 

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
5 △59 △53 △53 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
5 △59 △53 11,450 

平成18年６月30日 残高（百万

円） 
6 △59 △53 44,471 



当事業年度（自平成18年７月１日 至平成19年６月30日）                    

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

その他利益剰余金
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

平成18年６月30日 

残高（百万円） 
26,618 16,077 － 16,077 5,806 5,806 △3,978 44,524 

事業年度中の変動額                

資本準備金の取崩 － △9,422 9,422 － － － － － 

剰余金の配当 － － － － △1,038 △1,038 － △1,038 

当期純損失 － － － － △30,523 △30,523 － △30,523 

自己株式の取得 － － － － － － △682 △682 

株式交換 － － 184 184 － － 2,154 2,339 

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額（純額） 

－ － － － － － － － 

事業年度中の変動額

合計（百万円） 
－ △9,422 9,607 184 △31,562 △31,562 1,471 △29,905 

平成19年６月30日 

残高（百万円） 
26,618 6,654 9,607 16,261 △25,755 △25,755 △2,506 14,619 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価
差額金 

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

平成18年６月30日 残高（百万

円） 
6 △59 △53 44,471 

事業年度中の変動額        

資本準備金の取崩 － － － － 

剰余金の配当 － － － △1,038 

当期純損失 － － － △30,523 

自己株式の取得 － － － △682 

株式交換 － － － 2,339 

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
△4 12 8 8 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△4 12 8 △29,897 

平成19年６月30日 残高（百万

円） 
2 △47 △45 14,573 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(イ）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(イ）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

(ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

      

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法 同左 

      

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(イ）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法） 

 なお、耐用年数および残存価額に

ついては、航空機について見込利用

可能期間によっておりますが、その

他については法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。 

 ただし、取得価額が10万円以上20

万円未満の資産については、３年間

均等償却する方法を採用しておりま

す。 

(イ）有形固定資産 

 定率法を採用しております（ただ

し、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）について

は、定額法によっております。）。 

 また、取得価額が10万円以上20万

円未満の資産については、３年間で

均等償却する方法を採用しておりま

す。 

 主な耐用年数は以下の通りであります。

 (会計処理方法の変更） 

 法人税法の改正に伴い、平成19年

４月１日以降取得した有形固定資産

については、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更しており

ます。この変更による損益に与える

影響は軽微であります。 

建物 3～49年 

構築物 8～50年 

機械及び装置 15年 

航空機 37年 

車両及び運搬具 6年 

器具及び備品 3～15年 

  (ロ）無形固定資産 

 定額法 

 なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。 

 ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、見込利用可能期間 

(５年)に基づく定額法によっており

ます。 

(ロ）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、ソフトウェア(自社利用分)

については、見込利用可能期間 

(５年)に基づく定額法によっており

ます。 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

  (ハ）長期前払費用 

 定額法 

 なお、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。  

(ハ）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

４ 繰延資産の処理方法 (イ）新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。  

―――――― 

  

  (ロ）社債発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。   

 ―――――― 

  

      

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

―――――― 

  

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

  

６ 引当金の計上基準 (イ）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権および破産

更生債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(イ）貸倒引当金 

同左 

  (ロ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき、当事業年度末に

おいて発生していると認められる額

を計上しております。 

(ロ）退職給付引当金 

同左 

      

７ リース取引の処理方法 ――――――  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

      

８ ヘッジ会計の方法 (イ）ヘッジ会計の方法 

 当社の内規であるリスク管理規程

に基づき、金利スワップおよび金利

キャップを行っております。原則と

して繰延ヘッジ処理を採用しており

ますが、特例処理の要件を満たして

いる場合には、特例処理を採用して

おります。 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ・金 

        利キャップ 

ヘッジ対象・・・借入金利息 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

  (ハ）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクをヘッジ

する目的で金利スワップおよび金利

キャップ取引を行っております。 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

  (ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして、

判断しております。 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

      

９ 消費税等の会計処理  消費税および地方消費税の会計処理は

税抜方式によっており、控除対象外消費

税は当事業年度の期間費用として処理し

ております。  

同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

 (固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これによる損益に与える影響はありません。 

  

―――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計額に相当する金額は44,530

百万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。  

  

―――――― 

―――――― （企業結合に係る会計基準および事業分離等に関する会

計基準） 

 当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」（「企

業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」(平成15年

10月31日 企業会計審議会)）、「事業分離等に関する会

計基準」（企業会計基準第７号(平成17年12月27日 企業

会計基準委員会)）および「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第10号(最終改正平成18年12月22日 企業会計基準委員

会)）を適用しております。 

  



表示方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

（貸借対照表関係） 

１ 前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示

しておりました「短期貸付金」は、総資産の100分の

１を超えたため、当事業年度より区分掲記することに

変更いたしました。 

 なお、前事業年度の短期貸付金は274百万円であり

ます。 

  

２ 前事業年度まで区分掲記しておりました「未収消費

税等」は、総資産の100分の１以下となったため、当

事業年度より流動資産の「その他」に含めて表示する

ことにいたしました。 

 なお、当事業年度の未収消費税等は、446百万円で

あります。 

  

（貸借対照表関係） 

１ 前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示

しておりました「未収入金」は、総資産の100分の１

を超えたため、当事業年度より区分掲記することに変

更いたしました。 

 なお、前事業年度の未収入金は1,005百万円であり

ます。 

  

２ 前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示

しておりました「立替金」は、総資産の100分の１を

超えたため、当事業年度より区分掲記することに変更

いたしました。 

 なお、前事業年度の立替金は1,019百万円でありま

す。 

（損益計算書関係） 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「出資金投

資損失」は、重要性が乏しいため、当事業年度より営

業外費用の「その他」に含めて表示することにいたし

ました。 

 なお、当事業年度の出資金投資損失は、8百万円で

あります。 

  

（損益計算書関係） 

 前事業年度まで営業費用の「その他」に含めて表示

しておりました「業務委託費」は、営業費用の100分

の５を超えたため、当事業年度より区分掲記すること

に変更いたしました。 

 なお、前事業年度の業務委託費は113百万円であり

ます。 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

（株式交換契約） 

 当社と当社子会社のヒュー・マネジメント・ジャパン

㈱は、それぞれ平成18年６月21日開催の取締役会におい

て、株式交換により当社が同社を完全子会社化すること

を決議し、同日、株式交換契約を締結いたしました。 

 なお、詳細については、連結財務諸表における「追加

情報」に記載のとおりであります。 

（新株予約権の発行） 

 当社は平成19年６月25日開催の取締役会において、

Deutsche Bank AG, London Branchを割当先とする新株

予約権を発行すること、および証券取引法による届出の

効力発生後に、Deutsche Bank AG, London Branchとの

間で新株予約権買取契約を締結することを決議しまし

た。なお、詳細については連結財務諸表における「追加

情報」に記載のとおりであります。  

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年６月30日） 

当事業年度 
（平成19年６月30日） 

１ ※１ 関係会社に対する資産・負債 

 区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

１ ※１ 関係会社に対する資産・負債 

 区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

営業未収入金 285百万円

短期貸付金 4,006 

流動資産「その他」     1,972 

長期未収入金 16,408 

長期預り保証金 20,600 

未収入金 24,649百万円

立替金 3,597 

短期貸付金 22,817 

長期貸付金 2,650 

短期借入金 31,000 

預り保証金 34,300 

  

２ ※２ 担保資産 

 銀行からの借入金の担保に供している資産およびこ

れに対応する債務は次のとおりであります。 

(1)担保に供している資産  

２ ※２ 担保資産 

 銀行からの借入金の担保に供している資産およびこ

れに対応する債務は次のとおりであります。 

(1)担保に供している資産  

   

建物 1,276百万円

土地 23,588 

計 24,865 

   

建物      7,740百万円

土地 19,579 

関係会社株式 88,314 

計 115,634 

(2)上記に対応する債務  

一年以内返済長期借入金 4,515百万円

長期借入金 18,535 

計 23,050 

(2)上記に対応する債務  

短期借入金        87,100百万円

一年以内返済長期借入金 17,485 

計 104,585 

  

―――――― 

  

３ ※３ コミットメントライン契約・当座貸越契約お

よび財務制限条項 

 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行等とコミットメントライン契約および当座貸越契約

を締結しております。当事業年度末におけるコミット

メントライン契約および当座貸越契約に係る借入金実

行残高は次のとおりであります。 

  

  

 上記借入金の一部について、主に下記内容の財務制

限条項が付されております。 

  

① 各決算期（中間決算期を含む）の末日における、連

結貸借対照表、貸借対照表の純資産額が、平成14年６

月末、平成15年12月末、平成16年６月末または平成17

年６月末における連結貸借対照表、貸借対照表の純資

産額の75％を下回らないこと。 

② 各決算期における連結損益計算書、損益計算書上の

経常損益または税引後当期純損益につき、２期連続し

て損失を計上しないこと。 

コミットメントラインおよび当

座貸越極度額の総額 
      36,350百万円

借入実行残高 35,000 

差引額 1,350 

 



前事業年度 
（平成18年６月30日） 

当事業年度 
（平成19年６月30日） 

   当社は当事業年度末現在、下記借入金（総額21,991

百万円）が財務制限条項に抵触しておりますが、手元

資金にて返済原資を確保できる見通しとなっておりま

す。また、平成19年７月10日の新株予約権の発行、当

該新株予約権の行使および今後の介護事業売却などに

伴い、手許資金の増加を見込んでおります。 

  

  

証書借入       11,210百万円

当座貸越  3,000 

コミットメントライン 7,000 

シンジケートローン 781 

合計 21,991 

３ 偶発債務 

(1)下記の関係会社の金融機関からの借入金について債

務保証を行っております。 

４ 偶発債務 

(1)下記の関係会社の金融機関からの借入金について債

務保証を行っております。 

保証先 

  

金額 

（百万円） 

内容 

  

㈱コムスン 1,660 借入債務 

㈱フードスコープ 827 借入債務 

計 2,487 ― 

保証先 

  

金額 

（百万円） 

内容  

  

㈱コムスン 1,085 借入債務 

㈱フードスコープ 295  借入債務 

㈱グッドウィル・エンジニ

アリング 
840  借入債務 

㈱ハイライン 2,655  借入債務 

㈱シーテック 3,320  借入債務 

㈱グッドウィル・プレミア 2,245  借入債務 

㈱ハイテック 550  借入債務 

㈱バンテクノ 385  借入債務 

計 11,375 ― 

(2)下記の関係会社の割賦債務について債務保証を行っ

ております。 

（会社名） （保証残高） 

㈱フードスコープ      655百万円

(2)下記の関係会社の割賦債務について債務保証を行っ

ております。 

（会社名） （保証残高） 

㈱フードスコープ 417百万円

(3)下記の関係会社が締結しているリース契約について

債務保証の予約を行っております。 

（会社名） （予約残高） 

㈱コムスン    6,289百万円

㈱コティ 10 

㈱グッドウィル・エンジニアリング  9 

㈱フードスコープ 192 

計 6,500 

(3)下記の関係会社が締結しているリース契約について

債務保証の予約を行っております。 

（会社名） （予約残高） 

㈱コムスン 5,613百万円

㈱コティ 3 

㈱グッドウィル・エンジニアリング  18 

㈱フードスコープ 134 

計 5,769 

(4)下記の関係会社の介護施設入居者からの預り保証金

について債務保証を行っております。 

（会社名） （保証残高） 

㈱コムスン 2,052百万円

(4)下記の関係会社の介護施設入居者からの預り保証金

について債務保証を行っております。 

（会社名） （保証残高） 

㈱コムスン 4,127百万円

 



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

 前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 自己株式の種類および株式数に関する事項 

（注）増加は取締役会決議に基づく取得（151,305株）、株式の分割（86.64株）および端株の買取り（2.13株）によ

るものであり、減少は消却によるものであります。 

 当事業年度（自 平成18年７月1日 至 平成19年６月30日） 

 自己株式の種類および株式数に関する事項 

(注)増加は取締役会決議による自己株式の取得（10,000株）および端株の買取り（2.52株）によるものであり、減少

は平成18年11月１日に実施した株式交換において代用自己株式として使用したことによるものであります。 

前事業年度 
（平成18年６月30日） 

当事業年度 
（平成19年６月30日） 

―――――― ５ ※４ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。 

 なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次

の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 

受取手形 39百万円

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１ ※１ 関係会社との取引 １ ※１ 関係会社との取引 

営業収益 5,699百万円 営業収益 10,584百万円

営業費用 174 

  

 ２ ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま

す。 

 ２ ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま

す。 

土地 199百万円

建物 1 

有形固定資産「その他」 0 

計 202 

土地 655百万円

建物 0 

車両及び運搬具 0 

計 656 

  

―――――――  ３ ※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

  建物 28百万円

   

  

株式の種類 
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数 

（株） 

普通株式 （注） 16,659.59 151,393.77 122,703.00 45,350.36 

株式の種類 
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数 

（株） 

普通株式 （注） 45,350.36 10,002.52 25,589.00 29,763.88 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの  

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

────── 

  

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

  

  

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

器具及び備品 438 20 417 

  (2）未経過リース料期末残高相当額 

  

  

１年内  80百万円 

１年超  338  

合計 419  

  (3）支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 

  支払リース料  23百万円 

減価償却費相当額  20  

支払利息相当額  4  

  

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

  

  

  

２．オペレーティング・リース取引 

  

１年内  2,353百万円 

１年超  14,752  

合計 17,106  

    

 

前事業年度（平成18年６月30日） 当事業年度（平成19年６月30日） 

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

子会社株式 8,216 4,245 △3,970 － － － 

関連会社株式 － － － － － － 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年６月30日） 

当事業年度 
（平成19年６月30日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）   

未払事業税    44百万円

未払事業所税 1 

関係会社株式評価損 22 

繰延ヘッジ損益 41 

その他 37 

繰延税金資産合計 147 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 4 

繰延税金資産純額 142 

（繰延税金資産）   

関係会社株式評価損   12,897百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 451 

未払費用 294 

繰越欠損金 443 

その他 71 

繰延税金資産小計 14,159 

評価性引当額 △14,159 

繰延税金資産合計  － 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 1 

 繰延税金負債合計 1 

繰延税金負債の純額 1 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
1.0 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△34.9 

住民税均等割等 0.2 

評価性引当額 △4.1 

その他 △0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 2.6 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異については、税引前当期純損失が計上されてい

るため記載しておりません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１株当たり純資産額       21,413円57銭

１株当たり当期純利益   810円49銭

１株当たり純資産額      6,965円29銭

１株当たり当期純損失    14,629円04銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

    

(追加情報) 

１ 「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成18年１月31

日付で改正されたことに伴い、当事業年度から繰延ヘッ

ジ損益（税効果調整後）の金額を普通株式に係る期末の

純資産額に含めております。 

 なお、前事業年度に係る財務諸表において採用してい

た方式により算定した当事業年度の１株当たり純資産額

は、21,442円39銭であります。 

  

  

  

２ 当社は、平成18年３月１日に1株につき３株の割合を

もって株式の分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりであります。 

  

１株当たり純資産額       17,738円50銭

１株当たり当期純利益      24円07銭

  

  

  

  
前事業年度 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

当期純利益または当期純損失（△）（百万円） 1,594 △30,523 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)

（百万円） 
1,594 △30,523 

普通株式の期中平均株式数（株） 1,967,608 2,086,508 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

 １ 当社は、平成18年７月12日開催の取締役会におい

て、㈱ユージー・グローイングアップから平成18年７

月５日に分割された㈱ユージー・グローイングアップ

東京の株式を取得、子会社化することを決議し、同日

同社の株式を取得いたしました。なお、詳細について

は、連結財務諸表における「重要な後発事象」に記載

のとおりであります。 

  

 ２ 当社は、平成18年７月18日開催の取締役会におい

て、フジオーネ・テクノ・ソリューションズ㈱の株式

を取得、子会社化することを決議し、平成18年７月31

日、同社の株式を取得いたしました。なお、詳細につ

いては、連結財務諸表における「重要な後発事象」に

記載のとおりであります。 

  

 １  当社は平成19年７月10日に新株予約権を発行いたし

ました。新株予約権の詳細および平成19年８月20日ま

での権利行使の状況については、連結財務諸表におけ

る「重要な後発事象」に記載のとおりであります。 

  

 ２ 当社は平成19年４月26日開催の取締役会において、

当社子会社である888 Consulting Group, Inc.（決算

日：３月31日） がThe Systems Group, Inc. の事業

を譲受けることを決議し、同日、事業を譲り受けまし

た。当該事業の譲受けの詳細については、連結財務諸

表における「重要な後発事象」に記載のとおりであり

ます。 

  

 ３ 当社は平成19年５月31日開催の取締役会において、

当社子会社であるGW Premier America, Inc.（決算

日：３月31日）が、

The Holland Group of Tennessee, Inc. の株式を

100％取得することを決議し、平成19年６月８日、株

式を取得しました。当該株式の取得の詳細について

は、連結財務諸表における「重要な後発事象」に記載

のとおりであります。 

  

 ４ 当社は平成19年７月31日開催の取締役会において、

平成19年６月13日開催の取締役会で決議した基本方針

に従い、当社グループ内の全介護事業および介護関連

事業についての事業移行計画を決議いたしました。事

業移行の詳細については、連結財務諸表における「重

要な後発事象」に記載のとおりであります。   

  

 ５ 当社は平成19年９月14日開催の取締役会において、

保有する航空機をAvpro, Inc.へ譲渡することを決議

し、同日、売買契約を締結致しました。資産譲渡の詳

細については、連結財務諸表における「重要な後発事

象」に記載のとおりであります。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

・投資有価証券 

その他有価証券 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円） 

（投資有価証券）     

㈱みずほフィナンシャルグループ 500 500 

㈱湘南ベルマーレ 1,000 11 

ナレッジフォア㈱ 1,000 4 

㈱エブリデイ・ドット・コム 2,000 0 

計 4,500 516 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 貸借対照表計上額（百万円） 

（投資有価証券）     

 HTCパートナーズ,L.P. 1 4 

 投資事業組合NIF21-ONE（2号-A) 1 47 

 ジェービィック3号投資事業有限責任組合 1 4 

計 3 56 



【有形固定資産等明細表】 

 （注1）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

 （注２）当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）は洗替による戻入額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産               

建物 9,598 10,125 50 19,673 1,180 625 18,492 

構築物 537 202 － 739 90 60 648 

機械及び装置 14 144 － 158 4 3 154 

航空機 3,604 － － 3,604 655 188 2,949 

車両及び運搬具 42 32 14 61 27 12 33 

器具及び備品 543 533 17 1,059 359 140 699 

土地 23,879 47 4,075 19,851 － － 19,851 

建設仮勘定 1,376 588 1,413 551 － － 551 

有形固定資産計 39,596 11,673 5,570 45,698 2,318 1,031 43,380 

無形固定資産               

商標権 9 － － 9 6 0 3 

ソフトウェア 8 － － 8 3 1 4 

電話加入権 0 － － 0 － － 0 

無形固定資産計 19 － － 19 10 2 9 

長期前払費用 92 225 131 187 123 79 64 

建物 介護付有料老人ホームの完成 

事業所の新設に伴う内装工事費用等 

8,690百万円

963百万円ほか

器具及び備品 事業所の新設に伴う什器購入費用等 341百万円ほか

土地 東京都港区白金台の土地売却 4,052百万円ほか

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 2 1,110 － 2 1,110 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

 ② 受取手形 

相手先別内訳 

  

期日別内訳  

  

 ③ 営業未収入金 

相手先別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 0 

預金の種類   

当座預金 7 

普通預金 18,174 

通知預金  3,000 

定期預金  8,000 

小計 29,182 

合計 29,182 

相手先 金額（百万円） 

㈱日平トヤマ 54 

㈱大崎 43 

飯島製本㈱  26 

富士ゼロックス㈱  24 

オムロン㈱  24 

その他  253 

 合計 427 

期日別 金額（百万円） 

 平成19年６月 39 

７月 60 

８月 122 

９月  127 

10月  76 

合計 427 

相手先 金額（百万円） 

㈱グッドウィル 251 

㈱グッドウィル・プレミア 134 

㈱コムスン 51 

㈱グッドウィル・エンジニアリング 29 

 ㈱フードスコープ 9 

 その他 23 

合計 498 



営業未収入金の発生および回収ならびに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

④ 未収入金  

⑤ 短期貸付金  

⑥ 関係会社株式 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

285 5,440 5,227 498 91.3 26 

 相手先 金額（百万円） 

㈱コムスン  24,449 

その他  412 

合計 24,861 

 相手先 金額（百万円） 

㈱コムスン  17,000 

日本シルバーサービス㈱  5,400 

GWG America, Inc.  215 

㈱警備・施工マネジメント  200 

その他  265 

合計 23,081 

相手先 金額（百万円） 

㈱グッドウィル・プレミア 72,528 

㈱グッドウィル 22,426 

㈱バンテクノ 15,786 

㈱グッドウィル・エンジニアリング 7,402 

㈱コムスン 3,428 

㈱日設グループ・コア 1,992 

㈱バーリントンハウス吉祥寺 450 

㈱グッドウィル・キャリア 332 

㈱グッドウィル・フォーサイト 192 

その他 283 

合計 124,822 



⑦ 短期借入金 

⑧ 一年以内返済長期借入金 

⑨ 預り保証金 

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほ銀行 88,350 

㈱グッドウィル・プレミア  28,500 

㈱りそな銀行  10,400 

農林中央金庫  5,000 

㈱横浜銀行  4,000 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行  3,000 

㈱あおぞら銀行  3,000 

㈱グッドウィル  2,500 

その他  6,300 

合計 151,050 

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほ銀行 11,854 

㈱三井住友銀行 11,415 

㈱りそな銀行 1,220 

㈱あおぞら銀行 1,185 

その他 4,396 

合計 30,070 

相手先  金額（百万円） 

㈱コムスン  34,300 

合計 34,300 



⑩ 長期借入金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

㈱三井住友銀行 7,340 

㈱みずほ銀行 3,825 

㈱関西アーバン銀行 3,000 

メリルリンチ日本ファイナンス㈱ 2,000 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行  916 

㈱第三銀行 700 

㈱新銀行東京 600 

中央三井信託銀行㈱ 550 

その他 3,140 

合計 22,072 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ７月１日から６月30日まで 

定時株主総会 ９月中 

基準日 ６月30日 

株券の種類 １株券、５株券、10株券、50株券、100株券 

剰余金の配当の基準日 ６月30日および12月31日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 

（名義書換代理人） 
東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

当会社の公告は電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事

由により電子公告によることができないときは、日本経済新聞に掲載して

行う。 

公告掲載URL http://www.goodwill.com/koukoku 

株主に対する特典 

６月末日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主

に対し、下記のとおり株主優待を実施いたします。 

 当社グループ会社の㈱フードスコープが運営する、ゴールデン・タン、ＭＡ

ＩＭＯＮ ＧＩＮＺＡ、美食米門横浜、名古屋今井屋本店、美食米門名古屋、

美食米門梅田、ＭＡＩＭＯＮ ＵＭＥＤＡのお食事券（１株以上９株以下所有

の株主に対して5,000円、10株以上19株以下の株主に対して10,000円、20株以

上の株主に対して20,000円）を贈呈いたします。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書の訂正報告書 事業年度（第11期）（自 平成16年７月１日 至 平成17

年６月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

平成18年９月21日 

関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書及びその添付

書類  

事業年度 

（第12期） 

自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日 

平成18年９月22日 

関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特

定子会社の異動)、第12号及び第19号(財政状態及び経営成

績に重要な影響を与える事象)の規定に基づく臨時報告書で

あります。 

平成18年11月28日 

関東財務局長に提出 

(4）臨時報告書の訂正報告書 平成18年11月28日提出の臨時報告書（特定子会社の異動)及

び(財政状態及び経営成績に重要な影響を与える事象)に係

る訂正報告書であります。 

平成18年12月８日 

関東財務局長に提出 

(5）半期報告書 事業年度 

（第13期中） 

自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日 

平成19年４月２日 

関東財務局長に提出 

(6）臨時報告書の訂正報告書 平成18年11月28日提出の臨時報告書（特定子会社の異動)及

び(財政状態及び経営成績に重要な影響を与える事象)に係

る訂正報告書であります。 

平成19年４月16日 

関東財務局長に提出 

(7）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特

定子会社の異動)、第12号及び第19号(財政状態及び経営成

績に重要な影響を与える事象)の規定に基づく臨時報告書で

あります。 

平成19年４月16日 

関東財務局長に提出 

(8）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主

要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成19年５月15日 

関東財務局長に提出 

(9）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主

要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成19年５月24日 

関東財務局長に提出 

(10）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第16号(事

業の譲渡)の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成19年６月15日 

関東財務局長に提出 

(11）臨時報告書の訂正報告書 平成19年４月16日提出の臨時報告書（特定子会社の異動)及

び(財政状態及び経営成績に重要な影響を与える事象)に係

る訂正報告書であります。 

平成19年６月20日 

関東財務局長に提出 

(12）有価証券届出書およびその添

付書類 

新株予約権証券の発行に係る有価証券届出書であります。 平成19年６月25日 

関東財務局長に提出 

(13）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号(財

政状態及び経営成績に重要な影響を与える事象)の規定に基

づく臨時報告書であります。 

平成19年６月26日 

関東財務局長に提出 

(14）有価証券届出書の訂正届出書 平成19年６月25日提出の有価証券届出書に係る訂正報告書

であります。 

平成19年６月26日 

関東財務局長に提出 

(15）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主

要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成19年７月４日 

関東財務局長に提出 

(16）有価証券届出書の訂正届出書 平成19年６月25日提出の有価証券届出書に係る訂正報告書

であります。 

平成19年７月４日 

関東財務局長に提出 

(17）有価証券届出書の訂正届出書 平成19年６月25日提出の有価証券届出書に係る訂正報告書 平成19年７月６日 



であります。 関東財務局長に提出 

(18）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主

要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成19年８月23日 

関東財務局長に提出 

(20）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主

要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成19年９月18日 

関東財務局長に提出 

(21）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主

要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成19年９月18日 

関東財務局長に提出 

(22）半期報告書の訂正報告書 中間会計期間（第13期中）（自 平成18年７月１日 至 

平成18年12月31日）の半期報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

平成19年９月27日 

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２２日

グッドウィル・グループ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているグッドウィル・グル

ープ株式会社の平成１７年７月１日から平成１８年６月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、グッドウィル・

グループ株式会社及び連結子会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に、平成１８年７月に株式取得により新たに３社を子会社化したことが記載されている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 井 通 世 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 杉 岡 喜 幸 

      



独立監査人の監査報告書 

  平成19年９月28日 

グッドウイル・グループ株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 長崎 武彦   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 関谷 靖夫   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 真一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているグッド

ウィル・グループ株式会社の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、グッ

ドウィル・グループ株式会社及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．重要な後発事象に介護事業および介護関連事業の他事業者への移行に関する件について記載されている。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年７月10日に新株予約権を発行し、同新株予約権は平成19

年８月20日までにすべて権利行使されている。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上  

  

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２２日

グッドウィル・グループ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているグッドウィル・グル

ープ株式会社の平成１７年７月１日から平成１８年６月３０日までの第１２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、グッドウィル・グル

ープ株式会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に、平成１８年７月に株式取得により新たに２社を子会社化したことが記載されている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 井 通 世 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 杉 岡 喜 幸 

      



独立監査人の監査報告書 

  平成19年９月28日 

グッドウィル・グループ株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 長崎 武彦  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 関谷 靖夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 真一郎 印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているグッ

ドウィル・グループ株式会社の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第１３期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することも含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、グッドウ

ィル・グループ株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．重要な後発事象に介護事業および介護関連事業の他事業者への移行に関する件について記載されている。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年７月10日に新株予約権を発行し、同新株予約権は平成19

年８月20日までにすべて権利行使されている。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上  

  

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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